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論文要旨 
 
本研究は、地震災害の迅速な復旧に必要な港湾物流技能者について、必要な技能と確保可能性等を
数量的に明らかにし、災害復旧組織の設計等、防災体制づくりに役立つ提言を行うものである。 
 今後 30 年以内に首都圏でマグニチュード 7 以上の地震が発生する確率は 70％以上と言われ、大地
震の切迫性が指摘されている。食糧の 6 割以上、エネルギーのほぼ 100％を輸入に頼る我が国にとっ
て、海運はもとより港湾物流の果たす役割は大きく、迅速な復旧が必要である。しかしながら、岸壁
や施設といったハードウェア、防災計画や災害協定等のソフトウェアに比べて、地震災害復旧のため
の人的資源に関する研究は、その重要性に比べて多くの研究が行われてきたとは言いがたい。また、
地震災害時の迅速な復旧には、必要なスキルを持った港湾物流技能者が不可欠であるが、本人や家族
が被災し交通機関も停止する中で、実際に埠頭へ参集可能な技能者は限られている。阪神・淡路大震
災においても、岸壁や荷役機械の被災と共に人材確保の困難さが伝えられる。 
そこで、本研究では、地震災害の復旧に必要な港湾物流における技能者の確保について提言を行う
為に、下記について検討を行った。  
① 地震災害復旧に必要な技能(スキル)とは何か 
② 復旧作業を行うのに必要な技能者が、どの程度いるのか 
③ 地震災害後、復旧作業を行う技能者をどの程度確保できるのか 
④ 確保した技能者が必要な緊急物資をどの程度運べるのか  
実際に横浜港でアンケート調査を行い、地震災害時の復旧に必要な港湾物流技能者のスキルや確保
の可能性を数量化し、下記の 4つの点を明らかにした。 
 Ⅰ. 地震災害の復旧に必要な作業を洗い出し、必要な技能を免許・資格で置き換えることで、地  
 震災害時の早期復旧を行うのに必要な作業と技能の関係を示した。 
 Ⅱ. 地震災害復旧時に必要な港湾物流技能者を定義するため、統計的な手法を用いて技能者の類 
 型化を行い、技能者を４つのコアに分類した。そして、これらのコア技能者を、沿岸コア、船内コ 
 ア、コンテナ・コア、スーパー・コアと名付けた。 
 Ⅲ. 地震災害復旧の初動において、確保可能な技能者数を VMC という必要な免許・資格をすべて  
 持つコアを設定することで数量化し、不足する数を、一般リーダーと多能技能者を組合せることに 
 より確保の可能性が高まることを定量的に示した。 
 Ⅳ. 緊急災害輸送において、コンテナ・クレーン、在来船クレーン、人力という３つの荷役方式 
 について船内と沿岸という異なる荷役形態における技能者の必要数と確保可能数を求めた。これに 
 より、港湾物流技能者の充足率と海上からの緊急物資の分担可能な量を提示した。 
 
 上記に基づき、地震災害の迅速な復旧に必要な港湾物流技能者の確保について、災害復旧組織の設
計等、防災体制づくりに役立つ下記の提言を行った。 
●短期的実行計画： 
－地方自治体・国…初動で参集したコア技能者等を緊急災害輸送要員として確保するため、宿泊
等のサポートの提供(例：宿泊施設としての船舶の利用等)や、災害援助物資のユニット化につい
ての発送側への要望やボランティアを交えた訓練の必要性等。  
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  －港湾運送事業者…港湾毎の技能者の資格・免許等の調査の実施と初動体制の確立や港湾を管理
する地方自治体や国などへの迅速な報告、地域住民との連携の強化など。  
  －港湾物流技能者…コア技能者としての自覚と、地震災害直後の初動に備えた訓練への参加等。  
●中・長期的実行計画： 
  －地方自治体・国…「沿岸荷役主任者」資格への地震災害復旧訓練の追加等、資格の見直しを行 
   う。援助物資集積場所の見直しや岸壁や道路の耐震化の推進。岸壁エプロンの液状化対策等。 
  －港湾運送事業者… 初動のコア技能者のみによる実施と、緊急災害輸送時の技能者参集体制を
確立すること。地上自治体や国との連携の強化等。 
  －港湾物流技能者… Mighty Core を目指した資格の取得と緊急災害輸送訓練への参加等。   
 
具体的な各章の構成を以下に示す。 
1 章の序論では、研究の背景、範囲と目的、論文の構成について示した。 
2 章では、本研究で用いる用語の定義や解説を行うと共に、地震災害復旧の研究について、ハード
ウェア、ソフトウェア、人材の 3つの視点から関連する過去の研究を総括し、地震災害を想定した港
湾物流技能者の確保について研究を行う必要があることを指摘した。 
3 章では、地震災害の復旧に、港湾物流技能者が重要な役割を果たすことを、港湾物流業者(港湾
運送業者)と港湾運営者や船社との関係、公的な機関との契約、命令系統、具体的な港湾運送業の仕
事の内容や復旧作業を示すことで明らかにした。 
4 章では、地震災害時の早期復旧を行うのに必要な港湾物流技能者を定義するため、統計的な手法
を用いて技能者の類型化を行った。類型化には、荷役機械の運転や、安全性を確保しながら迅速に作
業を行うために必要な資格・免許を調査の対象とし、横浜港においてアンケート調査を実施した。
3,468 名より回答を得て、荷役関連の資格について、数量化Ⅲ類及びクラスター分析を行った。その
結果得た、4つの技能者について、スーパー、沿岸、船内、コンテナの各コア技能者と名付けた。 
5 章では、地震災害復旧のためのコア人材の概念を導入することで、復旧初期段階で技能者が主に
活躍する４つのレベルとそれに対応するコア技能者の役割分担・特色が明確になることをレベル 1：
初動とレベル 3：緊急災害輸送を例に示した。 
6 章では、地震災害復旧時のレベル 1：初動において確保可能な技能者を埠頭毎、歩行距離毎に横
浜港の事例から求め、コア技能者数に対して不足する数を、異なる人材のグループを組合せることで、
港湾物流技能者確保の可能性が高まることを定量的に示した。 
7 章では、レベル 3の緊急災害輸送においては、コンテナ・クレーン、在来船クレーン、人力とい
う３つの荷役方式について船内と沿岸という異なる荷役形態における技能者の充足率と、緊急物資総
量に対する海上輸送の分担率を提示した。 
8 章では、横浜港の事例を基に港湾の地震災害復旧を PDCA の視点から整理し、方法や手順につい
て総括すると共に、本研究から得られる短期的及び中・長期的な提言を地方自治体・国、港湾運送事
業者、および港湾物流技能者に対して行った。また、本研究で行った技能者の類型化を初め、人材確
保に数量的、統計的な手法を用いることは、他の人材確保の研究においても広く適用可能であること
を示した。 
9 章では、1 章から 8 章までの各章で得た結論から、本研究の全体的なまとめを行った。 
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 参考資料 調査票様式 
 1 
第 1 章 序論 
 
第 1 節 研究の背景 
1－1－1 海上輸送の重要性と港湾 
 国境を海で接し、貿易貨物の約 99.7％が船舶で運ばれる日本にとって(1)、海上輸送の重要性は言
うまでもなく、海上と陸上輸送の結節点である港湾は人々の生活にとって不可欠のものである。食料
の 60%、石油、石炭、天然ガス等のエネルギー資源のほぼ 100%を海外に依存し、そのほとんどが船
舶で運ばれる中で、日々の生活を支える貨物が、東京、横浜、大阪、神戸、名古屋、四日市といった
指定特定重要港湾を筆頭に、全国で 1,000 余りある大小の港湾を経由して運ばれる。円高の進行や企
業の海外展開で生産拠点が海外に移転する中でも、海外への部品や半製品の提供や完成品の輸入など
アジア諸国を初めとする生産工程の相互依存の深まりと共に(2)港湾を経由する物の流れも増大して
いる。実際、1996 年から 2005 年の 10 年間の日本と海外との輸出入額は年間 5.5%の上昇となってお
り、港湾を経由する海上輸送の物流量も年平均 1.4%で伸びている(3)。 
 また、単位貨物量当りの CO2排出量も少ないことから、港湾を経由する海上輸送が環境にやさし
い輸送手段として見直されている(4)。港湾が地域経済の発展と人々の暮らしや雇用の安定に果して
きた役割も大きく、たとえば横浜港では、港湾が地域経済にもたらす効果は直接、間接合わせると雇
用創出効果(従業員数）及び所得創出効果(粗付加価値額)共に市全体の約 3 割と言われている(5)。地
震災害時においても、海上輸送は被災地への緊急物資を届ける手段として必要なばかりでなく、帰宅
困難者の輸送や遺体を運び出すのにも使われる。多量のがれきを短期間で運搬するためにはダンプト
ラックなどの陸上運搬では限界があるため、海上輸送が必要となり、搬出するための積出し基地とし
ての港湾が重要な役割を果たすことが知られている(6)。 
 
1－1－2 地震の影響を受けやすい港湾 
 1859 年の開港以来、日本の国際貿易を港湾抜きで語ることはできないが、港湾海上施設は海上航
路と異なり大地震の被害を受けやすい。1995 年 1 月 17 日の阪神・淡路大震災においても、公共岸壁
186 バースのうち 2 日後に使用可能であったのは、摩耶埠頭の耐震強化岸壁を含めて 9 バースのみで
あったという(7)。日本建築学会のまとめた「阪神・淡路大震災調査報告総集編」（8）によると、兵
庫県土木部の算定(9)による港湾の被害総額(5,944 億円)は、図 1-1 に示すように、高速道路や一般道
路を合わせた道路被害総額(5,583 億円)を上回り、土木施設総額 1 兆 4,845 億円の 40%を占め 1 位とな
っている。また、図 1-2 に示すとおり、阪神・淡路大震災における約 9 兆 9,000 億円を超えるといわ
れる被害総額の中で、港湾被害は 1 兆円(10.1%)と、建築物に次ぐ第 2 位を占めている。 
 港湾の経営については、通常、開発は国、運営は度道府県あるいは市等の地方自治体によって行わ
れるが、阪神・淡路大震災の被害総額をみても、港湾投資がいかに莫大なものか、また、港湾海上施
設の大地震に対する脆弱性が窺える。また、神戸港では、専用 18、公共 14 の計 32 バースのコンテ
ナ埠頭で貨物の荷役を行うガントリー・クレーン 54 基全てが使用不能となり(10)、コンテナ埠頭が
一部復旧されるまでに 2 か月を要している。さらに、神戸港で扱うコンテナ個数については、震災後
13 年たっても、震災前の取扱数 270TEU の約 9 割に留まっている(11) 。サプライチェーンの途絶は
被災した企業に「中断のコスト」や「市場復旧のためのコスト」を要求し、さらに長期化すれば「中
断のコスト」は企業にとって多額なものになることが指摘されているが（12）、港湾も例外ではない。
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   図 1-1 土木施設別被害額の内訳                     図 1-2 地震被害総額の内訳
  
 
1－1－3 今後発生が予想される大地震等 
 日本はその地理的位置から地震の脅威にさらされ続けており、1994 年から 2003 年までの 10 年間
で世界中に起こった M.6.0 以上の地震総数 960 回のうち、約 2 割は日本で起こったといわれている。
今後 30 年についても、図 1-3 に示すように、太平洋岸を中心に広範囲で高い地震の発生確率が予測
されている（13）。日本にとって国際貿易上、とりわけ重要であるとされる指定特定重要港湾、いわ
ゆるスーパー中枢港湾である京浜港(東京港・横浜港)、伊勢湾(名古屋港・四日市港)、阪神港(大阪港・
神戸港)は、全て最も地震が起きやすい範囲(26%～100％)に位置していることがわかる。また、関東
地方においては、南関東地震、東海地震を初め、日本全国、どこでも起こりうるといわれる直下型地
震（横浜直下型、あるいは関東直下型地震）等の切迫性が指摘されている。特に南関東地震について
は、今後 30 年以内に M.7.0 程度の地震の起こる確率が 70%程度といわれている(14)。 
 そうした中、国においても地震対策は重要な課題であり、2008 年より緊急地震速報が開始される
など新しい試みが始まっている。また、地方自治体においては、阪神・淡路大震災以来、定期的に防
災計画が策定されるなど、対策を強化してきた自治体も多い。たとえば、国際埠頭を擁する横浜市で
は、表 1-1 に示すとおり、大きな被害の予想される南関東(M.7.9)、東海(M.8.0)、及び横浜直下(M.7.0)
の 3 つの地震について、その建物及び人的被害の予測と交通への影響の予測等が行われている。 
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南関東地震
東海地震
横浜直下地震
 
            0%       0.1%       3%        6%        26%      100% 
出所)「全国を概観した地震動予測地図」2009 年版を基に西口編集 
図 1-2 今後 30 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率の分布（平均ケース・全地震） 
  
 
表 1-1 今後関東地方で発生が予想される大地震災害～横浜市の例 
南関東地震(M7.9) 東海地震(M8.0) 横浜市直下型地震
(M7.0)
建物被害
（全棟数：813,376棟中）
消失棟数：6,903棟 消失棟数： 0棟 消失棟数： 2,685棟
人的被害
（全人口：3,426,651人中）
死者：3,653人
負傷者：22,946人
避難者（短期）：503,034人
死者：19人
負傷者：204人
避難者（短期）：5,360人
死者：2,066人
負傷者：17,166人
避難者（短期）：338,411人
 
資料： 横浜市総務局危機管理対策室情報・技術科,平成 12 年に基ずき西口編集(15) 
 
 
1－1－4 復旧要員確保の重要性 
 阪神・淡路大震災においては、施設や機械の被災と共に、緊急物資輸送に携わる荷役要員が不足
したことが指摘されている(16)。たとえ施設や機械が被災しなくても、荷役要員自身や家族が被災者
であること、また交通事情の問題から荷役要員に著しい人手不足に陥る可能性がある(17)。1923 年の
関東大震災の横浜においても、救援物資を積んだ救援船が到着してからの 2 日余り、市民が困窮のど
ん底にあった中で物資の陸揚げが行われなかったという。陸海軍が救護品の陸揚配給に当たった東京
に比べ、横浜では湾内に救援船を待たせながら、救援物資の陸揚げが拒否されたと伝えられている
(18)。 
人は予想もしない事件が起こるとそれに対応する責任部署を特定するのに時間を費やし、初動体制
が遅れること、また責任を放棄する場合があるという(19)。たとえば、1999 年の東海村 JCO による
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臨海事故の際に職員が対応を諦めた事例や、2005 年ハリケーン・カトリーナに襲われたルイジアナ
州で、秩序維持に当たる警察官が職場放棄して逃げてしまったこ事例が挙げられる(20)。ハリケー
ン・カトリーナの場合、治安維持にあたるべき警察や州兵が手薄な中でプレス・コントロールを行う
人員も不在で、取材規制はなされず厳しい政府批判に繋がったと言われている。地震のようなカタス
トロフ(破壊)性の高い災害について、予め取るべき行動について決めておくことの重要性が、阪神・
淡路大震災を経験した人々はもとより研究者、行政の間でも高まっている(21)。 
 阪神・淡路大震災での教訓から、大地震災害の早期復旧を行うには、耐震強化岸壁であることと荷
役技能者が確保されることは共に必要であるがわかる。耐震強化岸壁については莫大な投資が必要で
あり、大地震の頻度が少なくても被害は甚大になる可能性があることから、その投資効果の分析は容
易でないものの、耐震強化岸壁の整備は港湾を擁する地元市町村の重要課題の一つであることに変わ
りはない(22)。一方、荷役技能者の確保については、生身の人間を相手にするために、本人や家族の
被災状況等に左右されることになる。 
たとえ耐震強化岸壁のようなハードウェアが整備されても、そこで復旧作業に携わる技能者による
施設や機械の異常の点検といった人間の行動なしでは港湾物流の復旧はありえない。港湾物流の現場
が機械化されている今日、多くのボランティアの人力による協力が得られても、クレーンを初めとす
る荷役機械を操作する技能者なしで緊急物資の荷役を行えないからである。阪神・淡路大震災におい
ても、集積所内の緊急物資の管理、荷役について、ボランティアや行政の職員が実施していたが、荷
物の整理及び荷積みが素人のやり方であり、非効率だったこと、大量の物資を扱う要員や荷役機械の
扱いなど習熟が必要とされるものの事前の手配を取決めておくことの必要性が指摘されている(23)。
また資格・免許を持たない者や普段機械操作を行ったことの無い者が行うには 2 次災害の可能性があ
り危険である。他地区からの応援を頼む場合、コストは被災自治体の負担となり、地域の雇用の流出、
また、被災地の経済復興の妨げにもなりかねない。 
そうした中、地震災害時に必要な行動を予め想定、行動計画を策定することで、実際に地震に役立
てることは元より、周到な計画を策定することで、より危機に強い港としてのブランド認知を高める
ことができるのではないか、というのが本研究の背景となっている。それは、また日本政府の提唱す
る、被災地の雇用やサプライチェーンを確保する上も「災害に強い企業」が望まれるという日本政府
の意向に呼応するものでもある(24)。 
地震が起った場合を想定し準備を進めておき、実際に地震が起こった場合はもちろん他の災害にも
迅速に対応できることは、地震という日本の港にとっての弱みを危機に強い港という強みに変えるこ
とに他ならない。かつて日本は、資源の乏しさという弱みを人材に投資することで優れた製品を作り、
貿易を行うことで経済的な繁栄を得てきた。地震国という地理的に不利な条件を、人材とその組織の
力によって地震以外の危機にも強い港へと変えられないか、またそのためには何をなすべきか、とい
う思いが本研究にとりかかった背景の一つである。
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第 2 節 研究の範囲と目的 
 
1－2－1 研究の範囲 
本研究は、大地震のような自然災害時に、地震災害の復旧作業を行うことが期待される技能者を対
象にしている。研究範囲を図 1-3 に示すように災害と技能者という 2 つの軸で表わすと、自然災害と
人為的災害、人材を技能者と非技能者とで 4 つのセグメントに分けることができる。本研究の対象は、
自然災害に対応する技能者であり、さらに技能者の中でも、大地震災害時の食料や物資の移動に欠か
せない物流系の技能者である。 
地震災害時の都市生活の維持に不可欠な電気・ガス・水道・電話・輸送等は、一般にライフライン
と呼ばれている。そこで、ライフラインの復旧に携わる技能者の中で、土木や、建築等のより社会基
盤の基底部分に関係する業務に従事するインフラ系技能者、それらの基盤の上に成り立つ電気・水
道・ガス・電話に従事する技能者をユーティリティ系の技能者と呼ぶことにする。港湾物流を含む物
流系の技能者は、土木や建設で用いる資材や機械の輸送や工事後の土砂や瓦礫を運ぶことからインフ
ラ系の特徴と、インフラが整備された上で食料や物資の保管や供給するという、ユーティリティ系の
特徴の両者を併せ持つと考えられる。たとえば、浄水場の機能停止や水道管の破裂等により断水が長
く続いた場合や、冬場に停電やガスの断絶で暖房が断たれた場合、物流系には、給水や毛布の配布等、
ユーティリティ機能を補う機能が求められることになる。地震災害時、ライフラインを支える代替手
段として、物流系の担う役割は平常時にも増して重要となる。 
災害（自然）
災害（人為的）
人材
（技能者）
人材
（非技能者）
破壊性大・頻度小（例：大地震）
破壊性小・頻度多（例：台風）
技能者
（ユーティリティ系）
技能者
（インフラ系）
土木・
建築
電気・
水道・
ガス・
電話
物流系
海上・航空・
陸上・港湾
 
図 1-3 本研究の位置付け 
 
 日本における自然災害については、地震災害以外にも、大地震同様頻度は低いものの破壊性の大き
いものに津波や火山の噴火等があり、低頻度メガリスク型ともいわれる。また、それに対し頻度は高
いが被害は上記の大地震等に比べると比較的小さいものの代表例に台風が挙げられる。台風の場合、
船舶による海上輸送に多大の損害をもたらす場合があるものの、港湾物流については、大地震ほどの
被害を引き起こすことは少ない。たとえば、台風の港湾への被害では、横浜港に開港以来の被害を記
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録し神奈川県内で 134 隻の船舶を流出させた 1949 年 8 月のキティ台風が知られている(25)。しかし、
台風の被害にあったのは港湾の施設よりも船舶であり、関東大震災時の横浜港や阪神淡路大震災の神
戸港の甚大な被害に比べると、地域経済や雇用に与える影響も限定的であったといえる。実際、台風
による港湾被害額が 1961 年から 2006 年までの 46 年間の最高年間被害額が 100 億円を超えるものが
９回、最高 350 億円だったのに対して、1995 年の阪神・淡路大震災のみで 3,965 億円もの港湾被害を
もたらしたことからもわかる(26)。 
  
1－2－2 研究の目的 
本研究の目的は、地震災害の迅速な復旧に必要な港湾物流技能者について、復旧のレベル毎に必要
な技能と確保可能者数を数量的に明らかにし、災害復旧組織の設計等、防災体制づくりに役立つ提言
を行うものである。 
具体的には、下記について検討を行うことで、地震災害時の迅速な復旧のための提言を行うことと
する。 
 ①地震災害復旧に必要な技能とは何か？ 
 ②復旧作業を行うのに必要な技能者が、どの程度いるのか？ 
 ③地震災害後、復旧作業を行う技能者をどの程度確保できるのか？ 
 ④確保した技能者が必要な緊急物資をどの程度運べるのか？  
 ここで、①の地震災害復旧に必要な技能とは、地震災害復旧に役立つスキルを持った港湾物流技能
者がいるのか否か、いる場合にはどのような特徴を持ったグループであるのかを明らかにすることで
ある。地震災害復旧に対応する港湾物流技能者の特徴を定性的、定量的に示す。  
②の復旧作業を行う技能者とは、地震災害復旧に必要な作業に対して、必要とされるスキルを港湾
物流技能者が持っているか否か、また、持っている場合にはどのようなグループが対応するか、復旧
作業とスキルの関係を具体的に明らかにする。 
③の復旧作業を行う技能者の確保とは、地震災害時で自分や家族等が被災し、交通機関等も停止し
た中で、実際埠頭に参集できる技能者はいるのか、どの位確保できるのかを明らかにする。また、確
保できない場合には、作業する人材を確保するための方策について考える。  
④の必要な緊急物資を運べることとは、地震災害の程度により必要とされる物資が変動する中で、
緊急輸送が必要な物資の量と荷役可能な量について考察する。 
また、本研究の究極の目的としては、1－1－4 の背景でもふれたように、大地震災害時の復旧作業
の要員を予め確保し、港湾物流の迅速な復旧のための体制を作っておくことで、危機に強い港として
の日本の港の競争力を高める目的がある。一般に港湾物流を担う港湾産業は、利用者である船社や荷
主(貿易商社やメーカー)に比べ事業の規模が小さく、利用者と港湾サービス提供者の間に大きな格差
があるとも言われている(27)。そうした中で、日本の国土で避けて通れない地震という自然災害に、
人材を活用して備える方策を考えることで、他の災害対策に生かし、さらに災害に強い港として弱み
を強みに転換するという、マーケティングでいう港の「ブランド価値」を高めることを究極の目標と
している。 
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第 3 節 論文の構成 
 
 論文の全体の構成を図 1-5 に示す。第 1 章の序論では、本研究の背景、対象範囲、そして目的につ
いて述べる。第 2 章の地震災害と港湾物流においては、用語の定義を初め、既存研究のレビュー、地
震災害と港湾についての過去の事例を引合いに取組むべき研究分野を明らかにする。第 3 章では、地
震災害時の港湾物流業者に求められる役割と機能について、どのような作業がそれぞれの復旧レベル
で必要になるかを示す。第 4 章では、地震災害後の港湾物流機能の復旧に必要な資格・免許を持った
人材が実際にどのくらいいるのか、また復旧作業に携わることができるのかを具体的に検討するため
行ったアンケート調査の結果を分析する。統計的な手法を用いて、地震災害復旧のための技能者の類
型化を行った結果、４つのコア技能者を抽出したことを示す。第 5 章では、コア技能者の有効性を示
すため、レベル 1：初動とレベル 3：災害緊急輸送に必要なコア技能者の数と確保可能な技能者の数
を数量的に示す。6 章では、初動時の技能者確保について、VMC という仮想的な技能者の概念を導
入することで、コア技能者と非コア技能者を組合せることで、技能者確保の可能性を高める方策を提
示する。7 章では、船内荷役及び沿岸荷役について、それぞれ 3 つの方式を示すことで、地震災害時
の緊急輸送で、どれだけの貨物が輸送可能か、港湾物流の視点から示す。8 章では、本研究から得ら
れる短期的及び中・長期的な提言を関連する団体及び技能者個人に示すと共に、本研究を発展させる
ことで可能となる研究の領域について述べる。第 9 章の結論においては、1 章から 8 章で得た各章の
結論について、全体的なまとめを行う。 
 
第9章 結論
第5章 地震災害時の人材確保におけるコア技能者の有効性
第4章 地震災害復旧のための港湾物流に
おけるコア技能者の類型化
第1章 序論
第7章 緊急災害輸送における
コア技能者の有効性の検討
第6章 VMCの導入による
コア技能者の有効性の検討
第8章 本研究の適用と発展性
第2章 地震災害と港湾物流
第3章 地震災害時、港湾運送事業者に
求められる役割と機能
 
 
図 1-5 論文の構成図 
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第 2 章 地震災害と港湾物流 
  
第 1 節 用語の定義 
 本研究で用いる用語の定義について以下に示す。下記に定義されていない用語については、地震災
害の復旧については災害対策基本法を初めとする法令を、また港湾については、港湾法、港湾運送事
業法、港湾労働法といった法律で定義されている一般的かつ統一的用語を用いる。また、本研究で新
たに定義された概念や用語については、その都度本文で定義を行う。 
 
2－1－1 地震災害に関する用語の定義 
 
● 復旧(restoration) 
 復旧は、平常時の状態に回復させる意味で、岸壁や施設等、大掛かりな土木工事を伴うこともある
インフラの復旧、電気・水道・ガス等の点検・工事後のライフラインの復旧、また情報通信で用いら
れているソフト面での復旧と適用する対象により復旧の内容は異なる。また、復旧に対して、地震災
害を契機に長期的な視点で発展させる意味で復興という言葉も用いられているが、本研究では、地震
災害の被害を最小限に留める意味で、復旧という言葉を用いる。 
 
● 耐震強化岸壁 
 震災直後の緊急物資輸送などの確保、経済社会活動の維持等を考慮して耐震性を強化した施設。通
常の岸壁はレベル一地震動(再現期間 75 年)によって設計されているが、耐震強化岸壁については、
レベル二地震動(再現期間数百年) の地震や「東海、東南海」といった特定の大規模地震等を対象に
耐震設計が行われている。  
耐震強化岸壁の整備は通常岸壁に比べてコスト高であることから、平成 17 年度末における耐震強
化岸壁の整備率(=(完了＋整備中)/計画岸壁数)は全国で 54%に留まっていた。そこで、国土交通省で
は、「耐震強化岸壁緊急整備プログラム(平成 18 年～22 年)」により耐震強化岸壁の促進策として、耐
震強化岸壁を特定と標準の 2つ分ける方法をとることで、耐震化率を 70％に上げる政策へ転換した。
これによると、耐震強化岸壁は下記の 2 つに分けられる。 
① 耐震強化岸壁（特定） 
300～500 年に 1 度発生する、想定最大の地震時でも被災直後から利用可能。 
② 耐震強化岸壁（標準） 
100～150 年に 1 度発生する地震時では被害直後から利用可能。 
 
● 事業継続計画(Business Continuity Plan: BCP) 
 BCP は、図 2－1 に示すように、取引先等の利害関係者から常用業務が中断しないこと、中断して
も可能な限り短い期間で再開することが望まれることから、重要業務中断に伴う顧客の他社への流出、
マーケットシェアの低下、企業評価の低下から企業を守るため、事業継続を追求する計画を言う。技
能継続計画(BCP)を事業継続マネジメントに含めて考える場合もある。 
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                    出所：「事業継続ガイドライン第一版」内閣府防災担当, 2005.8  
 
図 2-1 事業継続計画(BCP)の概念 
 
 
2－1－2 港湾物流に関する用語の定義 
● 港湾物流（port logistics） 
 港湾における物流活動である保管、輸送、荷捌き、流通加工、包装をいい、港湾運送事業法で許可
された事業者(①一般港湾運送、②港湾荷役、③はしけ運送、④いかだ運送、⑤検数、⑥鑑定、⑦検
量)が行う業務が該当する。一般港湾運送事業者、いわゆる元請の中には、倉庫業法における倉庫業
者の登録をしている事業者も多い。港湾物流という用語は、1970 年代に主要都市の港湾において倉
庫、トラックターミナル、鉄道貨物駅等の物流施設を集結した大規模な流通センターの整備が進めら
れたこと、またコンピューター導入により物流のシステム化が港湾においても注目され始またことか
ら使われ始め、1976 年発行の運輸白書からその用語を見ることができる(1)。 
 
● 港湾物流事業者（port logistics vendors） 
港湾物流を行う事業者を言い、港湾倉庫を運営あるいは港湾運送に特化した港湾運送事業者を含む
広義の意味で用いる。なお、本研究では、港湾物流事業者が、港湾運送事業法で定められた港湾運送
事業を行う場合には、用語の意味を明確にするために、「港湾運送事業者」を用いる。 
 
● 海上輸送施設 
 港湾法により、海上輸送施設は、輸送基礎施設である港湾施設と稼動施設である船舶とに大きく分
けられる。 
 
● 港湾物流施設 
 本研究で述べる港湾物流施設とは、港湾法により規定されている港湾施設（①水域施設、②外郭施
設、③係留施設、④臨港交通施設、⑤航行補助施設、⑥荷捌き施設、⑦旅客施設、⑧保管施設、⑧-2
 11 
普遍的技能
学習された技能
知覚運動技能
言語技能
全体的身体的技能
操作的技能
知覚的技能
出典） 「組織と技能－技能伝承の組織論」松本雄一著、白桃書房、2003年
船舶役務用施設、⑨港湾公害防止施設、⑨-2 廃棄物処理施設、⑨-3 港湾環境整備施設、⑩港湾厚生
施設、⑩-2 港湾管理施設、⑪港湾施設用地、⑫移動式施設、⑬港湾や組む提供用移動施設、⑭港湾
管理用移動施設）のうち、物流に関連する下記の施設を含むこととする。 
③係留施設･･･岸壁、係船浮標、係船くい、桟橋、浮桟橋、物揚場及び船揚場 
⑥荷捌き施設･･･固定式荷役機械、軌道走行式荷役機械、荷捌き及び上屋 
⑧保管施設･･･倉庫、野積場、貯木場、貯炭場、危険物置場及び貯油施設 
⑩-2 港湾管理施設･･･港湾管理事務所、港湾管理用資材倉庫その他の港湾の管理のための施設 
 
2－1－3 技能者に関する用語の定義 
● 技能と技術(technique and technology) 
技能と技術の定義については、製造業を初め様々な角度から議論されており、技術は「言語系」で
技能は「非言語系」、あるいは、技術は「形式知」で技能は「暗黙知」ではあるものの、両者の境目
が明確ではないことも指摘されている(2)。たとえば電機産業においては、従来技能と技術が完全に
分離されていた時代から、両者の領域が拡大重複し、保全を技能と技術にまたがる領域であるとみな
す考え方が知られている(3)。 
 また、技能独自の研究については、経営学、労働経済学、あるいは心理学等、様々な側面からなさ
れている。たとえば Fitt & Posner は、図 2-2 に示すように、技能を普遍的技能と学習された技能に、
学習された技能を知覚運動技能と、言語技能というように階層化して分類している。そこでは、たと
えば機械を運転するような操作的技能が、学習された知覚運動の一種であるとみなされる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2 Fitt&Posner による技能の分類例 
 
本研究では、地震災害復旧時という、非日常に近い状態で発揮されるとはいえ、平常時の習熟した
機械操作や判断力を前提とするため、Welfordの言う技能の持つ下記の特徴(4)に注目することにする。 
・産業界において「習熟している(skilled)」というのは、通常長い間の訓練の結果として獲得された
知識や判断手際の良さで、取引や手工芸ができる資格を持つ時にいわれるとし、反対に未熟者という
のは短い間しか訓練できていないためそれらが期待できない。 
・技能はたんなる動作の習達だけではなく、それを変化する状況に応じて使い分けることが重要であ
る。 
・技能が言語で表現しにくい性質であるのは、技能がそれを用いるのに大きな注意を払わなくてもよ
い段階に自動化された結果である。 
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● 技能者(technicians) 
本研究においては、技能者を「日常の経験で得た能力を非常時においても効果的に安全に使うこと
のできる者」と定義する。これは、Welford の言う「技能は、練習と経験の結果としての能力を、能
率よく効果的に使うことにある」という技能の定義と矛盾しない。技能が変化する状況に応じて使い
分けることができることは、たとえば地震災害復旧という、今まで経験したことのない状況において
も活躍が期待される技能者の特色といえる。 
 
● 港湾物流技能者(port logistics technicians) 
 港湾物流業務を行う技能者であり、国土交通省や厚生労働省の定める港湾物流に関連する免許又は
技能講習を修了した有資格者である。本研究においては、港湾労働法で定められた港湾労働者と港湾
運送事業者法で定められた 7 種の港湾運送業務に勤務する技能者を含む広義の意味で用いる。 
実際の港湾運送事業者においては、技能者以外に技術者、作業員という呼称が混同して使用される
こともある。コンテナ化により機械化の進む前、港湾は人力による荷役が中心であったために、機械
を扱う人材という意味で技能者や技術者という呼称が用いられるのに対して、通常、作業員は職員（事
務系正社員）に対して用いられる。但し、職員にはフォアマンといった作業員を束ねる職種も含まれ
るために、本研究においては、作業者、職員という区分ではなく、技能者とそれ以外の非技能者と区
分する。 
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第 2 節 関連する既存研究のレビュー 
 
2－2－1 既存研究の概要 
地震災害時の早期復旧についての研究を、ハードウェア、ソフトソフトウェア、人材の視点で地震
前と地震後に分けて整理すると図 2-3 に示すように、階層化して考えることができる。まず、地震前
のハードウェアの研究には、建設物や港湾、道路（高速及び一般）、等を含む土木施設等の耐震化の
研究がある。また、地震後の応急設備については、大地震が発生する度に膨大な調査・研究の報告が
含まれる。地震前のソフトウェアについては、国や地方公共団体の防災計画に基づく緊急通報システ
ム、地域協定、備蓄計画等の計画や仕組み作りがあり、地震後の研究には国及び地方公共団体による
復旧、復興計画が含まれる。また、人材の面では、防災訓練についての報告等、また地震後の復旧作
業に係るものでは、公的機関の職員、専門的な技能や技術を持つ人材といった人的な資源に係る研究
が挙げられる。以下に、地震災害時の早期復旧について、ハードウェア、ソフトウェア、人材のそれ
ぞれについての既存研究について述べる。 
ハードウェア
地震災害時の早期復旧
耐震化設
備 応急設備
ソフトウェア
防災計画 復旧計画
人材
防災訓練 復旧作業
地震前 地震後 地震前 地震後 地震前 地震後
・地方公共団体
・学校
・ 企業/団体
・ 等々
・建設物
・港湾施設
・道路
・等々
・緊急道路
・岸壁補修
・特殊車両
（給水車等）
・等々
・緊急通報
・地域協定
・備蓄計画
・等々
・地域復旧
計画
・復興計画
・事業継続
計画(BCP)
・等々
・ 自治体職員
・ 専門家
・ 港湾物流技能者
・ 等々
 
図 2-3 ハードウェア、ソフトウェア、人材から見た地震災害時の早期復旧 
 
 
2－2－2 地震災害時の復旧について～ハードウェアの視点から 
ハードウェアに関する研究では、阪神・淡路大震災で最も被害を受けた建築物や公共施設の耐震化
についての研究が、公的機関や建設会社の研究所等で多数行われている。港湾については、阪神・淡
路大震災において唯一地震被害を免れたコンテナ埠頭が、耐震強化岸壁であったことから、岸壁の耐
震強化が国土交通省の重点項目の一つとされて、地震に強い港湾施設を志向する耐震強化岸壁や免震
コンテナクレーン等の港湾物流施設について行われている。 
港湾の岸壁については国が直轄管理するため、研究についても政府系の研究機関を中心に行われて
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おり(5)、政府の財政難や公共投資の抑制、さらには高度成長期にできた岸壁の補修作業の必要性と
いう課題を抱えながらも、港湾の耐震強化の研究は、液状化対策と共に推進されてきた。表 2-1 の埠
頭における耐震化の略年表に示すように、1999 年には、阪神・淡路大震災を契機に耐震設計に性能(照
査型)設計が取入れられ、想定地震動を上回る地震動が発生した後にその構造物が機能を有している
かどうかについても、耐震性能をチェックできるようになった (6)。耐震強化岸壁の技術基準に耐震
性能の概念が導入されたことで、コンテナ専用埠頭岸壁においては、上載するガントリークレーンの
ような荷役機械も一体として検討が行われ始めた。従来、ガントリークレーンは厚生労働省のクレー
ン構造規格(告示)に基づき重工メーカーの機械技術者が、岸壁は国土交通省の基準を基に土木技術者
が設計・施工という設計体系が異なっていた(7)。阪神・淡路大震災をきっかけに、両者が桟橋とガ
ントリークレーンの動的相互作用を考慮した検討方法や設計プロセスが確立されつつあり、その成果
は、現在スーパー中枢港湾に指定された東京港や横浜港でも免震ガントリークレーンが使用される等、
生かされている(7)。 
 
表 2-1 埠頭における耐震対策の略年表 
阪神・淡路大震災以降の耐震強化岸壁の工事数
地震 技術成果/設計実務への反映
1964 新潟地震 1964 港湾地域強震観測の実施
1968 十勝沖地震 1970 液状化判定法
1973 根室半島沖地震 1975 震度法の確立
1978 宮城沖地震 1979 技術基準策定
1983 日本海中部地震 1984
1989
液状化対策技術マニュアル、大規模地震対策施設
整備構想（耐震強化岸壁）
液状化対策の基準化
1994 北海道東方沖地震
三陸はるか沖地震
1994 液状化対策の効果実証
1995 兵庫県南部地震
（阪神・淡路大震
災）
1995
1997
1998
1999
2006
数値解析・水中振動台による被災変形予測の実証
レベル1／レベル2地震動の設定
液状化における耐震性能照査設計法の導入（埋立
地の液状化対策ハンドブック改定）、地震・構造物
（液状化含む）系総合数値解析技術の実用化
全国空港強震観測の本格開始
空港滑走路の液状化対策の実施（羽田空港）
耐震性能照査方設計法の導入（技術基準改定）
技術基準の性能規定化（仕様基準から性能基準へ）
 
井合進：我が国の港湾の耐震化設計の変遷, CDIT（財）沿岸技術研究センター機関紙,pp.10-11, 2008.10 を基に編集 
 
港湾物流施設については、公共事業コスト構造改革(2003 年 3 月)の一環として、2006 年 4 月に港
湾法が改正され、国土交通省は港湾施設の技術基準を使用規定から性能規定に変更、2007 年 4 月に
新しい技術基準が施行された。これにより、従来の標準化された材料と設計手法による仕様規定型の
技術基準に比べて、港湾施設の重要性やライフサイクルに合わせた設計強度や耐久性を選択すること
が可能になり、コスト削減も可能になった(8)。と同時に国及び港湾管理者は港湾施設の強度や変形
の度合いの性能評価をした上で、技術基準に対する適合性を判断する必要がでてきた。換言すると、
港湾管理者には、港湾に関する土木技術や施設の維持管理の専門知識がますます求められるようにな
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ってきた(9)。 
耐震強化された岸壁に設置される荷役機械の要求性能については、2007 年に発行された「港湾の
施設の技術上の基準・同解説」(10)の中で、該当する施設を「特定」と位置付け、「レベル二地震動
の作用後、短期間のうちに船舶の利用及び幹線貨物の荷役を行うことができる施設」として規定して
いる。レベル二、即ち阪神・淡路大震災程度の地震が起こった場合にも、迅速な復旧ができることを
目指したものとなっている。 
土木構造物である係留施設と機械製品であるコンテナクレーンを一体化して技術基準に対する適
合性を判断するためには、係留施設とクレーンを同時に設計することが望ましいが、現実には係留施
設の設計・施工が先行する。したがって、係留施設の設計者には機械メーカーが製造可能な範囲内で
あることを確認しながら設計すること、また、コンテナクレーンについては、係留施設側からの制約
事項や耐震設計の詳細検討結果等を踏まえた構造設計の実施が求められることになった(11)。 
また、地震が発生した後のハードウェアの応急設備や岸壁の補修等については、阪神・淡路大震災
における港湾施設の復旧を踏まえた上での研究、報告等が多数なされている (12)(13)。その一方、将
来発生が予想される地震についての既存施設の具体的な対応策は、地震や地域を限定されるため、東
南海・南海地震を想定した地震被災の検討を初め、始まったところである(14)。 
 
2－2－3 地震災害時の復旧について～ソフトウェアの視点から 
 わが国では、防災はもっぱら行政の役割という意識が強いことや、防災投資の経済的波及効果に強
い関心がもたらされることもあって、従来ハードウェアにかたよった防災対策が好まれてきた(15)。
そうした中で、国土交通省は、新潟県中越地震や台風、集中豪雨等の自然災害の多発や、交通機関の
事故・トラブルの多発を受け、ハードウェア面での対策に加え、情報・広報などのソフトウェア対策
を加えた多角的な取り組みの重要性を強調している。その中で、緊急通報の初め、国や民間企業によ
る自助、共助、公助の機能強化として、地域の防災力の再構築や、国や民間による BCP の策定を呼
び掛けている(16)。 
 我が国の防災対策は、国から地方へ、更に民間へと一方的に実施される、あるいは、地域の防災計
画が地域社会の特性を皮相的にしか考慮していないと一部で批判されながら (15)、ほとんどの自治
体で毎年のように防災計画が発行されている。また、地震災害の防災についての研究では、2006 年 8
月から気象庁が緊急地震速報の提供を開始する前後から、災害情報システムに関する研究が数多くな
されている(17)。 
地震災害からの早期復旧の方法等に関する研究では、いわゆる港湾の復旧プロセスに関する研究は
限られており、たとえば国土交通省関東地方整備局が「みなとのギアチェンジ」と題する PDCA を
取り入れた 30年後を見据えた施策の中で、BCPを意識した「災害時の港湾連携協働マニュアル(仮称)」
を開始している(18)。また、港湾における地震災害はもとより、テロや犯罪等のリスク全般に対する
危機管理の中で BCP の必要性を訴える報告もなされている(19)(20)。しかしながら、地震災害時の港
湾におけるソフトウェアに関する実証的な研究については、港湾におけるセキュリティについての研
究 (21)等限られたものとなっている。 
 また、内閣府の事業継続計画に呼応したサプライチェーンとしての工場、あるいはそれに付随した
設備についての地震リスクの評価方法の研究(22)等、地震が企業に与える影響を復旧可能日数等数量
的に示す研究が行われている。また、地震による電気、水道、ガス等のライフラインの途絶がもたら
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す被害の推定方法の研究等、地震そのものではなく、地震による 2次被害の推計も行われている(23)。 
 
2－2－4 地震災害時の復旧について～人材の視点から 
地震災害復旧時に必要な人員や人材についての研究については、阪神・淡路大震災以来、その重要
性が指摘されているものの、施設や建造物の地震対策といったハード的、あるいはソフト的な側面か
らの研究ほど進んでいない。背景に、我が国では市民が行政主導の防災対策に依存し自助努力を怠る
という体質から抜け切れておらず、全国にある自主防災組織も十分に機能していないとの指摘もある
(15)。 
地震災害前の防災訓練等に関しては、防災の日(9 月 1 日)を中心に地方自治体、学校、企業等で全
国的に実施され、防災意識を高めるのに役立っているものの、復旧まで意識した上で行われているも
のは限られており、絶えず危機的な状況が起こったと想定してシミュレーションを行うには至ってい
ない(24)。また、首都直下地震など首都の隣接県に被害が及び、十分な支援を得られない可能性が大
いにあるにもかかわらず、人的資源に対する対策が十分でないとの指摘もある (25)。 
阪神・淡路大震災の際に復旧・復興に携わった自治体職員が通常の 10 倍になる仕事量に病弊した
ことから、OB 職員の人材バンクをつくり動きは阪神・淡路大震災以来関西を中心に広まっている。
東京都においても、首都直下地震の発生に備え不足する職員を補うのに、土木など経験豊富な専門職
を中心に OB 職員の召集を呼び掛けることを決めている(26)。また、国の中央防災会議は、首都直下
地震発生後の救援活動のため、全国の警察官や消防士、陸上自衛官らで応援部隊を編成してもなお、
都内で消火活動に必要な消防士最大約 2,000 人が不足すると発表した(27)。消防士の参集にしての研
究では、南関東地震時の緊急消防援助隊の出動について、火災の数や道路閉塞数、派遣部隊の数等を
想定した感度分析(28)等がおこなわれているものの、研究の数は限られている。 
ユーティリティ関連では、東京電力の関連会社が、地震災害時の社員の参集ルートを探索、時間を
測定できるシステムを開発するなど、自社のライフラインで培った技術を用いたコンサルティング活
動を行っている企業もあるなど、実務的な研究も始まっている(29)。背景に、電力会社の場合、全国
で 10 の電力会社が地域独占に近い状態で営業しており、被災の確率や地震による影響の度合が地域
に限定される企業よりも高いこと等が挙げられる。また、地震災害復旧に必要な技能者に焦点を当て
たものには、地震災害時の建物電気設備の保守・管理者による初動対応マニュアルの作成により、モ
デル建物を設定し、管理会社の設備員と警備員の取るべき行動を時系列で示したものがあるがあるも
のの(30)、定性的な分析に留まっている。 
 
2－2－5 地震災害時の早期復旧に係る人材についての研究の必要性 
地震災害復旧について、ハードウェア、ソフトウェア、人材は、どれ一つ欠けても地震災害時の
早期復旧は達成されないが、3 つの中で最も研究が進んでいない人材について、復旧に係る業界毎に
検討する。図 2-4 は、1 章における図 1-3 研究の位置づけで示した 10 の業界について、復旧に関連す
る人材の視点から取り出したものである。これらの丸印で示された各業界については、その業界の特
色から次の 3 つのグループに分けられる。 
・インフラ系の人材：土木、建築 
・ユーティリティ系の人材：電気、ガス、電話、水道 
・物流系の人材：陸上輸送、海上輸送、鉄道輸送、港湾物流 
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 これらの産業に携わる人、あるいはそれに関連する研究・調査について、過去の文献を調べること
にした。 
港湾
物流
建築
土木
陸上
輸送
電話
水道
ガス
電気
鉄道
海上
輸送
地震災害
復旧作業
・電気通信設備工事作業者
・保守保全者等
・配管作業者
・保守保全者等
・建設技術者
・とび
・大工等
・土木・測量技術者
・土木作業者
・建設機械運転作業者等
・船長
・航海士
・運航士
・水先人等
・電車・気動車運転士
・鉄道線路工事作業者
・自動車運転者
・陸上荷役・運搬作業者等・港湾物流技能者等
・電気・電子技術者
・発電員・充電人
・電線・架線敷設作業者
・電気工事作業者等
・配管作業者
・保守保全者等
 
        出所)職業名については労働研究研修機構のキャリア・マトリクスを参考に西口編集 
 
図 2-4 災害復旧に活躍が期待される技術・技能者 
 
土木や建築といったインフラ系については、表 2-2 に示すように、災害復旧調査報告等の現地調
査、原因分析や復旧経過報告等、事後調査が多数なされている。具体的には、阪神・淡路大震災後に
両学会等は合同調査を行い膨大な調査報告書を発刊している(31)。また、近年では、中越地震の調査
団、中国四川地震の調査等、技術者が率先して現地に赴き報告がなされている(32)。復旧に携わる人
材についての報告は、たとえば土木学会学生編集委員の報告といった定性的なものに限られているが
(33)、現場に立会う土木又は建設技術者の復旧報告を通して、そこで復旧活動に携わる技能者の活躍
が垣間見られる形になっている。新潟県中越沖地震における高速道路の復旧などでは、人命確保、救
援物資・復旧資材搬入のため、車両交通路の応急復旧工事に備蓄土嚢(どのう)を用いての緊急点検が
報告されているが、土嚢という具体的な物の裏にはそれを運搬する土木作業者の活動が見えてくると
いった具合である(34)。インフラ系の研究では、災害復旧に携わる人材そのものに焦点を当てたもの
はほとんど見られない一方、近年の公共事業の削減から受注減等や若者の技能離れから、技能継承問
題を憂慮する報告がなされている(35)。また、保守・保全等に関連する分野では前章で指摘したよう
に(30)、少数ながら研究がなされている。 
インフラ系においては、元請と呼ばれる中堅の請負業者がいわゆるゼネコンと呼ばれる総合土
木・建設業者から作業を請け負うことで行われている。近年の公共事業削減の影響を最も受けやすい
業種であり、競争入札による受注価格の削減でいわゆる下請に行くほど経営に苦しんでいる業者が多
い。現状では 50 代以上の高齢者を初め人材の確保に困らないものの、中・長期的にみた場合、若年
者への技能の継承が最も憂慮される業界であり、それが災害人材の確保を圧迫する可能性がある。 
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産業グループ 産業 技能の継承
給与・待
遇等
外国人雇
用問題
労働安全
問題
保守・保
全
災害復旧
作業
災害復旧
人材確保
土木 ○ ○ ○ ○ ◎ 　
建築 ○ ○ ○ ○ ◎ △
水道 ○ ○
電話 ○ ○
ガス ○ ○
電気 △ ○ ○ △
鉄道 △ ○ ○
陸上輸送 ○ ○ △ △
海上輸送 ○ △ △ ○ △ △
港湾物流 △ ○ △ △ 　
物流系
ユーティリティ系
インフラ系
 
表 2-2 産業グループ別の技術・技能者に関連する研究分野 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          ◎：多数、○：あり、△：少しあり、空白：無 
 
ユーティリティ系の場合、3 系のうちで最も消費者に近いところにあることから、災害時の設備
の復旧に関する研究・報告と同時に、保守・保全に関する研究報告が多数なされている。また、経営
が大企業や公的な企業であること等による安定性から、若年者の技能の継承といった問題もなく、他
の系に比べ、待遇問題、労働安全問題についての研究・報告が比較的少ない。さらに、地震災害時の
参集や企業の BCP への対応等、防災関連の研究・調査報告等がなされている。その一方で、ユーテ
ィリティ系の管路等は道路に沿って敷設してある場合が多く、道路工事自体はインフラ系の作業者に
任される。即ち、図 2-5 に示すように、ユーティリティ系は物流系同様、その復旧がインフラ系に依
存する場合があるため、インフラ系の復旧の遅れによる影響を受けやすい。 
物流 ユーティリティ
インフラ系
復旧可能性
早い
遅い
 
図 2-5 3 つの系の特色 
 
物流系の技術・技能者についての研究では、高度な知識・技能が求められるパイロットのような
職種がある一方、トラックドライバーのような労働集約型で労働環境の厳しい職種があり、人材確保、
技術の継承に関して、その深刻さの度合いや対象が分野ごと異なることが指摘されている(36)。災害
復旧に係る人材についての研究が少ない面で、インフラ系と共通しているが、それ以外については、
分野によって大きく異なる。たとえば、鉄道の場合は、民営化以前は労働争議に関する研究・報告等
が多数出されていたが、現在は少なく、保守・保全についての研究も盛んでどちらかというとユーテ
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ィリティ系に近い。地震災害復旧については、高い技術力を誇ってきた新幹線が中越地震で脱線した
ことが関係者に衝撃を与えたことが知られている(37)。また、JR 福知山線脱線事故に見られるように
労働安全面への配慮を喚起する指摘がある(38)。  
 陸上輸送については、阪神・淡路大震災での渋滞等での教訓から、緊急車両のみ通行を許す方策や
宅配便の活用など、復旧に必要な人や資材を運ぶ輸送事態の研究は多数行われているものの、震災後
実際に車両を運転する運転者や荷物の揚げ降ろしをする陸上荷役、運搬作業車等についての研究報告
は行われていない。背景に、1990 年の物流二法、2003 年の改正後、規制緩和によりトラック事業へ
の参入が容易になったために、トラック運送業者が供給過剰に陥っていること (39)、またインフラ
系同様に元請－下請構造による、末端の現場仕事を小規模のトラック事業者が担う縦構造になってい
ることから、実際に現場での運転者が把握しづらいこと等が挙げられる。 
海上輸送については、阪神・淡路大震災をきっかけにその有用性が見直されるきっかけになり、
陸上交通を熟知した地方公共団体の首長からも海上交通への期待の声が聞かれる(40)。また、国土交
通省関東地方整備局の実施した「災害時の港湾連携協働マニュアル策定検討に関する委員会」におい
ても、海上輸送は帰宅困難者の輸送に活躍が期待されている(41)。しかしながら、大震災での海上輸
送での活躍と裏腹に、近年は、外航船の日本人船員の数が 30 年前の 1/10 である 3,000 人以下まで減
少し(42)、内航船の若手船員の不足が伝えられる等(43)、インフラ系同様に平常時の船員確保を抱え
ている。団塊世代の引退が始まった 2007 年度以降は、神戸での経験を生かすべき海上輸送の担い手
そのものがいない、といった事態にもなりかねないのが現状である。 
港湾物流については、阪神・淡路大震災の被災状況があまりに激しかったために、海上輸送や陸上
輸送、あるいはユーティリティ等における復旧作業のように、復旧の実態が作業を行う人材の視点か
ら人数その他詳細に報告されてたもの(44)はない。そうした中で、通行制限を受けた橋をさけて西
宮・大阪方面から台船に乗せた重機を被災した岸壁から陸揚げしたこと、現場代理人や職員や作業員
の確保に各社の協力を得たこと等が報告されている(45)。しかしながら、災害復旧に関わる人材につ
いての研究は、ハードウェアやソフトウェアほど行われてきたとは言い難いのが現状である。 
 
2－2－6 本研究のフレームワーク  
 既存研究のレビューの結果をまとめたものを表 2-3 に示す。地震災害の復旧の必要な 3 つの系であ
るインフラ系、ユーティリティ系、物流系のうち、物流系における災害復旧作業及び災害復旧人材確
保についての研究報告等が未だ十分ではないことがわかった。そこで本研究では、地震災害時の復旧
の中でも、物流系、わけても港湾物流の災害復旧人材確保について研究を行うことにした。また、人
材確保を考える上で必要な災害復旧作業の洗い出しや、確保した人材により捌くことが可能な物流量
についても算出する。また、図 2-6 に本研究で行う港湾物流のフレームワークを示す。 
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表 2-3 研究の必要な分野と本研究の対象 
産業グループ 産業 災害復旧作業 復旧人材の確保 緊急物資量 
土木 ◎     
インフラ系 
建築 ◎ △   
水道 ○ △   
電話 ○ △   
ガス ○ △   
ユーティリティ系 
電気 ○ △   
鉄道 ○ △   
陸上輸送 △   △ 
海上輸送 △ △ △ 物流系 
港湾物流 △    
◎：十分な研究あり ○：研究あり △：研究少ない 無印：研究非常に少ない 
 
 
 
      
地震災害復旧に必要
な技能とは？
⇒情報の整理
必要な技能者が、どの
程度いるのか？
⇒アンケートの実施
港湾物流
技能者の
類型化
技能者が復旧作業を行
うのに相応しいスキルを
持っているか？
⇒コア技能者の有効性
3章
4章
本研究の発展性は？
⇒次に取組むべき
研究課題の提示
8章
7章6章
5章
地震災害後、復旧作業
を行う技能者をどの程
度確保できるか？
⇒技能者確保
埠頭毎の
確保可能
人数算出
確保した技能者が必要
な緊急物資を運べる？
⇒物流量の算出
荷役方式
毎の物流
量を算出
復旧レベ
ル毎の作
業と資格・
免許
 
  注) ⇒以下に研究の目的を示した。 
図 2-6 本研究のフレームワーク 
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第 3 節 地震災害と港湾 
 
日本の近代港湾史上において、「大震災」と呼ばれる 2 つの大地震が日本を代表する 2 つの港湾の
位置する地域で発生し、港湾物流機能に甚大な被害を与えている。表 2-4 の港湾物流年表に示すよう
に、1923 年の関東大震災と 1995 年の阪神・淡路大震災がそれであり、共に時代背景や発生の季節、
発生の時間帯（前者が昼時、後者は早朝）は異なるものの、長期に亘る港湾物流機能の停止を招き、
その後の地域経済に大きな影響を与えている。 
 
表 2-4 港湾物流年表 
年代 港湾物流関連 海運関連 社会一般
1859 横浜港開港
1868 神戸港開港
1875 イギリスで海運同盟結成
1923 震災により横浜港全壊 関東大震災（9月1日)
1945 港湾施設接収 日本船舶は総司令部の管理下に 第2次世界大戦終結
1950 港湾法制定
1951 横浜市が横浜港の港湾管理者に
1957 シーランド社コンテナ船就航
1959 マトソン社コンテナ船ハワイで就航
1967 品川コンテナ埠頭完成、神戸摩耶埠頭完成
1968 日本郵船コンテナ船箱根丸就航
1970 横浜本牧埠頭完成
1972 神戸六甲アイランド着工（1980年使用開始) 世界最大タンカー「Gトウキョウ」進水 日中国交正常化
1974 第１次オイルショック
1975 神戸港がコンテナ取扱高世界３位に シベリアランドブリッジ日本船参加 ベトナム戦争終結
1976 MARISAT打上げ
1979 第２次オイルショック
1982 摩耶埠頭を耐震強化岸壁化 IMMARSATサービス開始
1984 米国海洋法成立（海運同盟崩壊）
1985 プラザ合意（円高容認）
1987 　 少数精鋭によるパイオニアシップへ
1989 横浜ベイブリッジ開通 ベルリンの壁崩壊
1990 シンガポール港が世界一位に
1991 邦船コンテナ北米定航３社体制へ 湾岸戦争勃発
1995 震災による神戸港機能の停止 阪神・淡路大震災(1月17日）
1997 船社の企業合併相次ぐ アジア通貨危機
1998
1999 香港コンテナ取扱高世界一位に（以後5年連続世界一）,更改sea-NACCS運用開始
APMoller（デンマーク）がシーランド（米
国）を買収
2001 韓国朝陽海運が事実上倒産 同時多発テロ（米国）、WTO加入（中国）
2003 税関手続申請システム稼動
2004 外航邦船各社好業績を達成、改正ＳＯＬＡＳ条約発効
2005 京浜港が指定特定重要港湾に、上海港の貨物取扱高世界一位に
コンテナ船社Ｍ＆Ａ活発化（例：APMoller
-MaeskとP&Oの合併）
2006 横浜港、コンテナバージ（はしけ）就航によるモーダルシフト化 世界最大コンテナ船エママースク就航
資料：　社団法人日本船主協会　海運年表、横浜港・神戸港ホームページ等  
 
 
2－3－1 大地震災害の切迫性と危機意識 
大地震災害への切迫性が増している。平成 17 年 8 月に内閣府の行った調査では今後 10 年以内に大
地震の起こる可能性について 64.4%が起こると答え、平成 9 年度の同様の調査の 36.2%を大きく上回
り地震災害への関心が高まっている(46)。同年 9 月中央防災会議が公表した「首都直下地震対策大綱」
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によると、首都直下型地震の被害では死者数約 11,000 人、経済被害額 112 兆円と言われている(47)。
それに伴い、日本経済団体連合会では、平成 18 年度から「防災に関する委員会」を従来の特別懇談
会から昇格させ(48)、国土交通省では地震災害対策としての港湾ＢＣＰ(Business Continuity Plan:事業
継続計画)が平成 18 年度の重点課題の一つに取り上げられている。 
 平成 18年度から国土交通省関東整備局港湾空港部によって行われている港湾BCPによる協働体制
構築に関する委員会は、中央防災会議で策定された「事業継続ガイドライン」(49)に呼応するもので、
企業が BCP を実践し生産活動継続を行うためには港湾の BCP が必須であるとしている。阪神・淡路
大震災の教訓を踏まえ、耐震強化岸壁を擁する川崎港の東扇島を緊急物資輸送の基地に、同じく耐震
強化岸壁を擁する横浜港の本牧 BC 埠頭を国際コンテナ物流の基地にといった具体に港湾の分担を
意識したものになっている。また、荷役の再開については、緊急物資については 48 時間以内を、国
際コンテナ物流については 72 時間以内の順次再開を目指している(50)。 
  
2－3－2 関東大震災時の港湾 
 関東大震災により横浜の港湾施設は、当時外航貨物船の埠頭であった大桟橋の上屋、新港埠頭内の
上屋や倉庫は全壊又は半倒壊の上の火災で使用できなくなり、震災復旧工事の早期実施は横浜市及び
政府にとって重要な課題となった(51)。災害処理工事と暫定的復旧工事は政府により陸海軍に与えら
れ、陸軍が岸壁や臨海鉄道・橋梁の仮修理に携わり、海軍は掃海作業や桟橋や浮き桟橋の仮設を行っ
た。 
震災翌日の 9 月 2 日昼過ぎに大阪と神戸から救援船が送り出され、3 日午後 9 時半には横浜港に到
着したものの、市内が混乱して治安を維持できないとの理由で上陸を許されず、救援物資の陸揚げも
拒否されたという。3 日の夜から 5 日までという市民が困窮状態にあった 2 日余り、救援物資の陸揚
げは行われず、それ以降も直接救援事業に従事した陸海軍各司令部、神奈川県、横浜市役所等の諸官
庁が相互に連絡統一整備を欠く状態が続いた。なぜ 2 日間救援物資の陸揚げが行われなかったについ
ては、例えば当時の不穏な情勢や、秩序維持にこだわるあまり民衆の生活が無視されたこと、荷役に
著しい困難が伴ったこと等、諸説ある(52)。鉄道・橋・道路の破壊による孤立した中で、9 月 7 日に
鉄道が開通するまで救援手段は船によるしかなく、被災後横浜の人口 44 万 6,000 人のうち死者は 2
万 3,000 人とされ（5%)、割合的には東京以上の死者が出たこと (52)、焼失面積も東京市は 43.5％で
あったのに対し、横浜市は 80％であったことが記録されている(53)。また、震災後の横浜は、長期に
わたって市債返済問題という重荷を背負うことになった(54)。関東大震災は、1859 年に始まる日本の
近代港湾の歴史において初めての震災であると共に、横浜港の被災が神戸港の発展の契機ともなった
(51)。 
 
2－3－3 物流における港湾物流 
 物流が、輸送、保管、荷役(荷捌き)、包装、流通加工、物流情報からなる中で、輸送は物流の根幹
をなすものであり、日本においては図 2-7 に示すように、トラック輸送と共に内航船海運がトンキロ
ベースで全体の約 1/3 と重要な輸送手段となっている(55)。これは、英国の約 1/4 や、米国の約 1/8、
ドイツの約 1/9 と比べても我が国の内航海運が大きな比重を占めていることを示している。 
 
 
 23 
トラック運送事
業
57.9%
内・外航海運
業
22.7%
倉庫業
6.5%
港湾運送
事業
4.7%
利用運送業
5.7%
JR貨物
0.7%
その他
1.7%
トラック(営業用)
53.3%
トラック(自家用)
7.7%
内航海運
34.9%
鉄道
4.0%
国内航空
0.2%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
出所：(社)日本物流団体連合会 
「数字でみる物流 2008」 
 
図 2-7 国内物流のおける海運の輸送トンキロ数 
 
また、物流市場という営業収入でみた場合、トラックや海運などの輸送による売り上げが 3／4 以
上を占めていることが知られている(56)。また、輸送業（トラック及び海運を含む）、倉庫業に次い
で、港湾運送事業は、物流全体の 4.7％を占めている(図 2-8)。内・外航海運業が、港湾の荷役なしで
貨物の積卸しができないこと、外航貨物の 99％が海上輸送を通して運ばれることからも、港湾運送
事業、そして倉庫業や利用運送業の一部を含む港湾物流事業の重要性は明らかである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
    合計：24.7 兆円 
    出所：(社)全日本トラック協会 
    「トラック輸送産業の現状と課題」 
 
図 2-8 物流業の事業分野別営業収入 
 
港湾物流全体の営業収入では、港湾運送事業に加えて、内・外航海運業の一部（船舶代理店収入に
よる）や倉庫業の一部（港湾倉庫のみ）、利用運送業の一部（外航利用運送業のみ）を含むことにな
る。外航船の場合、港湾運送料の負担主はバースタームやライナータームといった契約条件によって
異なるものの、最終的には荷主が負担することになる。 
また、港湾物流を、荷主、船会社との関係で表したものを図 2-9 に示す(57)。ここで、貨物の流れ
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に着目すると、荷主は、貨物を海運貨物取扱業者又は船会社のエージェント（代理店）に委託すると、
これら港湾物流事業者は、回漕業者又は一般に 2 種専業又は下請と呼ばれる荷役会社に船舶への荷揚
げあるいは荷卸しを委託する。輸出の場合の貨物は、陸送業者から港湾物流業者を通して船舶に積ま
れ、輸入の場合は、船舶から港湾物流業者を通して陸送業者に引き渡されることになる。一方、船会
社は、港湾に傘下の、あるいは関連する代理店を有しており、船舶に関連した事務手続きのほとんど
がこれら代理店により行われる。また、港湾物流においては、船舶内や船舶に近いところで作業を行
う船内荷役と陸運業の近いところで作業する沿岸荷役の 2 つに大きく分けられる。 
 
荷主 船会社
委託 委託
海運貨物取扱業 エージェント業
(船舶代理店)
船内荷役業 船舶陸運業荷主倉庫 沿岸荷役業
港湾物流
情報
書類
1種元請
2種専業(下請)
はしけ回漕業
貨物
出所) 松橋幸一: 「港湾荷役」港湾短大テキストより西口加筆   
 
図 2-9 港湾物流の流れ 
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第 4 節 災害復旧のための港湾物流～神戸の事例 
 
2－4－1 阪神大震災と神戸港 
 1995 年 1 月 17 日早朝 5 時 46 分に阪神・淡路大震災が発生するまで、阪神地方の大多数の人々は
関西には大地震がこないものと思い込んでいたという。実際には、地震学者や地質学者の間では 1000
年に一度という大地震が 1300 年～1400 年間動いたことがないことは、次の活動期が切迫していると
考えるべきところ、自然のサイクルに比べて人間の経験した時間があまりに短いために人間が見落と
していたことを指摘する声がある(58)。また、そうした思い込みは、行政による援助要請の遅れや初
動の躓きといった、地震発生後の様々な問題を引き起こしたのみでなく、たとえば、コンクリート構
造物が地震に見舞われた時点において設計条件を満たしていなかった等、施工不良が多くみられたこ
と(59)と無関係ではない。地震が起こることを前提に土木工事が行われてこなかった証左ともいえる。 
 阪神・淡路大震災では、港湾においても事前の検討と対策が行われていなかったために被害が大き
くなり物流への影響が大きくなってしまったこと、将来全ての起こりうる可能性を洗い出し、その対
策を事前に意見交換の中で立てておくことの必要性が指摘されている(60)。神戸の場合、地震前と地
震後では、特に内国貿易の量の落込みが激しく、被災から 12 年たった 2007 年においても、内国貿易
総量は、震災前年の 4 割程度となっており、外国貿易の量が震災前の 9 割程度に戻しているのとは対
照的である。(図 2-10) また、内国貿易量については、地震後一旦は回復の兆しを見せているにも関
わらず、1998 年から大きく落ち込んでいる。1995 年の震災後、神戸のトランシップ貨物は、大阪や
横浜のみならず、韓国釜山等へも流れたことが知られている。震災後、港湾施設使用料の見直し等、
積極的な誘致活動を行ったものの、震災以降、神戸港を中継していたトランシップカーゴ(積み替え
貨物)が高雄や釜山に移り、併せて西日本のローカルカーゴが緊急避難的に大阪港、名古屋港や地方
港湾にシフトするなど、他港に根付いてしまったことが指摘されている(61)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-10 過去 20 年間の神戸港における物流量 
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2－4－2 海上輸送の有用性 
 阪神・淡路大震災は、海上輸送の有用性が見直されるきっかけとなった。震災後、鉄道や高速道路
の不通や陸路の大渋滞などのため、わずかに残った利用可能な岸壁を利用した海上ルートによる水・
食料などの緊急物資や人員の輸送が行われた。海上航路は地震の影響を受けにくく、また船舶乗務員
は、常在戦場の意識が高く、災害救援体制の構成員として最適の能力を持つという(62)。耐震強化岸
壁をもつコンテナ埠頭である摩耶埠頭の被害が軽微で、被災翌日には NTT の復旧作業車輸送用のフ
ェリーに使われ始め(63)、5 日後から貨物船の受け入れをしている(64)。背後に六甲山系が迫り町の
至る所から海へのアクセスを有する神戸の地形とも無関係とはいえないが、動く家とも言われる船舶
の非常時の有用性が示されることともなった。 
 
2－4－3 阪神・淡路大震災における神戸港の教訓 
 神戸港においては、約 150 あるバースのうち、耐震強化岸壁設計の摩耶埠頭の 3 バースを除き、コ
ンテナ埠頭を初め大部分が使用不能となった。応急処置により、着岸可能なバースは、1 月 19 日の 9
バースから 1 月 31 日までに 93 バース、3 月 6 日までに 104 バースが復旧した(65)。多くの岸壁の中
で耐震強化岸壁のみ被害が少なかったことから、地震災害時の耐震強化岸壁の重要性が改めて注目さ
れるきっかけとなった。 
 阪神・淡路大震災においては、港湾を初め陸上交通施設に甚大な被害が発生したため、救援物資の
輸送等、必ずしも迅速な対応が取れなかったことから、災害初期における人材確保の重要性が指摘さ
れている(66)。たとえば、海上保安庁では、被災地への清水・救援物資等を海上輸送したが、岸壁で
の荷揚げ作業の人員が不足するケースもあった。また、被災地での荷物の仕分け作業では、ボランテ
ィアもみられたが、全体的には人手が不足したこと、荷役を誰がおこなうか問題だったという(67)。 
  阪神・淡路大震災での経験から、災害の初期においては、自治体の対策本部の設置の遅れや現地
の損壊、情報の不足などによって、統制のとれた組織的な初期救援体制を確立することは極めて困難
であるとされている。このような時には現場に近い小規模の組織が自らの判断で緊急出動し、救急・
救援と情報発信を同時に行うことになる。個人や民間グループによるボランティア救援の動機や形態
も同様である。すなわち初動体制には、ボトムアップの活動に頼らざるを得ないという阪神・淡路大
震災経験者の指摘(68)には説得力がある。 
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第 5 節 2 章の結論 
 
 本章では、本研究で用いる用語の定義や解説を行うと共に、地震災害復旧の研究について、ハード
ウェア、ソフトウェア、人材の 3 つの視点から関連する過去の研究を総括し、地震災害を想定した港
湾物流技能者の確保について研究を行う必要があることを下記の点から指摘した。 
● ハードウェアについては、建築物や耐震強化岸壁、免震クレーン等についての研究が行われてお
り、ソフトウェアについては、国や地方公共団体による防災計画が定期的に発行され、関連する研究
が行われている。しかしながら、地震災害復旧時に必要な人員や人材についての研究については、阪
神・淡路大震災以来、その重要性が指摘されているものの、ハードウェア、ソフトウェアほど研究が
進んでいない。わけても、地震災害復旧時に活躍が期待される技能者についての研究は、ほとんど行
われてこなかった。 
● 20 世紀の日本でマグニチュード 7 以上の大震災が、日本を代表する 2 つの港湾を直撃し、港湾物
流機能は元より人々の生活や地域経済に甚大な被害を与えている。1995 年の阪神・淡路大震災を経
験した神戸港の場合、震災後の内国貨物の落ち込みが激しく、震災前年の 4 割程度に留まっている。
1923 年の関東大震災では、荷役に著しい困難が伴ったこと等から救援物資を積んだ救援船の陸揚げ
がされず地域住民が困窮したことが伝えられている。 
● 災害初期において人手が足りないのは、救援活動における警察官や消防士、医療活動に従事する
医師や看護師に共通することである。交通基盤の遮断や要員の被災を初め、必要とされる要員が被害
者にもなりやすいという点でも共通している。さらに、港湾物流技能者の場合、緊急事態が仕事に組
み込まれた公的な職業である警察官や消防士等に比べると、民間勤務の従業員であることや、過去に
遭遇したことのない事態への対応が迫られる点から、召集体制の整備やロジスティクス体制の整備等、
前者に比べ尚一層、事前に考えておく必要がある。 
 
 
 28 
第 2 章の参考文献 
 
(1) 運輸省：昭和 51 年度運輸白書, 1977.01 
(http://www.milt.go.jp/hakusyo/transport/showa51/ind070401/frame.html) 
(2) 海野邦昭：高度熟練技能の重要性とその継承, 労働調査, pp.58-62, 2004.5 
(3) 永田萬享：電機産業における技能者養成・技能者教育と OffJT, 福岡教育大学紀要第 4 分冊教職科
編,pp.329-368, 2003.2 
(4) Welford,A.T.: “Skilled Performance: Perceptual and motor skills”, Scott Foresman, 1976, 松本雄一：組織
と技能～技能伝承の組織論, 白桃書房, 2003.11 からの引用  
(5) 国土技術政策総合研究所資料一覧(http://www.nilim.go.jp/lab/siryou)  
(6) 井合進：我が国の港湾の耐震設計の変遷, CDIT No.26, 沿岸技術研究センター, pp.10-11, 2008.10 
(7) 菅野高弘：ガントリークレーンの耐震性向上技術に関する研究, 港湾荷役,pp.615-620, 2003.11 
(8) 横田弘：港湾施設のライフサイクルマネジメント, 港湾, pp.24-25, 2006.8 
(9) 交通政策審議会：安全で経済的な港湾施設の整備・維持管理システムのあり方について答申, p.6, 
2005.12 
(10) 国土交通省港湾局：港湾の施設の技術上の基準・同解説, 日本港湾協会, 2007.7 
(11) 宮田正史・竹信正寛・菅野高弘・長尾毅・小濱英司・渡部昌治：耐震強化施設としてのコンテ
ナクレーンの耐震性能照査手法に関する研究(その 1), 国総研資料 No.455, p.11, 2008.2 
(12) 藤岡陽・高橋忍・土井重孝：作業船を使わず陸上から桟橋・岸壁情事の施工を可能にした地震
被災岸壁の復旧工法－神戸港ポートアイランド L6、7 バース岸壁復旧工事, pp.411-416, 海洋開発論文
集, 13 巻, 1997 
(13) 園山哲夫・宍戸達行・村田利治・宮島正悟・福間正：兵庫県南部地震で被災した神戸港におけ
る岸壁の復旧工事, pp.3599-3604, 日本地震工学シンポジウム論文集, 10-3, 1998 
(14) 北村道夫・小谷野喜二・東島義郎：東南海・南海地震動とそれによる地震被災の検討, 沿岸技術
研究センター論文集 No.6, 2006.11 
(15) 日本学術会議社会環境工学研究連絡委員会自然災害工学専門委員会：災害に強い社会をつくる
ために, 自然災害科学 特別号,pp.67-93, 2002.4 
(16) 国土交通省：安全・安心のためのソフト対策推進大綱, 2006.6 
(17) 梶秀樹・塚越功：都市防災学 地震対策の理論と実践, pp.142-166, 学芸出版社  
(18) 福西謙：災害時における首都圏の港湾物流・人的機能確保のための協働体制構築に向けた取り
組みについて, 港湾, pp.22-23, 2006.7 
(19) 北山斉・池田直太：港湾の危機管理と防災, 国際交通安全学会誌, Vol.32, No.2, pp.43-47, 2007.7 
(20) 指田朝久：港湾における危機管理と事業継続計画の重要性, 港湾, Vol.83, No.7, 日本港湾協会, 
pp.8-10, 2006.7 
(21) 水上裕之：国際海上コンテナのセキュリティ施策動向と未来戦略, 海運経済研究, pp.11-21, 2007, 
(22) 杉本靖夫・廣谷勉・佐々木哲朗・池田竜介・武田正紀・和田浩之・横原恵一・山中昌一：地震
時における建物防災機能リスク評価手法について, 日本建築学会技術報告集, 代 13 巻 26 号, 
pp849-854, 2007.12 
(23) 梶谷義男・多々納裕一・山野紀彦・朱牟田善治：製造業を対象としたライフライン途絶抵抗係
 29 
数の推定, 自然災害科学,23-4, pp. 553-564, 2005 
(24) 京都大学防災研究所 Memorial Conference in Kobe 組織委員会: Memorial Conference in Kobe VI 
報告書, p.56, 2002.1 
(25) 舩木伸江・河田惠昭・矢守克也：大規模災害時における都道府県の広域支援に関する研究－新
潟県中越地震の事例から－, 自然災害科学, 25-3, pp.329-349, 2006 
(26) 日本経済新聞：震災の初動対応 OB も助っ人に, 2008.12.4 
(27) 日本経済新聞：首都直下地震 消火活動都内で 2000 人不足, 2008.12.13 
(28) Kenichi TANABE・Yoshio KUMAGAI: Study on Effective Operations Strategy of Emergency Fire 
Response Teams After the Great Minami Kanto Earthquake Disaster, Journal of Natural Disaster Science, No.2, 
pp49-58, 2005 
(29) http://www.tepsco.co.jp/technology/14d_pre/1452concept.html/(東電設計㈱ホームページ) 
(30) 菅野弘道・吉田憲二： BCM・BCP 上の保守・管理者の役割, 電気設備学会誌, Vol.27 No. 4, 
pp.307-311, 2007.4 
(31) 阪神・淡路大震災調査報告編集委員会(土木学会、地盤工学会、日本機械学会、日本建築学会、
日本地震学会)：阪神・淡路大震災調査報告書, 1998.11 
(32) 土木学会・第二次調査団：平成 16 年新潟中越地震 社会基盤システムの被害等に関する総合調
査, 調査結果と緊急提言 I 報告・提言編, 2004.12 
(33) 土木学会編集委員会：学生編集委員緊急レポート 復旧に挑む技術者たち, これからの安全・安
心－災害情報を生かす－, 土木学会誌叢書, pp.47-61, 2008.3 
(34) 渋谷優：新潟県中越地震における高速道路の復旧, 基礎工, pp.29-32, 2008.9 
(35) 日経コンストラクション：  すご腕が支える現場  今技能を伝承しなければ土木が廃れる, 
pp.10-33, 2008.11.14 
(36) 内田傑・岡田啓・江口弘運輸事業者の人材確保と技術の継承に対する認識と対比, 運輸政策研究, 
Vol.11 No.1, pp.4-16, 運輸政策研究機構, 2008.４ 
(37) 佐藤国仁：事故は語る 新潟中越地震で新幹線脱線 死傷者ゼロの「幸運」と「必然」,日経も
のづくり, pp.161-163, 2004.12 
(38) 独立行政法人原子力安全基盤機構：平成 17 年度人間・組織等安全解析調査等に関する報告書, p. 
I-2, 2006.7 
(39) 中田信哉：貨物自動車運送業界の構造再編, 東京経大学会誌, pp.65-82, 2007.3 
(40) 高秀秀信：大地震 市長は何ができるのか, 朝日新聞社, pp.113-115, 1995.5 
(41) 国土交通省関東地方整備局港湾空港部：第 2 回災害時の港湾連携協働マニュアル策定検討に関
する委員会の開催結果, 2006.10  
(42) 国土交通省海事局；我が国の船員数の推移(http;//www.milt.go.jp/common/000010140.pdf) 
(43) 杉崎昭生：海事社会の基盤整備～主として海技技術者に関する人材基盤～, 開示交通研究, 山縣
記念財団, pp. 45-55, 2005.12 
(44) 神戸市水道局：阪神・淡路大震災 水道復旧の記録 1996.2 
(45) 神戸港埠頭公社：阪神大地震復旧工事誌, pp.204-208, 1998.3 
(46) 内閣府政府広報室：地震防災対策に関する特別世論調査の概要, pp.73-80, 2005.9 
(47) 首都直下地震対策専門調査会：首都直下地震想定される被害とその対策 説明資料 1, pp.4-7, 
 30 
2005.6 
(48) 樋口公啓：災害リスクと経済, ESP, No.414, p.5, 経済企画協会, 2006.10 
(49) 内閣府防災担当：事業継続ガイドライン第一版－わが国企業の減災と災害対応の向上のために
－, 2005.8 
(50) 国土交通省関東地方整備局港湾空港部：第 1 回災害時の港湾連携協働マニュアル策定検討に関
する委員会の開催結果について, 2006.6 
(51) 小林照夫：日本の港の歴史－その現実と課題－,pp.73-77, 成山堂書店, 1999 年 
(52) 今井誠一：横浜の関東大震災を調べる, 有鄰, p.4, 2007.9.10 
(53) 大野隆造編：地震と人間, pp.10-11, 朝倉書店, 2007.1 
(54) 「図説・横浜の歴史」編集委員会：図説横浜の歴史, 横浜市市民局市民情報室広報センター, p.295, 
1989.4 
(55) 日本物流団体連合会：数字でみる物流 2008 年版, p.7, 2008.9 
(56) 全日本トラック協会：平成 20 年度版トラック輸送産業の現状と課題, p.16, 2009.3 
(57) 松橋幸一・望月吏・森口明：港湾運送概論, 横浜港湾カレッジ, 1984.5 
(58) 伊藤和明：日本の地震災害, pp.171-173, 岩波書店, 2005.10 
(59) 千葉工業大学：阪神・淡路大震災調査報告集, pp.42-53, 1995.12 
(60) 久保雅義：阪神・淡路大震災を踏まえた大阪湾の防災機能強化に期待する, 港湾, pp.24-25, 2007.6 
(61) 川田安子：自動車・建設機械に注目した神戸港の貨物誘致動向, ひょうご経済 71 号, 2001.7 
(http://www.heri.or.jp/) 
(62) 関西造船協会：大災害時における海上輸送システムの実態とその在り方に関する調査研究－災
害時の救援:海からの視点,p.5, 1995.12 
(63) 運輸経済研究センター：災害初期における官民の協力活動に関する調査, p.53, 1996.3 
(64) 阪神・淡路大震災調査報告編集委員会：阪神・淡路大震災調査報告書 社会経済的影響の分析, p.82, 
土木学会, 1998.11 
(65) 運輸経済研究センター：災害に強い交通基盤整備のあり方に関する調査, p.23, 1996.3 
(66) 運輸経済研究センター：災害初期における官民の協力活動に関する調査, p.1, 1996.3 
(67) 運輸経済研究センター：災害初期における官民の協力活動に関する調査, p.25, 1996.3 
(68) 関西造船協会：大災害時における海上輸送システムの実態とその在り方に関する調査研究－災
害時の救援:海からの視点,p.22, 1995.12 
 
 31 
第 3 章 地震災害時、港湾運送事業者に求められる役割と機能 
  
第1節 地震災害時に必要とされる港湾運送事業者の役割 
 
3－1－1 港湾運送事業者に関連した用語の定義 
 本章では、地震災害時に必要とされる港湾運送事業者の役割と機能について既存文献を基に考察、
分析を行う。本章では、役割、機能、そして能力という用語について、次のような意味で用いている。 
 
● 役割・・・その場に当たってなすべき務め、任務。 
 役割は、文字通り「役を割り当てること」、あるいは「割り当てられた役目」の意味で用いられる
が、日本では「役」という言葉自体に「その場に当たってなるべき務め」や「職務」、「任務」といっ
た意味で使われることが多い。英語の Role が、「役」のもう一つの意味である「各人が演ずる受け持
ち」に留まっているのと対し、「役」には Responsibility の意味が含まれる。本研究においては、役割
を広義に捉え、「役割とは、その場に当たってなすべき務め、任務」と定義する。 
 
● 機能・・・集団の個々の要素がその役割を果たすことで集団としての特色を持つこと。 
 広辞苑(1)では、機能について、「物のはたらき。相互に関連しあって全体を構成している各因子が
有する固有な役割。またその役割を果たすこと。」としている。たとえば業界といった会社の集まり
があった場合に、それを構成する各会社を、リーダー、フォロワー、チャレンジャー、ニッチャーと
いうグループに大別できる(2)。これら 4 種類のグループについて、リーダーにはリーダーの、フォ
ロワーにはフォロワーの役割が業界にはあり、業界として秩序を保っている。たとえば、リーダーは、
市場の第一人者としても価格を決定し、そのブランド力から他の追従を許さない。フォロワーは、リ
ーダーを追いながら、価格面でリーダーの優位に立つ。チャレンジャーは、優位性のある製品を提供
することでリーダーに挑戦し、ニッチャーは、小兵ながら知恵とアイデアで他にない商品を提供、と
いった具合である。さらに、業界の要素である会社に注目すると、それを構成する各部門の固有な役
割があり、その機能を果たしているともいえる。 
 
● 能力・・・物事をなしえる力や働きであり、必要な資格の意で用いられることもある 
 広辞苑によると能力とは「物事をなしえる力や働き」であるという一般的な意味以外に、法律用語
として、「ある事について必要とされ、または適当とされている資格」であると記されている。能力
については、たとえば運動能力や聴音能力のように、その能力の取得に制約のないものもあれば、自
動車運転能力のように、資格取得を前提にしているものもある。本研究においては、港湾運送事業者
については、港湾運送事業法の定めるところにより、また港湾物流技能者については、厚生労働省あ
るいは国土交通省の定める資格、免許を必要とすることから、一般的な能力の意味と共に、法律用語
としての能力の意味も合わせて考慮することとする。 
 
● 資格・・・身分や地位、立場、また、そのために必要とされる条件 
 本研究では、公的または民間機関が行う審査、試験、選考や講習を通して得られる資格のことを言
う。企業の管理職、といった企業内の身分も資格と考える。しかし、たとえば、親の資格のように、
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港湾運送事業者
港湾管理者
（国・都・県・市等）
船社
港湾施設
の使用と
代価
荷役サービス
の利用と代価
港湾サービスの利用と
代価
基準があいまいな資格は含まない。 
 
● 免許・・・特定の事を行うことを官から許すこと 
 本研究では、公的機関が行う審査、試験や講習を通して得られる免許のことを言う。たとえば免許
皆伝のように、師から弟子に許される私的な免許は含まれない。 
 
 
3－1－2 港湾運送事業者の能力 
 港湾運送は、平常時、港湾設備を提供する国や地方公共団体等の港湾管理者、貨物を運ぶ船社と互
いに連携しながら業務をおこなっている。図 3-1 に示すように、港湾管理者である国や地方公共団体
は、整備した岸壁や荷役機械を港湾運送事業者に提供し、代わりに港湾運送事業者はその使用料等を
港湾管理者に支払うことで財政を支えている。一方、その港湾運送事業者は、船社の依頼により荷役
を行い、代わりに荷役収入を得ている。船社は、岸壁や港湾の事務や情報サービスを利用する代わり
に、岸壁使用料その他、事務経費を港湾管理者に支払うといった具合である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-1 平常時の港湾管理者、港湾運送事業者、船社の相互関係 
 
 港湾運送事業者は、港湾運送事業法で規定される国土交通省の許可（2000 年 5 月の改定以前は免
許）を受けた事業者である。港湾という地域に密着した産業であることや、歴史的に労働集約型のい
わゆる３K（きつい、汚い、危険）産業であったことから、独自の労働体制、企業文化を持っている。
それは、日雇い労働を禁じ常用労働者の相互派遣で対応することを定めた港湾労働法にみられるよう
に、労働者の安全や保護に特別の配慮をしたものになっている。たとえば、1 種一般の免許を受けた
港湾運送事業者が倉庫業法に則り、港湾倉庫の営業を行うことは可能であっても、内陸倉庫の営業を
行う港湾運送事業法の適用外の事業者は港湾地区での派遣事業が禁じられている(3)。また、港運事
業者が営業する埠頭への立ち入りも、港湾管理者に許可された車両しか立ち入ることはできない。
2001 年 9 月 11 日の米国における同時多発テロ以降、米国が改正 SOLAS 条約により貿易相手国にお
ける港湾地区への侵入を厳しく制限するように求めたことによる国際的な背景もある。 
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港湾運送事業者
港湾管理者
（国・都・県・市等）
船社
抜港の脅威荷役不提供
の脅威
港湾封鎖
の脅威
荷役不提供
の脅威
港湾封鎖の脅威
抜港の脅威
3－1－3 震災時に港湾運送事業者に求められる役割 
地震災害が発生すると港湾運送は、陸上輸送や海上輸送、ヘリコプターによる航空輸送といった他
の輸送手段と同様に、その重要性を一層増すことになる。緊急災害輸送による水や食料、生活必需品
の輸送に不可欠なばかりでなく、震災後の病人や医薬品、時には遺体の搬送に用いられるためである。
港湾運送事業者には平常時以外の新たな役割、たとえば復旧機材の輸送や瓦礫処理等々、震災で新た
に生じた緊急物資の輸送が加わることになる。 
その一方で、港湾運送事業者の地震発生時の緊急時の人的資源は、被災等により減少する。他地域
からの応援による人的資源の導入は、地域に限定される中小事業者を多数抱える港湾運送事業者(4)
や港湾管理者の復旧後の財政を圧迫する可能性があり、より広い地域で運営されるユーティリティ会
社以上に、人材の確保に困難が生じやすい。 
地震災害時の船社、港湾管理者、港湾運送事業者の関係を図 3-2 に示す。港湾における荷役業務の
停止は、陸上輸送や荷主の被災同様に、船社に被災港を抜港させる要因となる。また、地震災害が発
生すると、例えば関東大震災に見られたように、港湾管理者は、被害を最小限に収めるために、港湾
の封鎖等、治安の維持を最優先する可能性があり(5)、港湾運送事業者は、港湾サービスを港湾管理
者や船社のために提供できない可能性がある。さらに船社による抜港が長期に亘ると、港湾運送事業
者や港湾管理者に事業機会を失わせ、地元経済に深刻な影響をもたらす可能性がある。そこで、地震
災害復旧を迅速におこなうために、3 者間の利害が復旧に向けて統一されるように、予め取り決めを
行っておく必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-2 地震災害後の港湾管理者、港湾運送事業者、船社による相互脅威 
 
 
 3－1－4 震災時に必要とされる港湾運送事業者と従業員 
 震災時、港湾運送事業者（港運業者）及び従業員には、図 3-3 に示すように、医師や看護師、輸
送船社及び従業員と同様に、災害対策基本法第 71 条の規定で、国の緊急災害対策本部長の指示によ
り地方公共団体の長から従事命令が出されることになっている(6)。たとえば横浜市では、港湾部部
長は、海上輸送基地の確保について国土交通省関東整備局京浜港湾事務所と協力し横浜港運協会と横
浜港災害対策支援協議会へ出動を要請する。同様に、救援物資の受入れ及び輸送について、同部長よ
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緊急災害対策本部（国務大臣）
指定地方公共機関
（電力事業者、輸送
事業者等）
指定公共機関
（日本銀行、東京電
力、NTT、NHK等）
その他の執行機関
〔公安委員会、教育
委員会等）
地方公共団体の長
（都道府県、
市町村）
関係指定地方行政
機関の長及び職員
ア 医師、歯科医師又は薬剤師 キ 軌道経営者及び従業員
イ 保健師、助産師又は看護師 ク 自動車運送事業者及びその従業員
ウ 土木技術者建築技術者 ケ 船舶運送業者及びその従業員
エ 大工、佐官又はとび職 コ 港湾運送業者及びその従業員
オ 土木業者又は建築業者及びこれらの者の従業員
カ 鉄道事業者及びその従業者
当該指定行政機
関の長及び職員
（例：消防庁など）
従事命令（第七十一条）
必要な指示〔第二十八条の六）
出所） 「首都直下地震対策に関する参考資料」内閣府（防災担当）
り荷役作業及び輸送に必要な人員、機材の提供が横浜港運協会等に要請される(7)。 
 さらに、地方公共団体の長から出動要請を受けた地元の港運協会は、会長の指揮の下、所属企業（店
社）に人材の派遣を要請することになる。勤務時間に地震が発生した場合には、コンテナ・クレーン
が作動中であったり、倉庫や上屋内で作業中であったりするために、被害は大きくなると予想され企
業は事故対応、勤務者の帰宅方法の検討という課題を抱えることになるが、従業員は勤務中であるた
め被災を免れた人材の確保自体は、勤務外に比べて容易となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3 地震災害時における港湾運送業者及びその従業員への出動要請 
 
しかしながら、阪神・淡路大震災のように、地震発生が勤務時間外であった場合には、勤務地への
交通手段が途絶えたり、勤務先との通信が隔絶したりすることが考えられ、勤務中に被災した場合と
同様に考えるには無理がある(8)。また、被災時の勤務者は、復旧や救援活動を続けながら、その心
中で家族の安否を気遣い肉体的にも精神的にも極限状態を味わったことが伝えられている(9)。そこ
で、あらかじめ地震時の荷役人員の確保を考える必要がある。 
実際に港湾法で指定特定重要港湾(スーパー中枢港湾)として定められた京浜港、阪神港、伊勢湾の
港湾はもちろん多くの港湾において、災害対策基本法第 71 条を受け、自治体と港湾運送事業者の間
で地震災害時の協定が結ばれている。京浜港を形成する横浜港においても同様で、横浜市と民間企業
や団体との協定の一つとして(表 3-1)、救援物資の荷役等のため作業隊の出動要請（協定名：災害救
援応急措置の協力に関する協定）も含まれている(10)。 
 この協定は、阪神・淡路大震災での教訓から 1996 年に当時の横浜市長と横浜港運協会会長との間
で締結されたもので、下記より構成されている。 
（1） 災害援助応急措置の協力に関する協定･･･第１条から第 14 条 
（2） 災害救援応急措置の協力に関する協定実施細目･･･第 1 条から第 7 条 
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協定先 内容 横浜市担当部署
横浜港運協会 救援物資の荷役等のため作業隊の出動要請 港湾局
関東旅客船協会、 日本外
航船協会
輸送、宿泊施設等の救援拠点としての船舶の
確保
港湾局
京浜フェリーボート㈱、㈱
ポートサービス
海上輸送基地間などの救援物資、人員の協
力
港湾局
横浜川崎曳船㈱ 港湾区域に漂流した障害物の除去等の協力 港湾局
横浜屋形船事業協同組合 港湾及び河川区域における救援物資輸送、一
時避難
港湾局
横浜ベイサイドマリーナ㈱ 船舶、船着場及びその他の施設の使用協力 港湾局
神奈川県トラック(協) 自動車輸送の協力 安全管理局
赤帽 軽自動車輸送の協力 安全管理局
富士ヘリコプター 航空機飛行協力 安全管理局
日本通運㈱横浜 生鮮食品自動車輸送 経済観光局
神奈川倉庫協会 救援物資の一時保管 経済観光局
 ここで、海上輸送基地や救援物資受け入れ積み出し施設、保管場所における作業隊の出動、ふ頭内
道路の啓開、海上輸送、陸上輸送の協力等について市から港運協会への要請が述べられている。これ
はまた、横浜市の防災計画上に、下記の記述となって総合的な防災対策に組み込まれている。 
 (1) 海上輸送基地の確保 
港湾部部長は、他都市からの緊急物資を速やかに受け入れるため、周辺状況を調査・把握す
るとともに、物資受入れに支障となると判断した場合には、関東地方整備局京浜港湾事務所
と協力のうえ、横浜港運協会、横浜港災害対策支援協議会に対して、出動を要請する。 
・・・・・・（中略） 
(2) 救援物資の受入れおよび輸送 
港湾部部長は、受入場所を決定し、荷役作業及び輸送に必要な人員、機材の提供を横浜港運
協会に要請する。また、海上輸送基地間の海上輸送が必要となった場合、港湾部部長は「災
害救援応急措置の協力に関する協定」等に基づき、横浜港運協会、㈱ポートサービス、京浜
フェリーボート㈱、関東旅客船協会、（社）日本外航船協会に対して船舶等の提供を要請す
る。 
 
「災害救援応急措置の協力に関する協定・実施細目」では、出動できる人員や機材について、毎年
4 月 30 日までに横浜港運協会より横浜市にに通知することが謳われているものの、人員の具体的な
要件については触れられていない。また、筆者が行った横浜港運協会でのヒアリングにおいても、協
定締結から 10 年以上経過し、国土交通省の BCP 等により港湾における早期復旧への関心の高まる中
で、より具体的に検討する必要があることがわかった。 
 
表 3-1. 地震災害時の海上輸送に関連した協定の例～横浜市の場合 
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第2節 港湾物流における地震災害復旧の 4 つのレベル 
 
地震災害から復旧レベルについては、地震の程度、復旧レベルやフェーズを規定する業界のタイプ
により異なる。たとえば、京都大学防災研究所においては、阪神・淡路大震災の経験から、大地震か
ら復興までを 10 時間（フェーズ 0）、100 時間、1,000 時間、1 万時間という長期に亘り復興までの道
筋を示している(11)。防災訓練においては、限られた時間で必要な訓練をこなさなくてはいけないた
めに、地震発生当日、翌日、翌々日をそれぞれフェーズ 1、フェーズ 2、フェーズ 3 として訓練が行
われることが多い(12)。また、救急関係者の間では、地震後 72 時間以内は、被災者の生存率が高い
ことから「黄金の 72 時間」と呼ばれ、緊急性がそれ以降と区別されている。 
本研究においては、図 3-4 に示すように、情報通信で行われる再開処理の手順(13)等を参考に、地
震発生直後をレベル 1：初動（24 時間以内）とし、レベル 2：応急処理（24 時間以内に開始）、レベ
ル 3：緊急災害輸送（48 時間以内に開始）、レベル 4：通常業務再開（72 時間以内に開始）といった
スケジュールで復旧を考える。ここで、レベル 1 とレベル 2 については、緊急処理と考え、他の 2
つ、レベル 3 とレベル 4 については、暫定的な人材と体制で行うものの、通常業務により近い作業
と考えられる。特に、レベル 1 においては、実際に機械を使わないまでも、機械について知ったう
えでの判断が求められ、レベル 2 には多様な機械の運転、操作が求められることになる。 
 
復旧完了へ
地震発生 24時間後 48時間後 72時間後
レベル1： 初動
災害発生直後に、
港湾に参集し現場
の状況を把握。災
害対策本部と連絡
をとりながら今後取
るべき処置を検討
する。
レベル3： 緊急災害輸送
他県等から運ば
れる緊急援助物
資の荷役を行い、
保管場所まで
迅速に移送する。
レベル4： 通常業務再開
ガントリークレーン等の動作
確認後、コンテナ・ターミナル
等と連絡を取りながらコンテ
ナの荷役を再開する等、平常
時の業務を順次再開する。
レベル2： 応急処置
耐震岸壁を緊急
災害輸送又はコン
テナ業務再開で
使用するために
ヤードの確保等
を行う。
注1： 復旧の4レベルについては国土交通省の推進するBCPを参考に作成。復旧のレベルについては、他にも定義あり。
注2： 障害処理プログラム（電子通信用語辞典、電子通信学会編、コロナ社、1984年参照。  
 
図 3-4 地震災害復旧の 4 つのレベル 
 37 
船社A社 元請C社ターミナル・オペレータB社 沿岸作業会社D社
港湾物流企業
元請V社
船内・沿岸作業会社E社
ターミナル・
オペレータW社 船内・沿岸直営船社Z社
元請Q社ターミナル・オペレータP社 船内・沿岸作業会社R社船社O社
第3節 港湾運送事業者の有する能力 
 
3－3－1 港湾運送事業者の機能と業務 
日本国内で扱う貨物の約 7 割を占めるコンテナふ頭に着目し、港湾物流事業者の果たす機能につい
て、国土交通省の資料(14)等を参考にモデル化したものを図 3-5 に示す。元請、即ち船社の船舶代理
店は、埠頭において船社に代わって貨物に関する貿易手続き一切を請負い、荷役作業会社(いわゆる
下請)を使って荷役を行っている。荷役作業会社は、しばしば元請け毎に系列化しており、船内・沿
岸を両方行う会社もあれば、沿岸に特化した会社を使う場合もある。特に主要 9 港については、作業
会社に委託する場合がほとんどであるが、地方港においては、船内・沿岸荷役共に元請が直営で行わ
れる場合が多い(14)。 
また、港湾労働法で、港湾における日雇い労働が制限されている代わりに、港湾作業員の荷役作業
会社間の相互派遣による対応が求められており、貨物の波動性に対応している。したがって、地震災
害時においても、比較的技能者間の協働は、他の企業間で完全に謝絶している製造業等よりも容易で
あると考えられる。 
また、ターミナル・オペレーターは、船社が直接運営する場合や港湾管理者が運営する場合もあれ
ば、指定特定重要港湾におけるメガターミナル株式会社のように、港運会社を中心に設立されたもの
もある。いずれにしても、日本の場合は、世界のビッグ４と呼ばれる４大メガ・オペレーター（HPH, 
PSA, APM, P&O Ports）が埠頭すべてを運営するといったことはなく(15)、ほとんどが市や県といった
地方公共団体によって運営されており、民間による運営は限られている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 
     
    出所)「港湾運送業の在り方に関する懇談会」資料を参考に西口作成 
 
図 3-5 港湾運送事業者に求められる機能 
 
港湾運送事業者の行う業務は、港湾運送事業法によって次の 7 つの区分が定められ事業を行う上で
は国土交通省の許可が必要となっている。即ち、1．一般（元請）、2．港湾荷役（専業）、3．はしけ
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エゼント業務（一種） Ａ．エゼント業務
海運貨物取扱業務（一種）　 Ｂ．海運貨物取扱業務　
船内荷役業務（二種） Ｃ．荷役業務
はしけ運送業務（三種） Ｄ．回漕業務
沿岸荷役業務（四種） Ｅ．検数検定業務
いかだ運送業務（五種） Ｆ．ワッチマン業務
検数業務 Ｇ．コンテナターミナル運営業務
検定業務 Ｈ．港湾関連業務
港湾関連業務 →コンテナ・ターミナル業務 コンテナ・ターミナル業務
ローロー船のターミナル業務 ローロー船のターミナル業務
施設埠頭業務 施設埠頭業務
フェリー埠頭業務 フェリー埠頭業務
上屋倉庫業務 上屋倉庫業務
船舶信号通信業務 船舶信号通信業務
パイロット業務 パイロット業務
曳船業務 曳船業務
通船・繋離船・汚濁防止業務 通船・繋離船・汚濁防止業務
マリン・サプライヤー業務 マリン・サプライヤー業務
陸運業務 陸運業務
輸出梱包業務 輸出梱包業務
通関業務 通関業務
外国為替業務 外国為替業務
海上保険業務 海上保険業務
港湾の職業
港湾運送及び
関連事業
埠頭経営
港湾諸作業
貿易為替管理
と保険
港湾運送及び
関連事業
埠頭経営
港湾の職業
港湾諸作業
貿易為替管理
と保険
（回漕）、4．いかだ、5．検数、6．鑑定（検査）及び 7．検量である。一般は、船舶代理店としての
エージェント（エゼント）業務や通関等を行う海運貨物取扱業務を含んでいる。荷役業務は、船内荷
役と沿岸荷役に別れていたが、法律的には 1984 年に両者の区分が廃止し、港湾荷役事業に統合され
ている。また、1951 年 5 月に制定された当時は、事業規制が緩く、事業の登録制、料金の事前届け
出制等に留まっていたが、1959 年の改正に、事業は免許制に、料金は認可制となった(16)。その後、
2000 年に規制緩和が行われ、港湾運送事業は許可制に、料金は届け出制になっている。港湾運送事
業者の多くが、複数の免許（許可）を得ており、1．一般事業者で、かつ 3．はしけの免許を有した
り、1．一般事業者で、かつ 2．港湾荷役の免許を有することもある。1995 年当時と 2009 年現在の港
湾における業務を図 3-6 に示す。船内荷役と沿岸荷役が一つにまとめられたのを初め、安価な外国製
材品が輸入されるようになり日本で製材を行うことがなくなったために、いかだ運送業務等もなくな
っているのがわかる(17)。 
 
 
● 1985 年当時                   ● 2009 年現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：「港湾業務の体系」港湾流通システム研究会編、１９８５年３月 
 
図 3-6 港湾における業務の変化 
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職業名 概要
本船荷役責任者 スーパーバイザー、フォアマンと呼ばれ、港湾利用者（船会社、貿易商社、荷主等）の依頼により、輸出入貨物に関する本船荷役作業の計画、実施を行う現場最高責任者。
プランナー（コントローラー） コンテナ・ターミナルでコンテナ荷役作業の計画及び実施をする現場責任者。
船舶代理店本船担当責任者 船会社の委託を受け、本船の入出港、船員及び船積、陸揚貨物に関する業務を行う責任者。
輸出入貨物の船積、陸揚げ取
扱い業務を行う責任者
貿易業者、荷主からの依頼を受け、通関をはじめ輸出入貨物の船積陸揚時に通関業務を担
当する責任者。
倉庫業現場責任者 主として港湾倉庫において、貿易商社、荷主から痛くされた貨物の庫入れ、庫出し及び保管に関する業務の現場責任者。
情報処理担当責任者 港湾運送元請業者の事業所においてコンピュータ等を操作、利用することにより輸出入貨物の商的、物的流通の情報を処理する責任者。
港湾荷役作業の現場責任者 港湾運送元請業者の委託を受け、沿岸又は船内荷役作業を計画し、作業員の編成、荷役機器用具を準備し、作業を安全かつ迅速に指揮、監督する責任者。
大型荷役機械運転技能者 港頭地区で使用される大型荷役機械（ガントリー・クレーン、アンローダー、ストラドル・キャリアー、フォークリフト等）を運転操作する高度技能者。
荷役機器保守整備責任者 港頭地区で使用される各種荷役機器の保守整備作業の責任者。
登録検量人 船積貨物の容積又は重量の計算、証明を行う検量業務の責任者で公認の資格を持つ。
登録検数人 船積貨物の個数の計算又は受け渡しの証明を行う件数業務の責任者で公認の資格を持つ。
関連事業現場責任者 船会社又は港湾運送　元請業者の依頼により、船積貨物の固定、固縛、荷造り、荷直し又は船倉の清掃等の作業を行う現場責任者。
港湾運送事業者の多くが中小企業者であり（4）、貨物量の波動性に対応するための技能者の融通制
度を初め、協力しながら港湾物流業務を担っている。また、これらの事業者は種々の港湾荷役技能等
を有する者を社内に有しているが、一人で複数の業務を兼務しており、災害に必要な業務について事
業者を単位に企業横断的に区分することは容易でない。そこで、地震災害の復旧に必要な能力につい
ては、技能者の資格や免許と言った技能者個人についての客観的な指標で測ることにする。 
コンテナ化以降の港湾における管理的な職業を、一覧表にしたものを表 3-2 に示す(18)。一般にフ
ォアマンと呼ばれる元請会社の本船荷役の現場責任者のもと、荷役会社の作業員により本船荷役が行
われる。フォアマンは、港湾荷役作業の現場責任者と連携をとりながら、作業を進めてゆく。港湾荷
役以外にも、港湾では、船社との間の事務作業を進めてゆく者、倉庫会社で蔵出し保管の責任者、大
型荷役機械の運転技能者等、保守整備の責任者、通関関連や情報処理まで、一般の製造業や流通業に
は見られない数多くの職種が存在する。 
 
表 3-2 港湾における職業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）登録検量・検数人については、新たな資格の取得は必要でないが、既従事者については、多くが資格を保有。 
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3－3－2 港湾物流復旧に必要な荷役業務 
 港湾運送事業については、その業務を営む場合において、港湾運送事業法により国土交通省の許可
が必要であるが、実際に港湾で荷役作業を行う場合においても、実技や安全面から作業を行う個人に
資格や免許が必要とされる場合が多い。資格や免許は、厚生労働省の行う技能講習の修了が必要な場
合と、国土交通省が行う免許試験に合格が必要な場合とがある。フォークリフトが前者、またクレー
ンが後者の例であり、また大型フォークリフトのように、運転には大型特殊自動車の免許とフォーク
リフトの技能講習修了資格といった具合に、1 つの荷役機械を運転するのにその両方を必要とする場
合もある(19)。 
港湾における資格・免許の場合、ある資格を取るためには別の資格での一定以上の年数の経験が必
要といった具体に、資格取得後の経験を要求されることがあることから、複数の資格を同時に取得し
ているケースも多々見られる。たとえば、船内荷役作業主任者になるためには、揚荷装置の免許取得
後 4 年以上の実務経験が必要といった具合である。こうした、資格取得の条件がある結果、図 3-7 に
見られるように、船内作業主任者の全てが揚荷装置の免許を持っていたり、ガントリー・クレーンの
有資格者は、クレーンの、大型フォークの有資格者は全員フォークリフトの、ストラドルキャリアの
有資格者は大型特殊免許資を持っている、といったことになる。そうした資格間の包含関係がある一
方で、特に保全系の資格に見られるように、他と独立して取得可能な資格もある。 
ガントリー・
クレーン
ストラドル・
キャリアー
大型
フォークリフト
クレーン
大型特殊自動車
フォークリフト
船内荷役作業
主任者
揚貨装置
小型移動式
クレーン
玉掛け
デリック
大型自動車 牽引自動車
沿岸荷役作
業主任者
車両系荷役機械
等作業指揮者
－クレーン運転－
－自動車運転－
－港湾荷役関連－
－港湾荷役機械運転－
はい作業
主任者
酸素欠乏・硫化
水素危険作業
主任者
ガス溶接
技能者
アーク溶接特別
教育修了者
チェーン
ソー作業従
事者
ボイラー
溶接士
 
 
図 3-7 港湾運送事業者の有する能力～技能資格の整理 
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第4節 地震災害時の復旧作業とスキル 
 
3－4－1 地震災害時の復旧フロー 
 地震災害復旧の 4レベルに対応して埠頭において様々な作業が必要になる。図 3-8は、地震発生後、
必要となる作業のフロー・チャートで示したものである。 
 レベル 1 の初動においては、埠頭の被災状況を迅速に把握し、災害対策本部に連絡し、今後取るべ
き処置を検討する必要がある。具体的にはバースやヤードの亀裂状況の点検、電源の確保状況を初め
ヤード内負傷者の救助や復旧作業の段取りと手配の作業が含まれ、現場を理解した経験者の高度の判
断が求められる。レベル 2 の応急処置では、破損岸壁の鉄板補強等の応急処置が必要となり、上屋内
散乱貨物の片付等、レベル 3 の緊急輸送へ移行するための作業が行われる。 
 
他の埠頭で
緊急物資の荷揚ＯＫ？
耐震埠頭での災害復旧
準備
ヤードの散乱コンテナ
の整備と機械動作確認
B
国際コンテナ物流維持緊急物資輸送
耐震コンテナ埠頭での緊
急物資輸送
国際コンテナ物流
機能の再開準備
ＯＫ？Yes
No
コア技能者及び
家族は無事か？
近隣建物倒壊等による
本人又は家族の介護
大量の帰宅困難者により
非常食のストックが消費
され物資不足が深刻化
A
A
B
地震発生
復旧完了
Yes
コンテナ荷役の再開
コンテナ荷役機械の点検、
修理と復旧
初動準備
出所：「第2回災害時の港湾連携協働マニュアル策
定検討に関する委員会 参考資料1」国土交通省
関東地方整備局港湾空港部,平成18年10月10日
を参考に西口作成
 
図 3-8 地震災害復旧時の作業フロー 
 
また、被災埠頭がコンテナ埠頭である場合には、コンテナの移動等も必要になる。レベル 3 の緊急
輸送においては、在来船やフェリー等、災害援助物資の荷卸しが必要となる。着岸する船によっては
揚荷装置やデリックを装着していない場合もあるため、手作業による荷役も考えられる。港へ参集し
たボランティアへの指示が必要な場合もある。緊急輸送が特定の埠頭で間に合うことが判明した場合
には、その他の埠頭では、通常の商用貨物輸送が再開されることになる。 
 
3－4－2 地震災害復旧レベル毎の作業フロー  
地震災害復旧のレベル毎の必要な作業と、その作業を行うのに必要な港湾運送に関わる資格・免許
（役職を含む）の関係については、下記の①から④の手順で整理した。 
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① 復旧に必要な作業についてのスクリーニング    
② 復旧のレベル毎に復旧作業のブレークダウン    
③ 港湾物流において必要な資格・免許のリスト    
④ 復旧作業毎に必要な資格・免許の分析と検討 
 なお、それぞれの手順については、下記の文献等を参考に行った。 
 まず、①については、平成 18 年度に国土交通省の行った災害時の港湾連携協働マニュアルに策定
検討に関する委員会の参考資料(20)を初め、港湾についての復旧活動が記録された 1964 年の新潟地
震の新潟港(21)、1994 年の阪神・淡路大震災の神戸港の復旧記録(22)(23)を参考に、復旧に必要な作
業のスクリーニング、即ち抽出と洗出しを行った。 
 ②の復旧作業のブレークダウンについては、職業訓練における作業分解の手法(24)を用いた。作業
分解は、技能訓練指導時の急所（注意点）を見つけ出すため、作業手順をできるだけ具体的な表現で
文章化し、教材作成や指導のために用いられている手法であり、地震災害復旧という未知の作業を具
体的な作業へと落とし込むのに有効であると考えた。 
 ③の港湾物流で必要な資格・免許については、港湾関連の職業訓練機関の情報等を元に、(財)港湾
労働安定協会と協会が運営する港湾技能研修センターの資料(25)及び港湾貨物運送事業労働災害防
止協会で行う資格・免許を参考にした。また、運転免許等の国家資格については、都道府県のホーム
ページ等を参照した。 
 ⑤の復旧作業毎に必要な資格・免許については、地震災害復旧という状況を説明し、横浜港にある
港湾貨物運送事業労働作業防止協会で運転技能を指導する指導員や荷役会社 OB へのインタビュー
を行い資格取得要件の確認を行った。その結果得られた復旧レベル毎の災害状況(事象)と具体的な災
害復旧作業、またそれらに必要なスキル(資格・免許)を図 3-9 から図 3-12 に示す。 
 レベル 1：初動においては、図 3-9 に示すように、岸壁崩落、停電といった状況の中で素早い現状
把握と的確な判断が必要になる。ヤードの亀裂状況や電源の確認など、平常時に現場に足を運んでい
ないとわからない作業等も含まれる。また、荷役機械の点検や電源の確保状況のような基本的なこと
から、負傷した人員の救助や、リーダーとして安全や人命救助への配慮等が求められる。港湾管理者
や港運協会との連絡など、平常時以上の責任とコミュニケーション力が求められることになる。 
 
崩落バース・ヤード亀裂の確認
電源確保の確認
機械の被害状況確認（目視）・報告
機械業者への修理要請
ヤード内負傷者への救助
復旧作業の段取と手配
事象 災害復旧作業 資格・免許
管理職
現場責任者
ガントリークレーン運転
クレーン運転
玉掛
ストラドルキャリア運転
大型フォーク運転
フォークリフト運転
揚荷装置運転
大型自動車運転
大型特殊自動車運転
牽引車両運転
船内荷役作業主任者
沿岸荷役作業主任者
はい作業
小型船舶免許
救急救命士
等々
岸壁崩落
ヤードに亀裂
停電
機械不動作
機械損傷
人員負傷
 
図 3-9 レベル 1：初動の作業と必要なスキル 
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 レベル 2 については、図 3-10 に示すように、地震災害後に早急に緊急輸送を行うためのヤードや
蔵置場所の確保が優先課題になる。地震により散乱した貨物を片付け、空きスペースを確保するため
に、破損した貨物の撤去等も行われる。港湾管理者と相談し、土木作業者と協力し、鉄板等を緊急輸
送用に運び込むための荷役機械の手配等を行うこともある。ヤードや上屋内の散乱した貨物を率先し
て撤去し、岸壁近くの水没コンテナの撤去のための打ち合わせ等、港湾管理者、船社、そして外部業
者との協力のもと、緊急輸送を行うための順部がなされる。 
 
破損岸壁への応急処置（鉄板補強等）
手作業による荷物の移動
ヤード内作業者への応急処置
使用可能機器の搬入
ヤード内散乱コンテナ片付け
蔵置コンテナの移動
上屋内散乱貨物の片付け
破損コンテナの移動
応急処理手順の検討と指示
水没コンテナ撤去
破損コンテナの修理（溶接）
管理職
現場責任者
ガントリークレーン運転
クレーン運転
玉掛
ストラドルキャリア運転
大型フォーク運転
フォークリフト運転
揚荷装置運転
大型自動車運転
大型特殊自動車運転
牽引車両運転
船内荷役作業主任者
沿岸荷役作業主任者
はい作業
小型船舶免許
救急救命士
通関士
プランナー
等々
岸壁崩落
貨物散乱
コンテナ散乱
空きスペース無
上屋内散乱
コンテナ破損
コンテナ水没
事象 災害復旧作業 資格・免許
 
図 3-10 レベル 2：応急処置の作業と必要なスキル 
 
 
倉庫内積み上げ
船外への貨物の移動
港湾から街中への運搬
大型自動車への荷積み
船内での荷役の指示
ボランティア要員等への指示
積卸し計画書作成
管理職
現場責任者
ガントリークレーン運転
クレーン運転
玉掛
ストラドルキャリア運転
大型フォーク運転
フォークリフト運転
揚荷装置運転
大型自動車運転
大型特殊自動車運転
牽引車両運転
船内荷役作業主任者
沿岸荷役作業主任者
はい作業
等々
倉庫内空間確保
緊急物資到着
トラック到着
荷卸し開始
ボランティア要員
参集
積卸し指示待ち
事象 災害復旧作業 資格・免許
 
図 3-11 レベル 3：緊急災害輸送の作業と必要なスキル 
 
 44 
 レベル 3 の緊急輸送では、図 3-12 に示すように、荷崩れの起こった倉庫内の貨物を片付け、倉庫
内に緊急物資保管用のスペースを確保する必要がある。また、緊急物資を載せた船舶と陸上の防災拠
点との間の緊急輸送の結節点として、船舶乗組員やトラック輸送者に的確な連絡と指示を出す必要が
ある。荷役機械が使用できずに、人力のみが頼りとなる場合には、近隣の住民等ボランティア要員に
対して指示を出し、2 次災害を出さないための配慮や、効率の良い積卸し計画の策定なども必要にな
る。 
 レベル 4 の業務再開の作業と必要なスキルは、埠頭毎、また平常時に行っているの業務によって事
象もそれに伴う復旧作業や資格・免許も異なる。緊急輸送のために、移動していた貨物をヤードに搬
入後、通常の荷役機械操作が始まる。各種情報処理ネットワークや国際港においては通関用の NACCS
も復旧し、対応した通常の事務作業の再開が行われる。 
コンテナ(貨物)のヤード内搬入
コンテナ(在来)船への荷役機械操作
沿岸荷役の人員配置と指示
事務書類作成
管理職
現場責任者
ガントリークレーン運転
クレーン運転
玉掛
ストラドルキャリア運転
フォークリフト運転
大型特殊自動車運転
牽引車両運転
通関士
プランナー
等々
移動貨物
クレーン作動
情報ネットワーク
復旧
NACCS復旧
事象 災害復旧作業 資格・免許
 
図 3-12 レベル 4：業務再開の作業と必要なスキル 
 
 
3－4－3 地震災害復旧作業に必要な資格・免許 
 前項の地震災害復旧のレベル毎に必要な作業と、その作業を行うのに必要な港湾運送事業に係る資
格・免許について、一覧表にまとめたものを表 3-3 に示す。ここで、縦軸には各レベル毎に必要な作
業を示し、また横軸には、その作業を行うのに必要な資格・免許を示す。なお、○印は、必要性の高
い資格・免許を、△印は、○ほどではないが持っていれば役立つ資格・免許を示す。レベル 1 で△が
多いのは、ヤード内負傷者の救助や復旧作業の段取りや手配といった管理職又は現場責任者としての
安全への配慮や判断力が強く求められうのに比べると、機械操作については、資格・免許を持ってい
るに越したことはないものの、その必要性は安全性や判断力ほどではないためである。また、レベル
4 で、運転の免許・資格が必要であるのは、レベル４は段階的に平常時と同様の作業が開始されるた
め、日常使用している資格・免許を使う必要があるからである。 
 ここで、表 3-3 に従って、4 つのレベルそれぞれの復旧作業と必要なスキルについて説明する。 
 
 レベル 1：初動 
 初動においては、地震発生直後に港湾に参集し、現場の埠頭状況を把握、緊急災害対策本部と連絡
をとりながら今後取るべき処置を検討する必要がある。災害後の被害の実態が明らかでなく、機械の
操作自体よりも確認や手配と言った判断や段取りが重視される可能性がある。具体的には、地震で崩
落したバースやヤードの亀裂状況の確認を目視中心に行う。岸壁の崩落が激しく陸上からの確認が難 
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表 3-3 地震災害復旧の４つのレベルに必要なスキル 
災害復旧
レベル
災害復旧作業
管理職
*
現場責
任者
ガント
リーク
レーン
運転
クレー
ン運転 玉掛
ストラド
ルキャ
リア運
転
大型
フォー
ク運転
フォー
クリフト
運転
揚荷装
置運転
大型自
動車運
転
大型特
殊自動
車運転
牽引車
両運転
船内荷
役作業
主任者
沿岸荷
役作業
主任者
はい作
業
小型船
舶免許
救急救
命士 通関士
プラン
ナー
崩落バース・ヤード亀裂の確認 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○
電源確保の確認 △ △ △ △ △ △ △ △
機械の被害状況確認（目視）・報告 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △  
機械業者への修理要請 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
ヤード内負傷者への救助 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○
復旧作業の段取と手配 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
破損岸壁への応急処置（鉄板補強等 △ △ △ △
手作業による荷物の移動 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
ヤード内作業者への応急処置 ○ ○ △ △ △ △ ○ △ △ ○ △ △ △ △ ○
使用可能機器の搬入 ○ ○ △ ○
ヤード内散乱コンテナ片付け △ △ △ △ ○ ○ ○
蔵置コンテナの移動 △ ○ △ ○ ○ ○
上屋内散乱貨物の片付け △ △ ○ ○ ○ ○
破損コンテナの移動 △ △ ○
応急処理手順の検討と指示 ○ ○ ○
水没コンテナ撤去 　 △ △ △ ○ ○ △ △
破損コンテナの修理（溶接） △ △
倉庫内積み上げ ○ △ △
船外への貨物の移動 △ △ ○ ○ ○
港湾から街中への運搬 △ △
大型自動車への荷積み △ △ ○ ○ ○ ○ △ △
船内での荷役の指示 △ ○
ボランティア要員等への指示 ○ ○ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △
積卸し計画書作成 △ △ ○
コンテナのヤード内搬入 ○ ○ 　 　
コンテナ船への荷役機械操作 ○ ○ ○ ○ ○
コンテナ荷役の人員配置と指示 ○ ○ ○ ○ ○ ○
事務書類作成 △ △ ○ ○
レベル3：
緊急災害
輸送
レベル2：
応急処置
レベル4：
業務再開
レベル1：
初動
必要なスキル等
   
    ○：復旧に必要な資格・免許  △：復旧に役立つ資格・免許  空白：特に必要とせず 
 
しい場合には、海上からの確認が効率的な場合も考えられる為、小型船舶免許が生きる可能性がある。  
 荷役機器で使用する電源等の確認については、平常時に港湾の施設や設備について熟知しているこ
とが必要になる。というのは、阪神・淡路大震災の水道局で見られたように、配管図や施設図などを
保管してある市役所が被災する、といった事態(26)も考えられるからである。荷役機械等の被害状況
の確認を目視中心に行い港湾運送事業者により設置された緊急災害対策本部へ報告する。また、埠頭
設備を担当する機械業者に港湾管理者と連携を取りながら連絡、修理依頼を行う。通常、ガントリー・
クレーンのような大型荷役機器については、専用の保守会社が埠頭近くに支店を構えている場合が多
い。こうした民間の機械業者への修理要請も必要になる。 
 もしも埠頭において負傷者等が発生した場合には、安全の確保に注意しながら救助に当たり、今後
の復旧作業の段取りと手配について、港湾管理者や船社等と行う。また、コンテナ埠頭においてはタ
ーミナル管理者への報告等も必要になる。特に、負傷者の救助や復旧作業の段取りと手配においては、
日頃の業務を率いる管理職あるいは現場責任者のリーダーシップが期待される。 
 
レベル 2：応急処置 
応急処置では、コンテナ等を移動する大型フォークリフトを初め実際の機械操作が重要になる反面、
平生とは異なる状況での判断が求められる。被災の比較的軽い岸壁を緊急災害輸送に用いるために、
応急処置として被災箇所に補強用の鉄板を陸路あるいは海上から移送し、クレーン等をフォークリフ
トが走行あるいは荷役可能な平面を作る、といった作業が必要になる。散乱した貨物の手作業による
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除去や、進路を示すカラーコーンの配置等、緊急輸送を行うエプロンやヤードの確保を、荷役機械を
用いて、あるいは手作業で行う必要がある。場合によってはコンクリートの隙間を埋める土嚢等を置
く作業を土木業者の協力で行う必要になる。地震災害後は放置車両や帰宅車両による激しい渋滞が起
こる可能性があることから、ヤード内の上屋等で負傷した作業者の応急処置には小型船舶免許等の保
有者が海上から必要な病院等へ連れて行くことも考えられる。 
そして、フォークリフト等、緊急災害輸送で必要な荷役機械の搬入を付近の上屋や倉庫、あるいは
埠頭以外の場所から公道を通ってする必要がある。公道を走るのに必要な大型特殊免許も必要になる。
ヤード内のコンテナの片付については、コンテナ地震の被災が軽微で荷役可能である場合には、平常
時と同様に大型フォークリフトを用いて行う。また、緊急災害輸送で輸送される貨物の一時的な保管
場所として、上屋や倉庫を確保するために、はい作業資格保有者が、倉庫内で散乱する貨物の片づけ
を行う必要もある。港湾倉庫内が従前からの緊急性の低い保管貨物で満杯の場合には、その貨物を別
の場所に公道を通って移動させることも必要になる。ヤード内の応急処理手順の検討と指示には、管
理職や現場管理者に加えて、沿岸荷役を指揮する沿岸荷役作業主任者の活躍が期待される。また、水
没コンテナについては、引揚を専門とするサルベージ会社等、専門家の招聘について、港湾管理者や
海上保安庁等に通知する必要がある。 
 
レベル 3：緊急災害輸送 
緊急災害輸送においては、着岸した緊急物資輸送船の荷役設備により、荷役方法も、揚荷装置や手
作業等と柔軟に対応する必要がある。特に、コンテナ埠頭のガントリー・クレーン等が使用可能で陸
路も確保可能な場合を除き、海上からの緊急物資輸送をクレーン付きの船舶に頼らざるをえない場合
には、玉掛けや揚荷装置の資格を保持する船内荷役作業者の指揮統制により荷役が行われることにな
る。緊急物資の倉庫への搬入にはフォークリフトの資格保有者やはい作業主任者が、埠頭内の輸送や
内陸倉庫への物資の輸送には大型自動車免許保有者の活躍が期待される。緊急災害輸送においては、
船内での作業者への指示はもとより、たとえば手作業による荷役のみ可能な場合等、多数の近隣ボラ
ンティアの手を必要とすることから、ボランティアへの指示を適切に行う管理職や現場責任者が必要
とされる。船舶からの貨物を卸すため、積卸し計画書の作成が必要になる。 
 
レベル 4：通常業務再開 
通常業務再開時には、平常時と同様の資格保有者による人員配置が必要になってくる。最初の内は、
緊急輸送、あるいは被災した埠頭の応急処置等と平行して行うことも考えられる。通常業務の中断を
最小限とするために、優先される緊急輸送を行う一方、コンテナ埠頭での通常業務を再開することも
ありえる。通常の事務手続き等も必要になるため、通関士等も事務手続きを開始する。コンテナにつ
いては、ストウェージプランの作成等、コンピュータ処理が必要であるために、事務処理を行うコン
テナ・ターミナルの復旧等が行われることが前提になる。コンテナの積卸しに必要な、ガントリー･
クレーンはもとより、ヤード内への搬出入に必要な牽引車両運転免許、ヤード内のコンテナの異動や
積卸しに必要なストラドルキャリア、大型フォーク等も必要になる。レベル 4 の段階においては、船
社はもちろんのこと、荷主の意向、港湾物流企業の事情等、地震災害後を見据えた企業の復旧計画が
反映されることになる。 
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第 5 節 3 章の結論 
 
 本章では、地震災害の復旧に、港湾物流技能者が重要な役割を果たすことを、港湾運送事業者(港
湾運送業者)と港湾運営者や船社との関係、公的な機関との契約、命令系統、具体的な港湾運送業の
仕事の内容や復旧作業を示すことで明らかにした。港湾運送業者は、緊急災害時に地方公共団体の長
を通して担当大臣より従事命令を受けるとともに、主要港湾を擁する地方自治体では、海上輸送につ
いて関連した協定を持つこともあり、災害復旧時の活躍が期待されている。しかしながら、復旧に係
る作業やその詳細については協定では明らかでなく、勤務時間外のことが想定されていないこと等、
検討の余地がある。 
 そこで、港湾物流事業者の有する機能を船社、ターミナル・オペレーター、元請、荷役作業会社と
の関連で説明し、コンテナ化以降、港湾物流業者に求められる役割と、技能者に資格・免許の取得が
必要とされることについても触れた。 
また、本研究では、地震災害復旧について４つのレベルに分け、それぞれを、レベル 1：初動、レ
ベル 2：応急処置、レベル 3：緊急災害輸送、レベル４：通常業務再開に分け、一連の流れを示すと
共に、各レベル毎に対応する具体的な復旧作業の内容と、作業を行うのに必要な資格・免許について
示した。 
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第 4 章 地震災害復旧のための港湾物流におけるコア技能者の類型化 
 
第1節 技能者の類型化の必要性 
本章の目的は、地震災害時に港湾物流の早期復旧を行うのに必要な技能者を確保するため、アンケ
ート調査を行うことで復旧を担う技能者の類型を示すことである(1)(2)。災害時の人材については、
現場での人手不足と人員への負担の軽減のためのモデル等が提案され(3)、電気、ガス、水道等のユ
ーティリティを扱う保守者(4)や地方公共団体の職員の参集についての研究がなされているが(5)、港
湾物流における災害の復旧にあたる技能者の確保について論じられたものはない。 
技能者の確保については、グローバル化と少子・高齢化の進む中で若者の物づくり離れに遭遇して
いる製造業で、1990 年代以降、技能者確保のための類型化の試みがなされている (6)(7)(8)(9)(10)。
少子化が進み、労働価値観の変化から「汗を流して習得しなければならない技術・技能職は敬遠され
るようになってきているため、技能の継承先となるべき人材の確保が困難になってきている」（6）と
いう製造業における技能者の類型化は、残すべき技能について企業内で育成し、それ以外は外注化、
あるいは派遣で対応といった、企業の人材育成戦略に有効であるものの、聞き取り調査等の定性的な
分析の結果であることが多く、定量的統計的に行ったものはない。背景には、伝承すべき技能の多く
が中小企業によって担われ、企業毎に技能の標準化が難しいために、数量的な分析が難しいことが挙
げられる。また、熟練技能者の社会的評価の不十分さや学校教育等で技能の重要さが教えられること
の少なさも指摘されている(6)。地震災害時の港湾物流技能者と、グローバル化、少子高齢化の中で
の製造業における技能者とは必ずしも同一に論じられないが、技能者確保が難しい環境中で確保を行
う必要があること、また、技能者の確保を必要とする業界が中小企業中心であるという共通点がある
(11)。 
本章は、地震災害時に活躍が期待される港湾物流に従事する技能者について、統計的な手法を用い
て類型化を行うことで定量的に分析するものである。1960 年代の海上輸送のコンテナ化以来急激に
進んだコンテナ化、機械化に伴い、港湾物流においては荷役機械の運転資格、免許が数多く必要とさ
れるようになったことや、安全性を確保するための荷役主任者等、公的な資格が必要とされることか
ら、地震災害時に必要な港湾物流技能の資格・免許等を調査することで、技能者の類型化を行う。そ
れにより、地震災害復旧時に活躍できる技能者が、実際にいるのかどうか、具体的な埠頭においてア
ンケート調査を行うことで明らかにすることを目的としている。 
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第2節 アンケート調査の目的と方法 
 
4－2－1 アンケート調査の目的 
地震災害後の港湾物流機能の復旧に必要な資格・能力を持った人材が現実にはどれぐらいいるのか、
また復旧作業に携わることができるかを具体的に検討するため、技能者のスキルと居住地について、
港湾運送事業者に対してアンケート調査を行った。横浜港運協会の協力を得て、調査期間は、平成
18 年 11 月下旬から平成 18 年 2 月上旬まで、アンケートの発送及び回収方法については横浜港運協
会を通しての手渡し、Ｅメール、ＦＡＸ、又は郵送とし、会社名は記名式、従業員名については無記
名式とした。対象は、横浜港運協会に所属する 6 団体、全 231 社である。 
 
4－2－2 調査票の設計と配布 
調査票の設計には、21 の荷役関連の技能を含む合計 59 の資格・免許と役職、居住地について尋ね
ることにした。港湾運送業の従業員には国土交通省や厚生労働省が管轄する運転や安全についての各
種資格・免許を初め、通関業では財務省の行う国家資格が必要とされるため、（財）港湾労働安定協
会や港湾貨物運送事業労働災害防止協会で行う資格・免許についての試験や講習等を参考に、調査を
行う資格・免許を決定した(12)。 
具体的には、調査した項目は下記に挙げる。 
① 技能者の属性（住所、年齢、性別、扶養家族、属性、管理職・現場責任者、勤務地） 
② クレーン運転 
③ 港湾荷役機械運転 
④ 自動車運転 
⑤ 港湾荷役関連資格 
⑥ 情報処理関連 
⑦ 電気関連 
⑧ 安全関連資格等 
⑨ 通関・貿易事務系資格 
⑩ その他実務者 
⑪ その他災害時に役立つ資格等 
⑫ その他特記事項（過去の職務履歴等 
上記、合計 12 項目の合計の合計 59 資格について調査を行った（参考資料参照）。
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第 3 節 アンケート調査の結果 
 
4－3－1 アンケート調査結果の概要 
アンケートの回答については、231 社中 174 社から回答を得ることができ（回答率：75.3%）、合計
3,468 名の回答を得た。高い回答率の背景には、アンケートが協会を通して組織的に行われたことも
さることながら、地震災害への港運企業や個人の高い関心を示すものと考えられる。尚、企業からの
回答の中には、①会社が休眠状態、②横浜に該当する部署がない、③有資格者がいない等の理由によ
り該当者がいないとのものもあった。横浜回漕協会については、該当者有の会社数が少なく回答従業
員数も少ない。また、通関等の事務手続きの代行や国際複合一貫輸送を行う海運貨物取扱同業会や、
船内清掃等や関連業務を請負う横浜港運関連事業協会については該当者有の数も少なかった。しかし
ながら、本研究の対象とする港湾荷役に直接携わる横浜港湾荷役協会については、船内及び沿岸共に
100％の回収率を示したことや、同様に荷役の元請となる横浜エゼント会の回答率が高いことから、
上記の一部協会の回答率の低さは本研究において支障がないと考えられる(表 4-1)。 
 
表 4-1 アンケート回収結果 
 
業界 総会社
数 
回答会
社数 
有効回
答率 
該当者有
会社数 
該当者有
会社割合 
回答従業
員数 
回答従業員
数／合計 
A. 横浜エゼント会 27 23 85.2% 23 85.2% 587 16.9% 
B. 横浜回漕協会 45 45 100%  10 22.2% 150 4.3% 
C. 横浜港湾荷役協会（船内） 18 18 100% 15 83.3% 1264 36.4% 
D. 横浜港湾荷役協会（沿岸） 32 32 100% 29 90.6% 716 20.6% 
E. 京浜海運貨物取扱同業会 62 32 51.6% 28 45.2% 312 9.0% 
F. 横浜検数検定協会 4 4 100% 4 100% 299 8.6% 
G. 横浜港運関連事業協会 43 20 46.5% 19 44.2% 140 4% 
合計 231 174 75.3% 128 55.4% 3468 100% 
 
 
4－3－2 港湾物流技能者のプロフィール 
 今回のアンケートで、3,468 人の回答を通してわかった港湾物流技能者のプロフィールとして、下
記の 4 点が挙げられる。 
① 港湾における資格取得者の豊富さ  
 今回のアンケートを通して、港湾物流で働く人々がフォークリフトを筆頭に多様な資格を保持し
ていること、それを地震災害復旧のために活用する用意があることが確認できた。全体で一人平均
2.7 種類の資格を有し、荷役機械の運転を初めとする技能系だけを見てみると平均 3.85 種類の資格
を有している。ここで、全ての回答者が 1 つ以上持っている資格の一覧を図 4-1 に示す。 
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② 距離による埠頭からの居住者数 
地図ソフトの集計機能を用いることで、埠頭からの距離に応じて居住する人の数が明らかになっ
た。たとえばクレーンの場合、資格取得者 756 人のうち、横浜港で最大の本牧埠頭から直線距離で
10Km 以内に、約 60%に当たる 450 名が居住している。 
③ 電気や情報処理関連業務の外注化 
 震災時に想定される荷役機械の電源や配線の異常や故障を保守・点検するために必要な電気主任
技術者や電気工事士の資格保有者は 14 名と、災害時においても東京電力やメーカー等の外部の業者
との連携が不可欠であることが明らかになった。また、情報処理関連資格においても同様で、コン
ピュータ関連業務のほとんどを外部にアウトソースしている結果と考えられる。 
 ④ 女性の少なさ 
 阪神・淡路大震災においては、救援や復旧工事の現場での作業と共に、女性有志による「炊き出
し」等の後方支援活動の重要性も伝えられている(13)。質問票に回答した 3,468 人のうち、女性は
121 人（全体の 3.5%）に留まっており、港運業における女性の進出の遅れがこの調査で明らかにな
った(14)。 
 
 人数 
図 4-1 港湾物流技能者の保持する資格の一覧～横浜港の場合 
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荷役に関連する 21 資格について、取得率の高いものから並べたものを図 4-2 に示す。資格保有者
の半数以上がフォークリフトの運転資格を有しており、玉掛(Wire Slinging)、大型特殊自動車
(Large-Size Special Vehicle)と続いている。また、これら資格の合計がアンケート回答者数の 3,468 人
をはるかに上回ることからも、港湾物流に携わる従業員が複数の資格を有することがわかる。また、
運転に必要な資格に比べると保全に必要な資格であるボイラー溶接やアーク溶接、ガス溶接技能者、
チェーンソー等保全にかかわる資格保有者の数は少ない。 
 
 資格取得率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 荷役関連 21 資格の取得率 
 
 また、それぞれの資格保有者が、他のどの資格をもっているかを見るために、クロス集計表により、
分析を行った（表 4-2）。その結果、たとえば、ガントリー・クレーンの資格ありと回答した技能者
全員が、クレーンの免許を持っていること、船内荷役作業者の資格保有者の全員が揚荷装置の免許を
持っていること等が確認できた。また、玉掛け、フォークリフト、大型特殊自動車については、どの
資格保有者も同様に取得していること、大型特殊免許の保有者が、多く持つ資格としては、フォーク
リフト、玉掛けに次いで、大型自動車であることもわかった。逆に、大型自動車免許取得者の取得す
る他の資格・免許としては、フォークリフトに続いて大型特殊自動車や牽引自動車といった自動車関
連の資格が玉掛けよりも多いことに気がついた。牽引自動車については、免許取得者のうち、約 95％
もの人が大型自動車の免許を取得しており、これは、フォークリフトや玉掛けの資格保有者の割合を
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上回る。資格・免許間にある種の相関あるいは傾向があると思われる。 
 
表 4-2 クロス集計表～荷役関連 21 資格による 
クロス集計
ガント
リーク
レーン
クレー
ン
小型移
動式ク
レーン
玉掛け
ストラド
ルキャ
リア
大型
フォー
クリフト
フォー
クリフト
揚貨装
置
デリッ
ク
車両系
荷役機
械等作
業指揮
者
大型自
動車
大型特
殊自動
車
牽引自
動車
船内荷
役作業
主任者
沿岸荷
役作業
主任者
はい作
業主任
者
酸素欠
乏・硫
化水素
危険作
業主任
者
ガス溶
接技能
者
アーク
溶接特
別教育
修了者
チェー
ンソー
作業従
事者
ボイ
ラー溶
接士
（特別・
普通）
ガントリークレーン 213 213 19 175 55 13 172 131 3 6 136 156 126 111 24 9 15 12 6 1 1
クレーン 213 757 78 545 165 53 615 286 3 61 403 472 359 225 89 58 44 45 26 10 3
小型移動式クレーン 19 78 178 132 30 21 138 59 2 22 94 106 60 41 30 27 34 23 20 9 1
玉掛け 175 545 132 1530 142 152 1187 459 13 100 469 716 344 315 208 212 105 76 49 52 5
ストラドルキャリア 55 165 30 142 205 24 192 75 1 24 153 205 139 64 41 15 7 4 1 4 0
大型フォークリフト 13 53 21 152 24 225 225 20 2 39 73 133 46 12 53 71 13 6 5 16 0
フォークリフト 172 615 138 1187 192 225 1874 389 9 128 622 924 477 267 205 227 78 83 54 71 3
揚貨装置 131 286 59 459 75 20 389 539 12 49 197 275 145 372 80 37 56 30 21 22 2
デリック 3 3 2 13 1 2 9 12 13 0 3 4 4 6 1 1 0 2 2 0 0
車両系荷役機械等作業指揮者 6 61 22 100 24 39 128 49 0 136 52 81 39 43 53 46 9 5 5 16 0
大型自動車 136 403 94 469 153 73 622 197 3 52 808 568 550 156 82 47 37 42 26 21 2
大型特殊自動車 156 472 106 716 205 133 924 275 4 81 568 1062 443 206 156 141 62 46 27 42 2
牽引自動車 126 359 60 344 139 46 477 145 4 39 550 443 579 120 63 35 13 24 15 10 2
船内荷役作業主任者 111 225 41 315 64 12 267 372 6 43 156 206 120 372 69 31 40 20 13 8 1
沿岸荷役作業主任者 24 89 30 208 41 53 205 80 1 53 82 156 63 69 229 114 29 16 10 24 1
はい作業主任者 9 58 27 212 15 71 227 37 1 46 47 141 35 31 114 245 27 9 7 24 0
酸素欠乏・硫化水素危険作業主 15 44 34 105 7 13 78 56 0 9 37 62 13 40 29 27 135 24 13 6 0
ガス溶接技能者 12 45 23 76 4 6 83 30 2 5 42 46 24 20 16 9 24 103 55 5 1
アーク溶接特別教育修了者 6 26 20 49 1 5 54 21 2 5 26 27 15 13 10 7 13 55 71 4 0
チェーンソー作業従事者 1 10 9 52 4 16 71 22 0 16 21 42 10 8 24 24 6 5 4 81 1
ボイラー溶接士（特別・普通） 1 3 1 5 0 0 3 2 0 0 2 2 2 1 1 0 0 1 0 1 6
 
 次に、資格取得者数を縦軸に、1 人当りの資格保有数を横軸に散布図で表したものを図 4-3 に示す。
この図から、多くの資格を持つ技能者の数は少ないが、少ない資格を持つ人は 2 つに分かれており、
フォークリフトや玉掛けのように一人当りの平均資格保有数は少ないものの、多くの人が保持してい
る資格もあれば、逆に、はい作業主任者や大型フォークリフト資格保有者は、保有資格数は中程度で
あるが、保持する人の数が比較的少ないことがわかる。フォークリフトは、最も多くの人が保持する
資格であるものの、その資格の保有者を見てみると、平均で 3 程度の資格しか保持していないことが
わかる。一方、ガントリー・クレーンやストラドルキャリアは、資格保有者の数は少ないものの、そ
れらの資格の保有者を見てみると、1 人当りの平均保有資格数が 6 以上と大きい。そこで、例えば災
害時に、ガントリークレーン資格保有者を集めた場合の方が、フォークリフト資格保有者を集めるよ
りも、効率よく必要な資格を持った技能者を確保できる可能性がある。 
 結果的に、非常に多くの資格を持つが人数は少ない、ガントリー・クレーンやストラドルキャリア
の資格を有する技能者を先頭に、①一般的な荷役資格を持つ(図の左上に伸びる)グループと、溶接や
チェーンソー作業のような②保全や補修に資格及び大型フォーク、はい作業主任者といった必要であ
るが一般的ではない資格を持つ(図の左下に延びる)グループの 2つに分かれる雁行型を形成している
ことがわかった。 
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一人当たりの取得資格数と有資格者数
A
クレーン
玉掛け
G
フォークリフト
揚貨装置
Ｊ
D
大型自動車
大型特殊自動車
牽引自動車
船内荷役作業主任
者
B
H ＩＬP
Ｋ0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800
2000
0 1 2 3 4 5 6 7
資
格
保
有
者
数
一人当たりの資格の数
C
F
A: ガントリークレーン
B: 沿岸荷役主任者
C: ストラドルキャリア
D: 車両系荷役機械等作業指揮者
E: 小型移動式クレーン
F: はい作業主任者
G: 大型フォークリフト
H: 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者
Ｉ： ガス溶接技能者
Ｊ： デリック
Ｋ： ボイラー溶接士（特別・普通）
Ｌ： チェーンソー作業従事者
P： アーク溶接技能者
E
 
図 4-3 一人当たりの資格の数と資格保有者数 
 
ここで、荷役関連の 21 資格について、保有年数でみると、図 4-4 に示すように、総計 6 名しかい
ないボイラー溶接士が 38.5 年と圧倒的に長い。現在ボイラー溶接の資格が港湾で特に必要とされな
いことを考えると、この資格を新たに取得する人がいないために平均保有年数が非常に高くなったと
思われる。一方、ガントリー・クレーンや沿岸作業主任者等、技能者としての経験を要求される資格・
免許について、取得年数が短い。これは、たとえば前者の場合、クレーン免許取得後に適性を見た上
で、ガントリーへ進むことがあるため、保有年数的には他より短めであると推定される。沿岸荷役主
任者についても同様に、フォークリフト、はい作業といった資格を取得後、沿岸荷役主任者の資格取
得へと進むことと矛盾しないことを示している。 
 アンケートの結果、図 4-5 に示すように全体回答者の約 23%が管理職又は現場責任者であり、管理
職と現場責任者の数は、ほぼ同数であることがわかる。一般に、荷役の中で最も高度な技能が要求さ
れるといわれるガントリー・クレーンの運転者について見てみると、現場責任者が 16％と管理職の
2％を大きく上回っていることがわかる。これは、また、ガントリー・クレーンの資格を持つ技能者
の中で、約 6 人に一人が現場責任者に、さらに現場責任者の約 8 人に一人が管理職まで昇進する可能
性があることを示している。 
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資格保有年数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-4 荷役関連 21 資格の保有年数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-5 港湾物流における管理職及び現場責任者 
 
 また、ガントリー・クレーンの資格保有者（213 人）のうち、実際にガントリー・クレーンの仕事
に就いているのは 95 人で、そのうち 11 人は現場責任者となっている(図 4-6)。また、ガントリーク
レーンの有資格者で、現在はガントリーの仕事についていない者の中には 5 人の管理職が含まれる。
ガントリー・クレーンの資格を用いて実際に作業している場合には、現場責任者であった者が、管理
職に登用される可能性があること、また、ガントリー・クレーンの資格をもっていながら使用してい
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ない者が半数以上登ることがわかった。 
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図 4-6 ガントリー・クレーン実務者(現役)と有資格者の内訳 
 
 荷役関連以外では、阪神・淡路大震災時に機動力の良さで活躍したことが知られている大型バイク
免許の保有者が 74 人（2.1％）、小型船舶操縦免許保有者が 46 人（1.3％）、潜水士が 4 名（0.1%）と
なっている。その他、質問票の項目中、回答者自身が挙げた「その他災害時に役立つ資格等」あるい
は「その他特記事項」の資格・免許には、海上輸送に関連する資格（海上特殊無線 1 級等）、労働衛
生関連資格（第 1 種衛生管理者）、危険物取扱関連資格（特定化学物質等作業主任者、有機溶剤作業
主任者等）、土木系作業資格（足場の組立て作業主任者等）、また語学に関する資格（中国語、英語）
が挙げられたがいずれも少数だった。なお、これらアンケートは企業毎に行われたために、企業によ
る地震災害時のデータベースとして活用されることも期待できる。 
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第 4 節 統計手法を用いた地震災害復旧のためのコア技能者の抽出 
 
4－4－1 統計分析～数量化Ⅲ類 
港湾物流業務に携わる技能者が保持する 14 の荷役関連資格間の相対的関係を見るために、数量化
Ⅲ類を用いて多変量解析を行った。数量化Ⅲ類を選んだのは、資格の保有・非保有という質的データ
について、ダミー変数として 1・0 で表すことで、資格間の関係を少数の潜在変数（カテゴリー）で
見ることが可能であるからである。 
サンプル数の少ない資格によるバイアスを避けるため、全データ数の 5％に満たないボイラー溶接
士、デリック、アーク溶接特別教育修了者、チェーンソー作業従事者、ガス溶接技能者、酸素欠乏・
硫化水素危険作業主任者、車両系荷役機械等作業指揮者については、数量化Ⅲ類の対象からは除くこ
ととした。例えばボイラー溶接士については、資格保有者が 6 名と極端に少なく、また回答した 3
人の資格取得時期は 1967 年から 1970 年とかなり以前に取得したものであった。また、クレーン資格
に組み入れられているために、2001 年以降の資格取得者数はいないデリックについても除外した。
数量化Ⅲ類による固有値、寄与率、累積寄与率、相関係数を表 4-3 に示す。 
 
表 4-3  7 軸の固有値、寄与率、累積寄与率、相関係数 
 
Axis 
（軸） 
Eigen- 
Value 
（固有値）
Contribut- 
Ion 
（寄与率） 
Cumulative 
Contribution 
（累積寄与率） 
Co-Relation 
Rate 
（相関係数） 
1st 0.3589 16.28% 16.28% 0.5991 
2nd  0.3289 14.92% 31.20% 0.5735 
3rd  0.2399 10.89% 42.09% 0.4898 
4th  0.2070 9.39% 51.48% 0.4550 
5th  0.1867 8.47% 59.96% 0.4321 
6th  0.1647 7.47% 67.43% 0.4059 
7th  0.1573 7.14% 74.56% 0.3966 
 
 上記の結果、一般に説明力が高いとされる相関係数が 0.5 以上の 2 軸について、最も相関係数の高
いカテゴリーを 1 軸、次に高いカテゴリーを 2 軸として棒グラフに表したものを図 4-7 に示す。1 軸
については最も数値の高いのがガントリークレーン、次に高いのが牽引自動車、大型自動車と続き、
最も数値の低いのがはい作業主任者(Piling Leader)、次に低いのが大型フォークリフト(Large- Size 
Forklift)、沿岸作業主任者(Longshoring Leader)となっている。ガントリークレーンや牽引等が、貨物
の空間的な移動が大きいものを扱う資格であるのに対して、2 メートル以上の貨物のはい積み、はい
崩しに必要な、はい作業や大型フォークリフト等は同一地点で作業が多い。そこで、1 軸は、「貨物
の移動の大小」を示すと考えた。 
 また、2 軸について、最も数値の高いのは船内荷役作業主任者(Stevedoing Leader)であり、次に揚荷
装置(Cargo Winch)、ガントリークレーンと続き、最も数値の低いのが牽引自動車(Container Tractor)、
次が大型自動車(Large-Size Vehicle)となっている。これらから、1 軸については数値の高いほど海側で、
低いほど陸側で行う作業で用いられる資格となっている。そこで、1 軸は「技能者の海・陸の位置」
を示す指標と考えた。尚、3 軸から 7 軸までは、相関係数が 0.5 以下であることから用いていないも
のの、1 軸から 7 軸までのカテゴリー数量の一覧を表 4-4 に示す。 
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数
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図 4-7 .第 1 軸と第 2 軸のカテゴリー数量 
 
 
表 4-4 数量化Ⅲ類によるカテゴリー数量一覧 
カテゴリ 第1軸 第2軸 第3軸 第4軸 第5軸 第6軸 第7軸
ガントリークレーン 1.4025 0.7247 0.4040 -0.8742 0.4627 2.4174 0.5934
クレーン 0.7873 0.1096 -0.0292 -0.2147 -0.1317 2.1236 0.6821
小型移動式クレーン 0.1228 -0.0647 1.5382 6.6192 1.2508 0.4258 -0.2360
玉掛け -0.5350 0.6090 -0.6623 0.2757 -0.7866 -0.2951 1.5392
ストラドルキャリア 0.9994 -0.6441 0.6248 -0.2496 0.0727 2.3391 -1.0389
大型フォークリフト -2.3812 -1.1552 1.5679 -1.2638 4.7128 -0.0587 2.1375
フォークリフト -0.7232 -0.2443 -1.2232 -0.0011 0.2502 -0.0250 -1.0007
揚貨装置 0.7426 2.2492 0.3979 -0.2570 0.7251 -0.9708 -0.5240
大型自動車 1.1670 -1.2944 0.3982 -0.1003 -0.1806 -1.4384 0.3449
大型特殊自動車 0.0838 -0.5822 0.0945 -0.0687 -0.0260 0.2160 -0.7810
牽引自動車 1.3450 -1.3554 0.4034 -0.3281 -0.3275 -0.7645 0.3381
船内荷役作業主任者 0.9694 2.3751 0.7852 -0.5197 0.8631 -0.8846 -0.8705
沿岸荷役作業主任者 -1.4300 0.3216 2.7372 -0.5173 -1.7314 0.0762 -1.2200
はい作業主任者 -2.6774 -0.1165 2.8491 -0.4874 -2.0998 0.1801 -0.439562  
  
 数量化Ⅲ類で得られた第 1 軸を横軸に第 2 軸を縦軸として各資格を表したものを図 4-8 に示す。
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例えば、揚荷装置と船内荷役作業主任者の場合や、大型自動車と牽引車両の場合など、距離が短く、
資格相互の関係が強いことがわかった。言い換えると、この二つの資格を同時に持っている人が比較
的多いということになる。そこで、これらの資格同士のの関係をより明らかにするため、クラスター
分析を行うことにした。 
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図 4-8 数量化Ⅲ類の結果 
 
 
4－4－2 統計分析～クラスター分析 
 数量化Ⅲ類の結果を踏まえ、資格同士のグループ化を行うためにクラスター分析を行った。樹形図
を図 4-9 に示す。データの距離計算には、クラスター内のデータの平方和（ユークリッド距離）を最
小にするウォード法を用いた。変数間の距離の近さから 4 グループに分けた場合、表 4-5 に示すよう
に、揚荷装置と沿岸荷役作業主任者の資格が最も近く、次に大型自動車と牽引自動車、ガントリー・
クレーンとクレーンといった具合に、次第に距離が大きくなってゆくことがわかった。ここで、ユー
クリッド距離を求めるには、以下の式を用いた。 
ユークリッド平方距離： 
 n 個の個体について，p 個の変数 Xi1， Xi2， ... ， Xip（ i = 1，2， ... ，n ）があるとする。初
期状態として，n 個のクラスターがあるとする（各クラスターは 1 個体ずつを含むと考える）。  
クラスター間のユークリッド平方距離 dij2 は、以下により求められる。 
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クラスター分析樹形図
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< 1> < 2> < 3> < 4>
変数名 変数名 変数名 変数名
ガントリークレーン 小型移動式クレーン 大型フォークリフト 揚貨装置
クレーン 玉掛け 沿岸荷役作業主任者 船内荷役作業主任者
ストラドルキャリア フォークリフト はい作業主任者
大型自動車 大型特殊自動車
牽引自動車
 このｎ個は、1からｎ個のクラスターに分けることが可能であるが、たとえば 4個のクラスターと
した場合、表 4-6 に示すように、フォークリフト、大型特殊自動車、玉掛け、小型移動式クレーンと
いう、港湾職業能力開発短期大学校におけるカリキュラムでも取り上げられるような基本的な資格の
グループが抽出できる。そして、その場合、はい作業主任者、沿岸荷役作業主任者、そして大型フォ
ークリフトのグループ、揚荷装置と船内荷役作業主任者のグループ、ガントリー・クレーンや牽引自
動車等の属するグループ、という異なる 4 つのグループに分けられることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-9 クラスター分析による樹形図 
 
 
表 4-5 変数間の距離 
 
 
 
表 4-6 クラスター別変数名 
 
  
 
No. 変数名 距離
1  揚貨装置 - 船内荷役作業主任者 0.6196
2  大型自動車 - 牽引自動車 0.6939
3  ガントリークレーン - クレーン 1.0158
4  沿岸荷役作業主任者 - はい作業主任者 1.0552
5  フォークリフト - 大型特殊自動車 1.0588
6  玉掛け - フォークリフト 1.1474
7  ガントリークレーン - ストラドルキャリア 1.2529
8  大型フォークリフト - 沿岸荷役作業主任者 1.3177
9  小型移動式クレーン - 玉掛け 1.4246
10  ガントリークレーン - 大型自動車 1.4465
11  小型移動式クレーン - 大型フォークリフト 1.5074
12  ガントリークレーン - 揚貨装置 1.8654
13  ガントリークレーン - 小型移動式クレーン 1.9630
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 これらの 4 つのグループを数量化Ⅲ類の結果をプロットした 2 次元グラフ上に描くと図 4-10 とな
る。ここで中央の丸に含まれる資格（フォークリフト、玉掛、大型特殊自動車、小型移動式クレーン）
については、多くの人によって保持されているものの、これらの資格を所有している人の平均資格保
有数が他の 3 つのグループよりも少ないことからこれらを、基本形と名づける。また、図中上部に位
置する最も海側にあるグループを船内系、右部の最も移動の範囲が大きいグループをコンテナ系、左
部の最も移動の範囲の少ないものを沿岸系と名づけることにする。基本系以外の技能者は、基本系の
グループよりも平均資格保有数が多いことから多能とあるといえる。アンケート結果から、船内系
539 人、コンテナ系 1,530 人、沿岸系 496 人の 3 つの多能技能者のグループがあることがわかる。 
 
ガントリークレーン
クレーン
小型移動式
クレーン
玉掛け
ストラドルキャリア
大型フォークリフト
フォークリフト
揚貨装置
大型自動車
大型特殊自動車
牽引自動車
船内荷役作業
主任者
沿岸荷役作業
主任者
はい作業主任者
-2.0 
-1.5 
-1.0 
-0.5 
0.0 
0.5 
1.0 
1.5 
2.0 
2.5 
3.0 
-3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 
第2軸
第1軸
海側
移動大移動小
陸側
沿岸系
船内系
コンテナ系
基本系
 
図 4-10 4 つの技能者グループ 
 
ここで、アンケートの結果得られた多能技能者の平均資格保有年数は全て 10 年以上となっており、
ガントリー・クレーンの資格取得者の年数がもっとも短い。一般に、ガントリー・クレーンの資格を
取得するまでには、大型自動車運転免許、牽引自動車運転免許など関連資格を取得しながら 8 年から
10 年かけてガントリー・クレーンの運転手として独り立ちしてゆくことが知られているが(15)、ガン
トリー・クレーンの保有年数が一番短いのは、それを裏付けるものといえる。逆に、フォークリフト
や玉掛の保有年数が短いのは、基本的な資格として多くの人々に取得されているためと考えられる。 
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図 4-11 平均資格保有年数 
 
4－4－3 多能技能者の対応範囲 
地震災害復旧作業のレベル 1 から 4 について、沿岸系、船内系、コンテナ系の資格・免許グループ
を用い、3 章の表 3-3:地震災害復旧の 4 つのレベルに必要なスキルを整理したものが表 4-7 である。
各レベルにおいて必要性の高い資格を○印で表し、網掛けして示している。沿岸系、船内系、コンテ
ナ系が、それぞれレベル 2、レベル 3、レベル 4 の復旧作業に強く対応していることが分かる。図 7
において、4 グループに分けた例を示したが、それはこの表に示したように、4 グループに分けた場
合に、レベル 2 から 4 の復旧作業への対応が明確に示されたからである。レベル 1～レベル 4 の全て
のレベルにおいて、多能であるとともに責任ある地位の者であることが重要であるといえる。 
レベル 1 については、特に管理職又は現場責任者であることが重要であり、さらに沿岸、船内、コ
ンテナの各系の技能者のスキルを併せ持つことが有効であるといえる。ヤード内の負傷者の救助の指
揮を執り、復旧作業の段取りと手配を行うのに管理職、あるいは現場責任者としての経験や知識は必
須であると考えられる。また、荷役機械全般について広く理解していることが期待される。直接、機
械の操作をして荷役を行うことがなくても、地震後の埠頭の被害状況を的確に把握、判断するのに全
般的な知識が要求されるためである。  
レベル 2 については、ヤード内の作業者の応急処置や埠頭の応急処置手順の検討と指示を行うのに
管理職又は現場責任者であることが重要であることはレベル 1 と変わりはないが、コンテナ埠頭にお
ける大型フォークの操作、上屋や倉庫で散乱した貨物の積み付けに必要な、はい作業資格、また沿岸
荷役全般の指揮をとる沿岸荷役作業主任者の資格等、荷役系の資格が必要になる。 
レベル 3 については、手作業で荷役を行う必要が生じた場合に、ボランティア要員の指揮をとるた
めに管理職あるいは現場責任者の経験が生かされる。また、緊急物資を囲んできた船から荷降ろしを
するのに必要な揚荷装置免許、さらに船内で荷役の指揮を船内荷役作業主任者の資格が必要となる。
実際の埠頭においては、セキュリティ上、一般の立入りは制限されているため、ボランティアとはい
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え予め決めておいた団体、あるいは港湾物流企業の従業員や家族等がボランティアとなることが考え
られる。 
 レベル 4 の通常業務再開については、コンテナ埠頭の業務が再開することを想定し、コンテナ荷役
の人員配置と指示により、通常のコンテナ荷役が開始される。他所へ移動していたコンテナ、あるい
はコンテナ船に積込むコンテナを牽引車両によりヤード内に戻すことが行われる。そして、ヤード内
はストラドルキャリア、あるいはトランスファ ・ークレーン等がコンテナの揚げ降ろしの準備を始め、
コンテナ船の着岸と共にガントリー・クレーンが稼動を開始する。また、コンテナ埠頭以外でも在来
船の荷役が行われ、埠頭全体で緊急災害物資に代わって商用貨物の荷役、輸送が行われる通常の業務
が再開することになる。 
 
表 4-7 コア技能者による復旧作業 
管理職
現場責
任者
大型フォー
ク運転 はい作業
沿岸荷役
作業主任
者
船内荷役
作業主任
者
揚荷装置
運転
大型自動
車運転
牽引車両
運転
ガントリー
クレーン運
転
ストラドル
キャリア運
転
クレーン運
転
崩落バース・ヤード亀裂の確認 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
電源確保の確認 △ △ △ △  △  △
機械の被害状況確認（目視）・報告 △ △ △ △ △ △ △ △
機械業者への修理要請 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
ヤード内負傷者への救助 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
復旧作業の段取と手配 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
破損岸壁への応急処置（鉄板補強等） △ △ △ △
手作業による荷物の移動 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
ヤード内作業者への応急処置 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
応急処理手順の検討と指示 ○ ○ ○
上屋内散乱貨物の片付け △ △ ○ ○
使用可能機器の搬入 ○ △
ヤード内散乱コンテナ片付け △ △ ○ △ △
蔵置コンテナの移動 ○ △ △
破損コンテナの移動 ○ △ △
水没コンテナ撤去 　
破損コンテナの修理（溶接） △ △
倉庫内積み上げ △ △
船外への貨物の移動 △ △ ○ ○
港湾から街中への運搬 △ △
大型自動車への荷積み △ △ △ △ ○ ○
船内での荷役の指示 ○ △
ボランティア要員等への指示 ○ ○ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △
積卸し計画書作成 △ △ ○
コンテナのヤード内搬入 ○
コンテナ船への荷役機械操作 ○ ○ ○
コンテナ荷役の人員配置と指示 ○ ○ ○ ○ ○
事務書類作成 △ △
○ d b h h i i
災害復旧作業
沿岸系 船内系
レベル4：　業務再
開
コンテナ系
レベル1：　初動
レベル2：　応急処
置
レベル3：　緊急災
害輸送
災害復旧レベル
必要なスキル等
 
        ○：コア技能者に必要な資格   △：コア技能者に役立つ資格    空白：該当せず 
 
4－4－4 地震災害復旧に必要なコア技能者 
アンケート調査の分析結果に基づき、地震災害の復旧初期に必要な人材について、多能性と復旧活
動への責任という 2 つの指標を用いて定義する。多能性については、災害時、たとえばフォークリフ
トの資格のみを持つ技能者よりも大型フォークリフトが運転できる者、玉掛のみよりも揚荷装置やク
レーンの運転まで可能といった多数の技能を持つ方が、地震災害時に幅広く活躍できる確率が高くな
ることによる。また、地震復旧活動についての責任について、管理者又は現場責任者といった職場の
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リーダーを想定したのは、管理職や現場責任者には一般従業員には求められないチーム全体への安全
への配慮、部下へ仕事への責任が平常時から求められているので、非常時においても指導力が発揮さ
れると期待できるからである。 
そこで、図 4-12 に示すように、より多くの資格を持っているという多能性を縦軸に、管理職又は現
場責任者としての責任の重さを横軸にとると、多能技能者でもあると共に管理職又は現場責任者とい
った責任ある立場にいる多能リーダーの位置づけを明確にすることができる。経営管理における人的
資源管理論においては、このような 2 軸の異なる指標を用いて近年「コア人材」を定義している(16)。
背景には、80 年代よりアメリカで提唱されるようになった戦略的人的資源管理論の影響を受け、90
年代にグローバル化の進んだ日本では、パートやアルバイト等の非コア人材に対して、正社員のうち
でもそれら非コア社員に置き換えられない仕事をする将来の基幹となる社員（＝幹部候補）として「コ
ア社員」という言葉が使われてきたことが挙げられる(17)。このコア人材という定義を用いると、今
回抽出した多能リーダーは人的資源管理論におけるコア人材の一種であると言うことができる。 
多能性と責任の 2 つの指標で定義されるコア技能者は、その多能性の特色から沿岸コア、船内コア、
コンテナ・コアに分けられる。そして、さらにこれら 3 つのコア技能者としての資格・免許を併せも
つコア技能者を図 4-13 に示すようにスーパー・コア技能者と名づける。アンケート結果によると、
回答者 3,468 人中、沿岸コアは 133 人（3.8％）、船内コアは 154 人（4.4％）、コンテナ・コアは 220
人（6.3％）、スーパー・コアは 23 人（0.7％）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-12 コア技能者の定義 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-13 4 つのコア技能者 
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現場責任者)
（多能技能者でもな
く管理職又は現場責
任者でもない）
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第 5 節 4 章の結論 
 
 本章では、地震災害時の早期復旧を行うのに必要な港湾物流技能者を定義するため、統計的な手法
を用いて技能者の類型化をおこなった。類型化には、1960 年代の海上輸送のコンテナ化、機械化に
よって必要となった、荷役機械の運転資格・免許や安全性を確保しながら迅速に作業を行うための荷
役主任者等、港湾物流の荷役に必要な資格・免許を調査の対象とし、下記の①から⑥の手順で行った。 
 ① 地震災害後の港湾物流機能の復旧に必要な資格・技能を持った人材が、現実にどれぐらいいる
のか、また復旧作業に携わることができるかを具体的に検討するため、横浜港の港湾物流事業者にア
ンケート調査を行うことで、231 社中 174 社(回答率：75.3％)、3,468 名の回答を得た。特に荷役に関
連する事業者からは、100％の回答を得ることができた。 
 ② 荷役に関連する 21 資格について取得率の高い資格・免許としてはフォークリフトを筆頭に、
玉掛、大型特殊自動車等があり、港湾物流に携わる従業員が複数の資格を有すること、一方、ガント
リー・クレーンやストラドルキャリアは、保有資格者の数は少ないものの、それらの保有者を見てみ
ると、1 人当りの平均保有資格数が 6 以上と大きいこと等、何らかの傾向があることがわかった。 
 ③ そこで、港湾物流業務に携わる技能者が保持する 21 の荷役関連資格間の相対的関係をみるた
めに、資格の保有・非保有という質的データについて、数量化Ⅲ類を用いて多変量解析を行った。数
量化Ⅲ類を行うことで、資格間の関係を少数の潜在変数(カテゴリー)で見ることが可能となり、最も
相関の高いカテゴリーを 1 軸、次に相関の高いカテゴリーを 2 軸としてグラフを描くことで、資格相
互の関係の強さと傾向が明らかになった。 
 ④ 次に、資格同士のグループ化を行うために、クラスター分析を行った。距離計算にはウォード
法を用い、変数間の距離の近さから 4 つのグループに分け、数量化Ⅲ類の結果得たグラフに重ね合わ
せた。4 つのグループは、それぞれの特色から、基本系、沿岸系、船内系、コンテナ系と名付けた。 
 ⑤ 地震災害復旧作業のレベル 1 からレベル 4 について、沿岸系、船内系、コンテナ系の資格・免
許で、3 章で得た地 震災害復旧の 4 つのレベルに必要なスキルを整理すると、沿岸系、船内系、コ
ンテナ系がそれぞれレベル 2、レベル 3、レベル 4 の 3 つのレベルに対応していることがわかった。 
 ⑥ 地震災害の復旧の初期には、技能の多能性と復旧活動への責任が必要であることから、この 2
つでコア技能者を定義した。その結果、沿岸系、船内系、コンテナ系に対応するコア技能者を、それ
ぞれ沿岸コア、船内コア、コンテナ・コアと名づけた。さらにこられ 3 つのコア技能者としての資格・
免許を併せ持ち、レベル 1 の初動に対応するコア技能者をスーパー・コアと名づけた。  
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第 5 章 地震災害時の人材確保におけるコア技能者の有効性 
 
第1節 災害復旧初期におけるコア技能者 
 
本章では、前章で得られた 4 種類のコア技能者の役割を、最も港湾物流技能者の活躍の期待される
レベル 1：初動とレベル 3：緊急災害輸送を中心に、4 つの全てのレベルについて考察する。 
図 5-1 に示すように、スーパー・コアは、地震災害直後の混乱した状況において、より多くの作業
に対応できる。港湾管理者や国土交通省が今後の対策を考える上で、日常の現場を知る技能者の報告
は貴重である。また、耐震岸壁を緊急物資の輸送に使う必要がある場合、コンテナ、沿岸、船内のす
べての機能に明るいスーパー・コアは適切な指示が出せると共に、必要とあれば自ら機械を運転する
ことも可能である。船内系、沿岸系、コンテナ系の技能者とも仕事を通じて面識があるため、災害復
旧のための現場における司令塔の役割を果たすことが可能である。 
 沿岸コアについては、散乱したヤードの貨物の移動や処理に活躍が期待される。崩れたバラ貨物の
組付けや大型フォークを使ったコンテナの移動、置き場の確保など、業務復帰までの下準備に重要な
役割を果たす。また、災害物資の倉庫や上屋への移送やはい作業などヤードを熟知した沿岸コアがリ
ーダーシップを発揮する場となる。また、レベル 1：初動で確認を終えたスーパー・コアと連携をと
りながら、港湾管理者等と協議し、最適な応急処置を指揮、実行することになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-1 復旧の 4 つのレベルとコア技能者 
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復旧完了へ
地震発生 24時間後 48時間後 72時間後
レベル1： 初動
・災害発生直後
に参集。
・現場の状況を
把握。
・災害対策本部に
連絡。
・今後取るべき
処置を検討する。
レベル3： 緊急災害輸送
・他県等から運ば
れる緊急援助物
資の荷役を行う。
・保管場所まで
迅速に移送。
レベル4： 通常業務再開
・クレーン等の荷役機械
の動作確認。
・オペレーション・ターミナ
ル等と連絡を取りながら
通常の荷役を再開。
レベル2： 応急処置
・緊急災害
輸送で使用
するため、
ヤードの確保
等を行う。
スーパー・コア
沿岸コア
船内コア
コンテナ・コア
緊急物資の輸送に最も活躍するのは船内コアとなる。船内コアは、管理職又は現場責任者というマ
ネジメント経験のある人材であることから、他の専業技能者と共に必要であればボランティアの協力
を得ながら物資輸送に携わることが可能となる。また、船内コアであれば、リーダーとして他の技能
者の指揮・監督に当たれる強みがある。 
 コンテナ・コアについては、通常業務の再開を最優先にすることを考える。特に、震災が港湾を直
撃し後背地については通常の業務が行われている場合、港湾におけるコンテナ荷役機能の復旧が、物
流のボトルネックにならないように迅速な復旧が求められる。コンテナ・コアの多くは、ガントリー・
クレーン等が保守業者やメーカーの担当者等によって点検されている時には、牽引車やストラドルキ
ャリアを運転しヤード内のコンテナを移動させることも可能である。 
 これらスーパー・コア、沿岸コア、船内コア、コンテナ・コアの 4 つのコア技能者については、そ
れぞれレベル 1、レベル 2、レベル 3、レベル 4 に対応しているものの、活動範囲は 1 レベルに留ま
ることなく、たとえば、スーパー・コアが応急処置への指示を行うことや、沿岸コアが緊急災害処置
まで手伝うことはありうる。特に、緊急災害輸送に関しては、埠頭の特性や被災状況により使用でき
る荷役機械等が異なるために、沿岸、船内、コンテナの各コアが同時に活躍するといったこともあり
うる。また、レベル 4 の通常業務再開までに、一部の業務は緊急災害輸送といった限られた形で始ま
っていることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-2 地震災害復旧レベルと 4 つのコア技能者 
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第 2 節 地震災害時の人材の確保 
 
5－2－1 ディシージョンツリーによる技能者確保の可能性 
地震災害が勤務時間外に発生した場合、居住地から埠頭への交通機関の不通を初め、技能者の確保
は容易でない。そこで横浜港を対象にそれぞれの復旧レベルにおいて活躍が期待されるコア技能者の
居住地等から、勤務時間外における埠頭への徒歩での到達可能性をディジーション・ツリーを用いて
考える（図 5-3）。  
地震発生
自分無事
家族無事
交通機関OK
病院ヘ
徒歩可能*
埠頭まで
歩く
機械動作
OK?
NG
埠頭OK?
家にいる
埠頭まで
出向く
機械動作
OK?
No
(家にいる)
NG
NG
NG
NG
0.896
0.896
0.38
0.5(0.85)
0.5(0.15)
0.6２
1.0
勤務時間外
勤務
時間
病院ヘ
会社の指示に従う
1.0
 
図 5-3 技能者が埠頭に到着するためのディシージョン・ツリー 
 
ここで、ディシージョン・ツリーの分岐点で使われる確率については、下記の変数を用いた。 
P1：自分無事の確率 
P2：家族ありの確率 
P3：家族無事の確率 
P4：交通 OK の確率 
P5：徒歩 OK の確率 
P6：埠頭まで歩く意志を持つ確率 
ここで自分無事の確率 P1 については、下記の市内在住者に対する犠牲者の式により算出すること
とした。尚、（ ）内に最も被害の大きな南関東地震による横浜市の推定数値を示す。 
死者数：D（3,653 人） 
死傷者数：I（22,946 人） 
避難者数：R （503,034 人） 
市内在住者の合計：C （3,426,651 人） 
P1＝１－（D + I + R）/C  
その結果、自分無事の確率：P1 は 0.896 となった。家族ありの確率については、実際のアンケート
結果からコア技能者毎の扶養家族有りの数値を用いることとする。家族無事の確率 P3 は、P1 と同様
（＝0.896）とし、P4 については交通不通を想定し０とした。P5 の徒歩 OK の確率は、耐震岸壁を持
つ本牧埠頭を想定対象とし、居住地が本牧埠頭から 10Km 以内を徒歩可能圏とし、圏内に住む復旧レ
ベルに応じたコア技能者の数をコア技能者全体で割ることで求めた。ここで、10Km を徒歩圏内とし
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たのは、東京都の行った帰宅困難者の報告書で自宅から 10Km以内を全員帰宅可能としていること(1)、
ビル管理会社の中で勤務先から 10Km 圏内居住者を「対策要員」と位置付け、迅速な初動活動が行え
るように人的体制を整備していることを売り物にしている会社がある(2)等、10Km が徒歩可能の指標
として用いられていることによる。 
P6 の埠頭まで歩く・歩かないの意思決定は、地震災害復旧のための「コア技能者」として指名さ
れるか否かで異なることとする。即ち、予めコア技能者の取り決めがなかった場合、勤務時間内に埠
頭に来るか来ないかの意思決定は個人に任されるため P6は 50％と考えられる。コア技能者として指
名された場合、少なくとも 50％以上になると考えられるが、具体的な統計を示したものはない。そ
こで、東海地震における救援活動に従事可能な応援部隊の派遣規模について、「突発的に発生した場
合」と「警戒宣言が発せられた場合」の人数(1)を基に推定することにする。地震発生から 12 時間後
について、地震が突発的に発生した場合には 16,210 人に過ぎない派遣規模が、警戒宣言が発せられ
た場合には 1.7 倍の 27,630 人になるという試算を参考に、コア技能者を導入しなかった場合に 50%
であった確率が、コア技能者を導入した場合には 85%になると仮定した。  
また、埠頭へ到着する確率は、それぞれの分岐点での確率が独立であることからこれらの積により
求められ、その結果、コア技能者の埠頭へ来る確率は、コア技能者を導入した場合、4 種類のコア技
能者全体で 52.6%、導入しない場合は同様に 31%となった。コア技能者を導入した場合とそうでない
確率は、レベル毎にコア技能者の家族の有・無と居住地が異なるため、数値はレベル毎に異なる。 
これらコア技能者の埠頭への到達確率を考慮した上で、確保可能な技能者の数をレベル 1 とレベル
3 について算出したものを次項以降に示す。レベル 2 の応急処置については、岸壁の補修や荷役機械
の修理等、外部機関に依存する度合いが大きいことから、また、レベル 4 については、通常の業務の
延長と考えられることから 4 節で説明し、技能者数の試算については含めていない。 
 
5－2－2 コア技能者の徒歩可能数の算出 
具体的なコア技能者の徒歩可能性については、アンケートの結果得た住所を基に居住地を描き (図
5-4)、人数を割り出すこととした。その結果、横浜港で最も多くの海上貨物を取り扱い、スーパー中
枢港湾の中核をなす本牧 B・C 突堤から直線距離で 10Km 以内に居住するコア技能者の数が明らかに
なった。 
 
図 5-4 コア技能者の居住地 
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第 3 節 必要なコア技能者～レベル 1 及びレベル 3 
 
5－3－1 レベル 1：地震害災害時に必要とされるスーパー・コア技能者 
災害復旧時のレベル 1 においてスーパー・コア技能者は、災害初期の状況把握と外部も含めた適切
な判断を行う上で重要な役割を果たす。そこで、横浜港のＢ･Ｃ埠頭の罹災状況を点検することを想
定し、コア技能者を設定する場合と、設定しない場合で、確保できるスーパー・コア技能者の人数に
どの程度の差が生じるかを考える。 
 まず、実際の点検にどれほどのコア技能者が必要になるかを考えてみる。一般に巡視点検について
は、目視や聴音という「人」の知識や経験、勘に依存するために余り研究がされてこなかったことが
知られている(2)。そこで、港湾の点検に要する時間を横浜港湾局に問い合わせたところ、実際の現
場点検は乗用車により行われており、徒歩による点検は行われてないことがわかった。地震災害時の
陸上からの点検については徒歩以外では難しいため、推定時間を聞いたところ本牧の B・C 埠頭を想
定した場合、半日程度というヒアリング結果を得た。そこで、横浜港にある公共又は公社埠頭のうち
(図 5-5)、取扱貨物量の上位 4 位を占める、本牧埠頭、大黒埠頭、南本牧埠頭、そして山下埠頭につ
いて、点検にかかる時間を算出することにした。なお、点検時間について下記の 2 つの仮定を設定す
る。 
①地震後は平常時の点検時間（推定）の２倍の時間がかかること 
②ヤード（コンクリート亀裂等）及び機械（概観）の状況把握の必要上、２人体制で回ること 
 
 
出所) 横浜港港湾計画 2006 年 6月発行 
図 5-5 横浜港における埠頭整備計画図 
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埠頭名
バー
ス名
Ttl 
No.
バース長
(Km)
（コンテナ・
バース ）
バースのタイプ
通常の
ヤード点
検時間
地震後の予
想ヤード点
検時間
必要なスー
パー・コアの
数
本牧
A 8 1.80（1.1） 貨物／コンテナ 4.5 9
6BC 7 1.59(1.39) 貨物／コンテナ 4 8
D 5 1.22(1.22) コンテナ 3 6
新建
材 2 0.33 建材 0.8 1.6
2
南本牧 MC 2 0.7(0.7) コンテナ 1.8 3.6
大黒
C 4 1.3(0.7) 多目的／コンテナ 3.3 6.6
4
L 1 0.2 外航船 0.5 1
P 4 0.52 内航船 1.3 2.6
T 9 1.83 外航不定期船 4.6 9.2
山下 No. 1～10 10 1.86 貨物 4.7 9.4 2
合計 11.35(5.11) 28.5 57 14
 前述の 2 つの仮定を基に推算すると、横浜港の主要埠頭である本牧、南本牧、大黒、山下の各埠頭
を点検には表 5-1 で示すように、合計約 14 人のスーパー・コア技能者が必要であることになる。 
 
表 5-1 埠頭を点検するのに必要なスーパー・コア技能者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これに対して、何人のスーパー・コア技能者が本牧 B・C 埠頭に参集可能かディシージョン・ツリ
ーを用いて計算すると、スーパー・コア技能者の場合、アンケート結果のから、 
・ 扶養家族有り：95.7% (22 人) 
・ 徒歩可能：54.5％ (12 人) 
であることから、スーパー・コア技能者が埠頭へ来る確率は 37.4％、期待値 9 人という数値を得た。
これは、コア技能者を導入しなかった場合が確率 22%、期待値 5 人と、必要な人員 14 人の半分にも
満たないのに対し、2/3 近い人数を確保できることになる。換言すると、スーパー・コア技能者を導
入することにより、確保可能人員が増加し、その結果災害直後の現場点検を迅速に行うための必要人
員数に近づくことがわかった。 
 
 5－3－2 災害時の緊急輸送 
 災害時の緊急物資の輸送については、近年では 9.11 同時多発テロとハリケーン・カテリーナを経
験した米国において、SOLE2006 の年次総会で取り上げられ(3) 、日本では、震災時の医療品の備蓄
についての推計方法が示されるなど(4)、国内外で関心が高まっている。横浜市を初め、地方自治体
においても、防災対策の中で災害時のための備蓄情報が示されているものの、たとえば横浜市の場合、
人口 350 万の市民に対して、食料については乾パン 120 万食とクラッカー45 万食に留まっている(5)。
また、住民の備蓄に関しても、1995 年の阪神大震災以降、大地震を経験した住民の９割超が食料や
飲料水などの災害用品の備蓄をせずに被災していたことが、消防科学総合センターの調査で明らかに
なっている(6)。 
 阪神淡路・大震災時においては、上水道施設の完全復旧までに 3 か月を要し、断水により日常生活
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が大幅に制約された地域があるという(7)。最も被害の大きかった地域の一つである神戸商船大学の
周辺では、電気が復旧したのが地震の発生(1 月 17 日)から 4 日後なのに対して、水道・ガスの復旧に
葉 2ヶ月以上と大幅に遅れたことが報告されている。学生寮や体育館・武道館に 1月 21日時点で 1,060
人の避難者を収容したことが確認されているが、1 月 19 日に他大学等からの救援物資が届くまで、
救援物資が全く到着せずに救援物資の立ち遅れが指摘されている(8)。 
そこで、レベル 3 の災害物資輸送において、必要な物資の量と必要なコア技能者の関係を求め検討
することとする。 
避難者数：R 
一人当たり必要な援助物資量：E 
都市の災害時物資必要量：L 
とすると、Ｌ＝Ｅ×Ｒ（Ｅ＝Ｌ/Ｒ）となる。 
災害時物資必要量（L）については、公開している自治体が限られていることから、中央防災会議
が提供する東海地震の際の必要物流量を参考に推定することにする。 
東海地震の静岡県の物資必要量については、水（t）、食料（食）、毛布（枚数）、おむつ（枚数）、簡
易トイレ（基）と、必ずしも重量が明記されない物も含まれることから、下記の仮定を設ける。 
・ 食料１食当りの重量：0.5Kg 
・ 毛布 1 枚：2Kg 
・ おむつ 1 枚：0.1Kg、 
・ 簡易トイレ 1 基：10Kg   
 この仮定を東海地震時の静岡県の物資必要量に当てはめると表 5-2 に示すように、総重量：29,434t
が静岡県の 120 万人の被災者に 1 週間に必要となる。そこで、1 人 1 日当たり 3.5Kg(①)の援助物資
が必要であることがわかる。また、援助物資の総量を 1 都 7 県に拡大すると、1 人 1 日当りの重量は、
5.4Kg(②)となる。1 都 7 県の必要量が上がったのは、愛知県で最も飲料水を必要とすることによるも
のである。 
 
表 5-2 緊急物資量の推定 
静岡県のケース
(避難者：120万人) 飲料水 食料 粉ミルク おむつ 毛布 簡易トイレ 総重量
避難者1人当り
重量
応援物資必要量 22,000t 1,400万食 7.8t 43万枚 18万枚 2,300台 ‐ ‐
　
1日当り応援物資
必要量(物流量:) 22,000t 7,000t 7.8t 43t 360t 23t 29,434t 3.5Kg
出所： 中央防災会議幹事会(2003年12月)を基に重量の仮定により算出
1都7県のケース
(避難者：190万人) 飲料水 食料 粉ミルク おむつ 毛布 簡易トイレ 総重量
避難者1人当り
重量
応援物資必要量 60,000t 2,300万食 10t 45万枚 18万枚 2,600台 ‐ ‐
　
1日当り応援物資
必要量(物流量:) 60,000t 11,250t 10t 45t 360t 26t 37,732t 5.4Kg
- 食料関連 - - 衣料関連 - - 住居関連 -
 
 
ここでは対象範囲の狭い①のケースにおける 1 人当たり必要な物資の重量 3.5Kg を、横浜市が予測
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する横浜直下型及び南関東地震、東京湾北部地震における神奈川県に必要な物流量の推定に用いるこ
とにする(表 5-3)。 
 
表 5-3 緊急物資量と必要荷役要員数の推定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5－3－2 レベル 3：災害緊急輸送に必要とされる船内コア技能者 
前項で得た緊急輸送 1 日当りの所要量と対応する荷役人数、ギャングの必要数の推定を表 5-3 上段
に示す。なお、荷役人数の算出に当っては、雑貨の荷役を行う場合、在来船の 1 人/1 日当たりの平均
作業原価計算を参考に行った場合、 1 ギャングの構成人員を 15 名とした場合の 1 人/1 日当たりの生
産量は約 20ton、1 人/1 時間当り 2.5ton とされている (9)。また、現在は雑貨の多くはコンテナにより
輸送されるが、在来船が主流であった 1960 年代当時の実測データによると、1 人/1 時間当り 1.7ton
という数値もある(10)。前者は、生産性の面からの目標値であること、地震災害後であることを考慮
して、後者の 1 人/1 時間当り 1.7ton、即ち 1 日当り 13.6ton を用いることにする。 
雑貨を専門の荷役作業員が行う場合のギャング構成から推定すると、約 15 名に 1 名の船内作業主
任者と 1 名のウィンチマンと呼ばれる揚荷装置運転者が必要となるが、同様に地震災害後であること
を考慮して、2 名の船内コア(船内荷役作業主任者又は揚荷装置の免許を持ち、なおかつ管理職又は
現場責任者)を配置すると仮定した。 
次に確保可能数を推定することとする。横浜市直下型地震及び南関東地震に見舞われた際に、本人
や家族の無事、本牧 B･C 埠頭から 10Km 以内に居住する等から確保可能な船内コアの人数をディジ
ージョン･ツリーにより求めると、船内コア 154 人中、扶養家族有りが 121 人、10Km 圏内の居住者
が 117 人であることから、それぞれ約 89 人及び 87 人となり、図 5.5 の上段で示す横浜市内又は、神
奈川県の避難者への物資輸送の全量を港湾荷役を通じて賄うだけのコア技能者を確保することは可
能である。しかし、東京湾北部地震が起こった際に必要な船内コアの数は約 140 人であることから、
10Km 圏内に居住する船内コアでは神奈川県全体の避難者へ物資全量を供給することは難しい。もち
ろん、神奈川県全体においては、他港からの物資の輸送や陸上輸送の可能性も考えられるので、横浜
港一港で賄う可能性は低い。   
M7.0 横浜市直下型 M7.9　南関東地震 M7.3 東京湾北部地震
静岡県における
物資必要量
物資応援必用量
避難者数（静岡
県：１２０万人）
避難者一人あたり
重量
物資応援必用量
避難者数（横浜市の
み：34万人)
物資応援必用量
避難者数（横浜市の
み：50万人）
物資応援必用量
避難者数（神奈川県
150万人）
避難者数 1,200,000 340,000 500,000 1,500,000
飲料水 22,000 22,000 0.01833 6,233 9,167 27,500
食糧 14,000,000 7,000 0.00583 1,983 2,917 8,750
粉ミルク 7,800 8 0.00001 2 3 10
毛布 180,000 360 0.00030 102 150 450
おむつ 430,000 4 0.00000 1 1 4
簡易トイレ 2,300 23 0.00002 7 10 29
 
合計（ｔ）
(1週間） 29,394 0.02450 8,328 12,248 36,743
1日所要量（ｔ) 4 ,199 1,190 1 ,750 5 ,249
M8.0　東海地震(物流量基準値）
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しかしながら、緊急援助物資を必要とするのは自宅が崩壊した等の理由で避難所に集まった避難者
ばかりではない。一般住民の 9 割が災害用の備蓄をしていない現状を考慮した場合の、必要な援助物
資量を図 5-5 の下段に示す。この場合、陸上輸送を考慮して必要物資の 25％が港湾荷役を通じて供
給されるものと仮定しても、横浜直下型と南関東地震共に、8 割程度の船内コアを確保することしか
できない。さらに、東京北部地震については、必要なコア技能者の数は 272 人となり、10km 圏内に
居住する船内コアでは神奈川県全体の避難者へ必要とされる物資(総量の 25％)を提供することは難
しい。 
また、南関東地震の場合、埠頭から 10Km 以内に居住する船内コア技能者が 87 名であることから
推算すると、荷役要員 1 人当たりの荷役量：13.6ton という仮定の元では、1 日最高 8,870 ton 程度が
上限であると考えることができる。その場合には、約 660 人の荷役要員が必要になる。 
 
避難者：34万人(横浜)
援助物資必要者：34万人
物流量：1,190t
荷役要員数：88人
必要船内コア数：12人
避難者：50万人(横浜)
援助物資必要者：50万人
物流量：1,750t
荷役要員数：129人
必要船内コア数：18人
避難者：150万人(神奈川)
援助物資必要者：150万人
物流量：5,250t
荷役要員数：386人
必要船内コア数：50人
横浜市直下型地震(M.7.0) 南関東地震(M.7.9) 東京湾北部地震(M.7.3)
援助物資
必要者数により分岐
住民数：352万人
援助物資必要者：317万人
(住民の90％)
海上輸送経由：79万人
(全輸送の25%)
物流量：11,080t
荷役要員数：815人
必要船内コア数：110人
住民数：352万人
援助物資必要者：317万人
(住民の90％)
海上輸送経由：79万人
(全輸送の25%)
物流量：11,080t
荷役要員数：815人
必要船内コア数：110人
住民数：879万人
援助物資必要者：791万人
(住民の90％)
海上輸送経由：197万人
(全輸送の25%)
物流量：27,690t
荷役要員数：2,036人
必要船内コア数：272人
船内コア
の数:87人
避難者へ 避難者へ
住民9割へ 住民9割へ
避難者へ
住民9割へ
船内コア
の数:89人
注）13.6ton/1日(1.7ton/H)の荷役可能であると仮定。1ギャング15人で2人の船内コアを配置。  
 
図 5-5 レベル 3：災害時の援助物資物流量の試算 
 
 上記から、地震災害時の必要な要員確保のために、コア技能者という概念を用いることが、緊急災
害物資の荷役可能物流量を算出する上で有効であることがわかった。と同時に、港湾の被災状況によ
っては使用できるコンテナ(ガントリー)・クレーン等荷役機械が使用できる場合があることや、逆に
人手のみしか荷役ができない場合もあることも考慮する必要がある。また、緊急災害物資の荷役の形
態についても、船から岸壁エプロンに卸す場合に加えて、ヤード内から近くの上屋や倉庫に運搬する
のも、港湾荷役の重要な仕事である。そうした荷役の形態や範囲をさらに特定し、緊急災害物資の物
流量の検討を行う必要があることがわかった。
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第 4 節 レベル 2 及びレベル 4 におけるコア技能者の導入 
 
5－4－1 レベル 2：応急処置で必要とされる沿岸コア技能者 
 レベル 2 の応急処置については、被災したコンクリートの補修や鉄板の敷設、溶接、陥没ポイント
の埋め戻し等が考えられるが、これらは港湾物流技能者が担当するようもむしろ、土木担当者が行う
ことになる（図 5-6）。阪神・淡路大震災に際しても、緊急災害輸送を行う港については、県の土木
局が担当し、業者に土木工事を委託したことが伝えられている(11)。レベル 1 の初動時に被災の度合
いが軽微で応急処置中にも使用可能となった埠頭には、カラーコーン等を配置し動線の誘導する必要
がある。逆に、危険地域には立入り禁止のバーを設置する等の仕事は、港湾局の指示を受けた土木作
業者の仕事となる。また、横浜市の防災計画においても、応急処置は、国土交通省関東地方整備局と
横浜市港湾局の協議がなされることになっており、最終的に土木浚渫協会等の工事業者に工事の要請
が行われる(12)。 
また、応急処置には、荷役中に海中に落下、あるいは岸壁から海中に崩れ落ちた水没コンテナの除
去も含まれる。これらのコンテナを海中から引き揚げるには、専用のクレーンを持ったサルベージ会
社の船と技術が必要になり、港湾物流業者にできることは、平常時の利用者としての知識等限られて
いる。 
 
土木作業会社
Yes
No
レベル２
初動準備コンクリート亀
裂なし
破砕コンテナあり
荷役可能？
大型フォークに
より移動
水没コンテナ
なし
緊急災害輸送
準備
レベル２終了
コンクリート亀裂補修
移動式クレーン使用
水没コンテナ除去
補修終了？
破砕コンテナ除去完了
水没コンテナ除去完了
サルベージ会社
港湾運送事業者
No
No
No
No
Yes
Yes
Yes
No
Yes
Yes
Yes
No
 
図 5－6 レベル 2 応急処置のフロー 
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 一方、平常時の埠頭を最もよく知る責任ある立場にある沿岸コアは、必要とあれば工事業者の補修
活動に立ち会い、フォークリフトによる応急処置や、大型フォークリフトを初めヤード内で使用可能
機器の搬入、コンテナ埠頭にあっては蔵置コンテナの片付けや破損コンテナの移動、上屋内の散乱貨
物の片づけと活躍が期待される。また、被災下の混乱の中で、応急処置の手順の検討と指示について
も適切に対応可能と考えられる。 
こうした沿岸コアの活躍が期待される一方で、レベル 2 における主要業務を担うステークホルダー
は、港湾物流事業者よりもむしろ公的機関の指示を受けた土木業者であることに変わりはない。公的
機関の適切な指示と彼土木事業者の迅速な対応が、港湾物流復旧のレベル 2 以降の復旧の成否を握っ
ているといっても過言でない。いずれにしても、沿岸コアの対応する被災状況は、埠頭と地震の種類、
程度に依存するため、土木従事者と港湾物流技能者との共同作業としての観点から別途検討が必要で
あると考える。 
 
5－4－2 レベル 4：通常業務再開で必要とされるコンテナ・コア技能者 
レベル 4 の通常業務再開については、図 5-7 に示すように、港湾運営事業者の情報システムが回復
することはもちろん、多くの船社が使用する公共埠頭の場合、船社あるいは船舶代理店である港湾運
送事業者間の再開順位等の調整が必要になる。たとえば、阪神・淡路大震災により被災した神戸港で
は、多くの船社が神戸港以外の港である大阪港や横浜港、あるいは釜山港といった港を利用したこと
が知られている(13)。横浜港が被災した場合には、大型コンテナ船についての代替として暫定的に静
岡県の清水港から陸送で都心に貨物が運ばれる、ことが考えられるが、東京との輸送では被災地域を
通るルートとなる(14)。また、トランシップ貨物の多かった神戸港と異なり、首都圏をかかえる横浜
港の場合、陸送によるコスト高から使用可能な限られた数の埠頭に集中することも考えられる。日本
の港湾管理運営方式は、船社が専用に埠頭をリース契約している公社埠頭はともかく、多くの船社が
乗り入れる公共コンテナ埠頭では、船舶代理店間の調整が必要になる。 
さらに、たとえ港湾物流業者の受け入れ態勢が整っても、荷主企業が貨物を輸送できる状況にない
場合は、通常業務再開まで至らない。近年、企業においても地震災害等による中断を最小限に留める
ための BCP や工場生産の冗長性を持たせるために国内に複数拠点を設ける方策等がとられているこ
とも多い。このように、港湾運営事業者、港湾物流業者、荷主の三者の体制が整って初めて通常業務
再開が可能になる。 
また、横浜港で外貿貨物量の約 4 割(15)、東京港では 9 割以上(16)がコンテナにより運ばれる現在、
埠頭の再開には、荷役を行うコンテナ・コアの活躍なくしてありえない。荷役業務自体は平常時と変
わらないものの、災害復旧から平常業務へ移行するための外部との調整や地震災害後という環境の激
変へ柔軟に対応する必要がある。コンテナ・コアの技能者としての専門性と共に、リーダーとしての
状況判断や調整能力が生かされることになる。 
レベル 4 の通常業務再開については、港湾の被災状況は元より、コンテナというユニット化された
輸送においては、船社の輸送戦略により港湾の選択が恣意的に決定されるといわれていること(17)等
から船社や荷主の意向や復旧戦略とも関連しているために、コンテナ・コアは所属する港湾物流企業
の指示を仰ぐことになる。いずれにしても、コンテナ・コアは、地震災害復旧活動と通常業務への橋
渡しを行う上で、重要な役割を担うことになり、特に緊急災害輸送でコンテナ・クレーンが利用可能
である場合等、レベル 3 における活躍が期待される場合もあり、それについては 7 章で詳述する。 
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船社内の寄港地間
の調整
Yes
レベル４
初動準備緊急災害輸送
終了？
情報システム復旧
OK？
公社埠頭？
レベル4終了
船舶代理店間で調整
港湾運送事業者(船舶代理店)
港湾運営事業者No
No
Yes
Yes
No
Yes
No
輸送貨物情報収集
代理店間調整OK?
情報システムを復旧
通常業務再開
輸送貨物有り?
Yes
No
荷主
 
図 5-7 レベル 4：通常業務再開のフロー 
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第 5 節 5 章の結論 
 
 本章では、地震災害復旧のためのコア人材の概念を導入することで、復旧初期段階で技能者が主に
活躍する４つのレベルとそれに対応するコア技能者の役割分担・特色が明確になることを示した。 
地震災害直後は居住地～埠頭への交通機関が普通である可能性が高いため、技能者の徒歩での埠頭
への到達可能性をディジージョン・ツリーにより求めることにした。①自分無事、②家族無事、③徒
歩可能、④埠頭まで歩く、⑤埠頭へ到着、といったディジージョンツリーの事象と行動を確率により
求め、「コア技能者」という概念を導入した場合には、コア技能者全体で 52.6％の確率で埠頭に到着
するのに対して、コア技能者を導入しなかった場合の 31％にとどまることがわかった。 
さらに、レベル 1 の初動において、コア技能者を設定した場合とそうでない場合に確保可能なスー
パー・コア技能者の数にどの程度の差が生じるかを考えるため、横浜港の B・C 埠頭の罹災状況を点
検することを想定した。その結果、スーパー・コア技能者を導入することにより、確保可能技能者が
増加し、その結果災害直後の現場点検を迅速に行うための必要人員数に近づくことがわかった。 
レベル 3 の緊急災害輸送については、必要な物資の量と必要なコア技能者の関係を求め、検討を行
った。物資の量については、東海地震時の静岡県の物資必要量から、1 人当り 3.5Kg と 5.4Kg の 2 つ
の場合を想定した。これにより、横浜市直下型地震及び南関東地震に見舞われた際の確保可能な船内
コアの人数をディジージョン・ツリーにより求めると、横浜市内の避難者へ物資輸送の全量を扱うだ
けの人員を確保することは可能であることがわかった。 
レベル 2 の応急処置については、被災したコンクリートの補修や鉄板の敷設、溶接等、港湾物流技
能者よりも土木担当者が行う作業が中心となること、レベル 4 の通常業務再開についても、船社ある
いは船舶代理店である港湾運送事業者間の再開順に等の調整が必要になるために検討の対象からは
ずすことにした。レベル 2 の応急処置では沿岸コアが、レベル 4 の通常業務再開においてはコンテナ・
コアの活躍が期待される。これら 2 つのコアについては、埠頭の被災状況等によっては災害緊急輸送
でも活躍が期待される場合もあるため、7 章の異なる荷役方式の中に含めることにした。 
以上から、本章では、コア技能者の復旧レベル毎の確保可能性について、資格、埠頭への到達可能
性等を考慮し現実的具体的に検討する枠組みを示すことができた。 
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復旧完了へ
地震発生 24時間後 48時間後 72時間後
レベル1： 初動
・災害発生直後
に参集。
・現場の状況を
把握。
・災害対策本部に
連絡。
・今後取るべき
処置を検討する。
レベル3： 緊急災害輸送
・他県等から運ば
れる緊急援助物
資の荷役を行う。
・保管場所まで
迅速に移送。
レベル4： 通常業務再開
・クレーン等の荷役機械
の動作確認。
・オペレーション・ターミナ
ル等と連絡を取りながら
通常の荷役を再開。
レベル2： 応急処置
・緊急災害
輸送で使用
するため、
ヤードの確保
等を行う。
スーパー・コア
沿岸コア
船内コア
コンテナ・コア
第 6 章 VMC の導入によるコア技能者の有効性の検討 
 
第1節 レベル 1：初動における技能者の確保 
本章では、地震災害復旧時の初動で活躍が期待される港湾物流技能者について、必要な技能者数と
確保可能な技能者数を埠頭毎に数量的に明らかにすると共に、技能者確保の可能性を高める方策を提
示するものである。今後 30 年以内に首都圏で M7.0 程度の地震の起こる確率が 70％と地震発生の切
迫性が指摘される中で(1)、物流の結節点である港湾の早期復旧は、通常の港湾物流業務を再開する
ためにも重要である。災害後の初動の対応如何で解決を遅らせてしまう可能性があるとも言われてい
る (2)。しかしながら、災害直後の港湾物流技能者の確保は容易でなく、阪神・淡路大震災において
も耐震強化岸壁等の防災関連施設等と共に港湾における災害復旧体制の準備が十分でなかったこと
(3)、初動時における港湾物流技能者の確保の困難さと必要性が報告されている(4)。ライフラインが
供給停止になる中で、小中学校等の施設に人々が殺到したが、地方公共団体職員が交通機関等の途絶
により参集が困難であったことが報告されている。職員が駆付けた時には玄関やシャッターを破壊し
て人々が校内に入っている、といった具合である。破損家具や廃材等の災害ゴミが一挙に路上に排出
され、道路が一時的に封鎖される事態が生じたことも陸上輸送を困難にしたとも言われている(5)。 
地震災害後の人の移動についての研究としては、市の防災関係職員の非常参集に関する調査研究
(6)(7)や、内閣府による地震災害時の帰宅困難者の研究(8)等が行われている。また、5 章においては、
港湾物流の復旧に必要な港湾物流技能者について定量的に検討を行い、どのような技能者が不足して
いるかは示された。本章では、技能者確保の必要数と確保可能数を具体的に示すと共に、確保の可能
性を高める方策について言及する。 
 
6－1－1 初動時、埠頭毎の技能者の確保  
地震災害時の港湾物流の復旧については、第 3 章で示した図 6-1 に示す復旧の 4 レベルを用いて検討
を行った。また、通常業務以外に地震が発生した場合に港湾物流技能者の確保の難しいレベル 1(初 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-1 地震災害復旧の 4 レベル 
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Start
End
埠頭使用可？
平常業務再開OK？
レベル4:通常業務再開
No
Yes
Yes
Yes 耐震強化岸壁
使用可？
No
Ye s
耐震強化岸壁へ移動
レベル3：緊急物資輸送
- 耐震強化岸壁 -
埠頭の状況把握と点検
No
レベル2：応急処置
レベル3：災害物資輸送
平常時の勤務地に参集
レベル2：応急処置
レベル１：初動
動)について、図 6-2 に示すように、埠頭毎に技能者を確保する方策について検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-2 地震災害後の復旧フロー 
 
6－1－2 コア技能者の細分化 
地震災害時の港湾物流の復旧に当って活躍の期待される人材については、4 章で、技能と責任の 2
つの指標でコア技能者を定義した（図 6-3 左）。技能については、災害時に幅広く活躍する確率が高
くなることから、多くの資格・免許を持つこと、責任については、復旧に責任のある管理職又は現場
責任者であることとした。 
本論文では、港湾物流復旧のために必要な技能者の人数を詳細に検討するために、コア技能者をさ
らに分類し、図 6-3 右に示すように、沿岸、船内、コンテナの 3 つのコア技能者の内、２つのコア技
能者に属する者をサブ・コアとし、スーパー・コア(SP)や単独のコア(LC, SC, CC)と区別した。 
コア技能者
(C)
多能性
高い
低い
基本技能者
(B)
小 復旧活動への責任 大
多能技能者
（M）
一般リーダー
(L)
沿岸コア
(LC)
コンテナ・
コア
(CC)
船内コア
(SC)
スーパー・コア(SP)
LSC
CLC
SCC
サブコア：
沿岸船内サブ・コア(LSC)
コンテナ沿岸サブ・コア(CLC)
船内コンテナ・サブ・コア(SCC)
注）
横浜港におけるコア技能者の内訳：
SP：23人
LC：60人 LSC：9人
SC：39人 CLC：41人
CC:73人 SCC：83人
 
図 6-3 港湾物流荷役技能者の類型 
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6－2－1 VMC の定義 
地震災害発生直後である、復旧レベル１に必要な資格等を表 6-1 に示す。レベル 1 に必要なこれら全
ての資格等を単独で持つ技能者は有用であるが数が極めて少ない。コンテナ系、船内系、沿岸系の 3
つの系の夫々において 1 つ以上の資格を持つスーパー・コアでも、これら全ての資格を持っていると
は限らない。また現状を把握し、今後の処置を検討するには、複数人で構成されても支障のないこと
から、レベル 1 に必要なこれらの資格等を全て有する技能者を Virtual Mighty Core (VMC)と定義する。 
 
表 6-1 レベル 1 に必要な資格・免許等 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、港湾物流における主要な資格・免許(表 6-1)を持つ技能者集団において、VMC を有する比率
を VMC 確保率と定義する。ある技能者集団において総数を Nt、技能者集団によって構成される VMC
の数を Nv とした場合、VMC 確保率 Rs は、以下の式で表わされる。 
Rs = Nv/Nt 
少ない技能者により多く VMC を形成できれば効率よく復旧作業がおこなわれることから、確保率
Rs は大きいほど望ましいことになる。 
 
6－2－2 横浜港における埠頭毎の VMC の形成 
地震災害復旧初期の荷役現場への交通手段がない中で(9)、港湾物流技能者がレベル 1 で参集する
のは、日常勤務する埠頭であると考えられる。そこで、4 章で述べた横浜港に勤務する港湾物流技能
者についてのアンケート結果を基に、横浜港を 4 つの埠頭群にグループ分けし、埠頭毎に居住地を集
計した（図 6-4）。その結果、勤務地に拘わらず、中区、南区に居住する技能者が多いため、埠頭に
よっては徒歩距離が長くなるため、交通手段がないときに徒歩で埠頭に到着することが困難な者が多
いことが予想される。また、埠頭毎の勤務者のうち、荷役に関連する資格を持っている割合を示した
ものを図 6-5 に示す。たとえば、コンテナ専用埠頭である南本牧埠頭では、大型自動車、クレーン、
牽引自動車の資格保有者の割合が、他の 3 埠頭よりも多いことがわかる。また、在来船が中心の山下
埠頭は、南本牧とは逆に、大型自動車、クレーン、牽引自動車の資格保有者の少ない代わりに、フォ
ークリフトや玉掛け、大型フォークやはい作業の資格保有者が多いといった具合に、埠頭毎に資格保
有者の特色があることがわかる。 
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図 6-4 港湾物流技能者の居住地～横浜港の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6－5 埠頭毎の資格・免許取得割合 
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累積VMC
数
累積VMC
数
累積VMC
数
累積VMC
数
中 4.3 4 鶴見 6.8 0 中 6.8 0 中 1.8 1
西 7.1 4 中 7.1 0 磯子 7.4 0 西 4.6 1
南 7.7 5 神奈川 9.4 0 南 8.5 0 南 5.2 1
磯子 8.1 5 西 9.9 0 西 9.4 0 神奈川 6.1 1
神奈川 8.6 6 川崎(川) 10.1 0 港南 10.9 0 保土ヶ谷 7.1 1
保土ヶ谷 9.6 6 南 10.5 0 神奈川 11 0 磯子 7.5 1
港南 11.3 6 港北 11.1 0 保土ヶ谷 12 0 港南 8.9 1
鶴見 12.6 8 幸(川) 11.3 0 鶴見 15.5 0 鶴見 11.7 1
港北 14.5 9 磯子 12.3 0 栄 15.8 0 港北 12 2
旭 15.2 9 保土ヶ谷 12.3 1 金沢 15.8 0 旭 12.7 2
川崎(川) 15.8 9 港南 14.1 1 港北 16.9 0 栄 14.6 2
栄 16.5 9 中原(川) 15.4 2 旭 17.5 0 川崎(川) 14.9 2
金沢 16.6 10 旭 18.1 4 川崎(川) 18.7 0 幸(川) 15.9 2
幸(川) 17.1 10 都筑 19.3 4 戸塚 20.3 0 緑 16 2
緑 18.5 10 緑 19.5 4 幸(川) 20.3 0 金沢 16.1 2
都筑 19.4 10 栄 20.2 4 緑 21 0 都筑 16.9 2
瀬谷 20.5 11 戸塚 20.8 4 瀬谷 23.3 0 瀬谷 18 2
戸塚 20.7 11 金沢 21.1 4 青葉 24.1 0 戸塚 18.2 3
中原(川) 21.1 11 青葉 21.6 4 泉 24.3 0 青葉 18.9 3
青葉 21.4 11 瀬谷 23.5 4 都筑 24.4 0 中原(川) 19.3 3
泉 24.6 11 泉 24.8 4 中原(川) 24.9 0 泉 22.2 3
その他 30 12 その他 25 4 その他 25 0 その他 25 3
注）複数埠頭を勤務地と回答した技能者については、最も居住地に近い埠頭へ参集するものとする。
埠頭からの距離
(区・Km)
本牧埠頭 大黒埠頭 南本牧埠頭 山下埠頭
埠頭からの距離
(区・Km)
埠頭からの距離
(区・Km)
埠頭からの距離
(区・Km)
横浜港の場合、レベル 1 においてスーパー・コアのみで復旧に必要な VMC を構成できる埠頭はな
い。そこで、スーパー・コアに次いで効率よく VMC が構成できるサブ・コアを含めることとし（図
6-2 右の SP と LSC、CLC、SCC 部分）、スーパー・コアと 3 種類のサブ・コアを対象に、4 つの埠頭
について居住する区を埠頭から距離順に並べ、確保可能な VMC の累積数を算出した（表 6-2）。より
実態に合わせるため技能者の歩行距離を地図ソフトで測定することにした。具体的には、技能者の居
住する区の区役所から各埠頭毎に設定した距離計算基準点までを歩行距離とし、地図ソフトのルート
に従い計測することで行った。表 6-2 中の太線は VMC が確保できない範囲を示している。本牧埠頭
では本牧埠頭のある中区居住者が多いため中区区役所から埠頭までの距離が 4.3kmから VMCが確保
できるのに対し、大黒埠頭では埠頭から 12.3Km の保土ヶ谷区迄範囲を広げて初めて VMC を確保で
きることがわかる。 
 
表 6－2 レベル 1 における SP とサブ・コアよる VMC の確保 
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6－3－1 埠頭毎の VMC 確保状況 
地震災害時の陸上からの埠頭点検は徒歩以外では難しい。そこで徒歩での点検に必要な時間を横浜
港湾局に問合せたところ、本牧 B・C 埠頭で半日程度必要という回答を得た。5 章同様、地震災害時
は平常時の 2 倍の時間がかかると仮定し、埠頭毎の岸壁長と本牧 B・C 埠頭の岸壁長の比率から、必
要な VMC 数を求めると、本牧、大黒、南本牧、山下の各埠頭でそれぞれ 3、2、1、1 となる。ただ
し、コンテナ専用埠頭である南本牧埠頭においては、ストラドルキャリアや大型フォークは使用され
ていないためこれ等に関する資格は必要ないものとして求めた。コンテナ荷役のない在来船中心の山
下埠頭については、ガントリー・クレーン等に関する資格を不要なものとして求めた。このように現
状の荷役方式に必要な資格を考慮して VMC を算出したが、スーパー・コア(SP)とサブ・コアという
組合せでは、一般に徒歩圏内とされる 10Km 以内(8)に居住する技能者のみでは VMC 等が確保でき場
合もあることがわかった。たとえば、本牧埠頭と共にコンテナ港として知られる大黒埠頭の場合、埠
頭の位置が市街地から離れているために、コア技能者のみだと徒歩 10Km 以内で確保可能な VMC は
0(ゼロ)となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-6  埠頭からの歩行距離による VMC の確保～スーパー･コアとサブ・コアによる 
 
 
6－3－2 技能者の組合せによる VMC の確保 
そこで、確保可能な VMC の数を効率的に増加させる方法を検討するため、図 2 に示したスーパ ・ー
コア(SP)、サブ・コア(LSC, SCC, CLC)、コア(LC, SC, CC) 、一般リーダー(L)、基本技能者(B)、多能
技能者(M)の 10 種類の技能者について、2 種類から 4 種類を組合せた場合の VMC 確保率と VMC 数
との関係を図 6-7 に示した。 
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図 6-7 2～4 の組合せによる VMC 数と確保率 
 
矢印①に示すように、スーパー・コア(SP)、サブ・コア(LSC, SCC, CLC)、コア(LC, SC, CC)の資格・
免許を持ついわゆるコア技能者(C)同士を組合せると、VMC 確保率は高いものの VMC 数に限りがあ
ること、一方、矢印②に示すようにコア技能者(C)とリーダー(L)、多能技能者(M)の資格・免許を持
った技能者を組合せることで、VMC 率を極端に下げることなく一定数の VMC を確保可能であるこ
とがわかった。そこで (SP+サブ・コア)という組合せに、（L＋M）という組合せを加え、VMC 確保
数と確保率について検討を行うこととする。 
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第 4 節 レベル 1：初動における確保可能 VMC 
 
地震災害復旧時における港湾物流技能者の確保確率(Ps)については、埠頭への参集可能な確率(Pv)
と、最も確実な埠頭への交通手段である歩行によって到達する確率(Pr)から考える。 
Ps = Pv × Pr 
Pv については、5 章のディジージョン・ツリーと同様に、①自分無事、②家族あり、③家族無事、
④交通 OK、⑤埠頭まで歩く意思を持つについてのそれぞれの確率により算出する。表 6-3 に南関東
地震を想定した確率を示す。 
 
表 6－3 地震災害時の埠頭参集可能な確率(Pv) 
南関東地震の例 本牧到着率 大黒到着率 南本牧到着率 山下到着率
SP+サブ・コア 0.6951 0.6932 0.6960 0.6968
L+M 0.4170 0.4168 0.4171 0.4169  
 
Pr は、本論文においてはより現実的なものとするため、文献(10)の帰宅困難者の行動特性を利用す
ることとし、これを簡略化して求めることにする。即ち、10Km 以内の居住者は全員、そして、1Km
増すごとに 10%ずつ参集者が減ると仮定する(図 6-8)。 
   
 
 
 
 
 
 
 
到着確率： Pr,  距離： x 
Pr=1 (0 ),  Pr=2 – x/10  (10 ) 
 
図 6-8 距離による埠頭到達確率の変化 
 
Pv と Pr を考慮した、地震災害復旧時に横浜港で確保可能な VMC の埠頭毎、距離毎の累積数を図
6-9 に示す。4 つの埠頭全てにおいて、VMC 数を確保できることがわかる。たとえば、大黒埠頭の場
合、（SP＋サブ・コア）の組合せでは、平常時において 10Km 以内に 0 であった VMC の数が、（L＋
M）の組み合わせを加えることで 6 確保可能になる。南本牧の場合、埠頭における荷役特性を考慮し
た VMC（VMC-M）が、（SP＋サブ・コア）の組み合わせでは 0 であったが、（L＋M）を加えること
で、3 確保可能となる。また、（SP＋サブ・コア）では平均的に 5 人から VMC が 2 形成されるのに
対して、（L＋M）では、技能者 15 人から VMC が 4 確保可能であることがわかった。 
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図 6-9 地震災害時の確保可能 VMC 
 
 （SP＋サブ・コア）に対し（L+M）の場合、2 倍の人数を要するものの、現場の状況確認を集団で
行うか、分担して行うとすれば、現実的に可能であり、レベル 1 の復旧時一般リーダーと多能技能者
に対しても勤務している各埠頭に参集することとすると、必要な人数を確保可能であることが判った。 
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第 5 節 6 章の結論 
 
本章では、地震災害復旧時のレベル 1：初動において確保可能な技能者を埠頭毎、歩行距離毎に横
浜港の事例から求め、コア技能者数に対して不足する数を、一般リーダーと多能技能者を組合せるこ
とにより活躍が期待される港湾物流技能者確保の可能性が高まることを定量的に示した。 
具体的には、コア技能者については、沿岸、船内、コンテナ 3 つのコア技能者のうち、2 つのコア
技能者に属するものをサブ・コアとし、スーパー・コアや単独のコアと区別した。また、レベル 1：
初動に必要な全ての資格・免許を単独で有する技能者は有用であるが数が極めて少ないため、Virtual 
Might Core(VMC)と定義した。ある集団において VMC を有する比率を VMC 確保率と定義した。少
ない技能者で多くの VMC を形成できるほど効率よく復旧作業がおこなれれることから VMC 確保率
は大きいほど望ましいことになる。 
横浜港にある 4 つの埠頭において、確保可能な VMC 数の累積を歩行距離別に求めた。それによる
と埠頭毎に、VMC の確保に大きな差があることがわかった。たとえば、中区居住者の多い本牧埠頭
では、埠頭からの距離が 4.3Km 以内に VMC が確保できるのに対して、大黒埠頭では、12.3Km まで
広げて初めて VMC を確保可能になる。 
一般に徒歩可能とされる 10Km 以内に最も効率よく VMC を形成できるスーパー・コアとサブ・コ
アで VMC の確保ができない埠頭があるため、合計 7 つのコア技能者、多能技能者、一般リーダー、
基本技能者の 10 種類で、VMC 数と VMC 確保率が共に高い組合せを求めたところ、コア技能者に一
般リーダーと多能技能者を組合せた場合であることがわかった。そこで、スーパー・コアとサブ・コ
ア、さらに一般リーダーと多能技能者を加えて確保可能な VMC 数を求めた。その結果、大黒埠頭に
おいて 10Km 以内に 0 であった VMC が 6 に、南本牧埠頭では、同様に 0 であった VMC-M(埠頭にお
ける荷役特性を考慮した VMC)が 3 となり、レベル 1 の初動に必要な VMC の数を確保可能になるこ
とがわかった。 
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第 7 章 緊急災害輸送におけるコア技能者の有効性の検討 
 
第 1 節 緊急物資の荷役方式と必要な技能 
阪神大震災においては、発災当日から全国から大量の救援物資が届いたものの、被災地の地方公共
団体では人員・車両不足、渋滞等で職員の多くが物資対応に忙殺されたことが伝えられ、災害時のロ
ジスティクスの効率性を考えるきっかけともなった(1)。また、備蓄そのものについて、賞味期限の
あるもの等、どこまで備蓄すべきかという議論がある一方で、新潟中越地震においては、備蓄量より
も配送、現場に届ける方が問題だったことが伝えられている(2)。レベル 3 の緊急災害輸送は、災害
時の物資の備蓄と両輪をなすものであるが、備蓄計画(3)や災害物資の備蓄に関連する研究(4)の豊富
さに比べて、緊急災害輸送の研究の数は限られている。要因として、被災状況により、陸・海・空の
輸送手段の活用方法も異なり、備蓄状況により必要とされる物資の量も変化すること、また被害状況
そのものが発災の季節や時間によっても異なるという不確定な要素が多いことが挙げられる。その中
で、地震災害時に必要な医薬品の量を推計したもの(5)や、河川を利用した場合の輸送能力の評価(6)
等が行われている。 
 本章では、コンテナ・クレーン、在来船クレーン、人力の３つの荷役方式について必要なコア技能
者と、またそれぞれの荷役方式毎の輸送可能な物流量について考える。5 章では、在来船での緊急災
害輸送における船内コアの有用性について検討を行った。埠頭の施設、設備の損傷が激しく、荷役機
械が使用不能となった阪神・淡路大震災においても、クレーン付きの在来船が活躍したことが伝えら
れているためである(7)。しかしながら、被災状況や船舶の利用可能性により実際に緊急輸送に使用
される船舶はクレーン付き在来船、コンテナ船、客船、練習船等と異なる。そこで、より実際の地震
災害復旧に必要な荷役要員を確保するためには、異なる船舶に対応した荷役方式を考える必要がある。
また、ヤードにおいても埠頭の被災状況から、車両やフォークリフトが走行可能である場合と、人手
のにみ頼る場合とを考慮する必要がある。また、阪神・淡路大震災において耐震強化岸壁のみ使用可
能であったことから(8)、耐震強化岸壁を拠点に技能者の参集を考えることとする。 
 
7－1－1 緊急災害輸送におけるコア技能者 
 レベル 3 の緊急災害輸送において、着岸する船舶に関連するところの責任を取るのは船内コアの役
割となる。船内コアは、災害対策本部と連絡を取りながら、埠頭の被災状況等を鑑みながら、適切な
荷役手段の検討を行う。また、実際船内に乗込んで航海士或いは船長と荷役の打ち合わせを行う船内
作業主任者を初め、在来船クレーンの操作をするウィンチマン等の揚荷装置免許保有者、あるいはコ
ンテナ船におけるガントリー・クレーンの操作等は、船内コアの指示により活動を開始する。 
 沿岸コアは、レベル 2 の応急処置から活動を開始しており、船内コアが主力となるレベル 3 におい
てヤード側を担当する。船内コア、コンテナ・コアと連絡を取りながら、はい作業主任者、沿岸荷役
主任者、大型フォークリフト運転者に上屋、倉庫、ヤードと広範囲に及ぶ中での緊急物資輸送の指示
を行う。また、ゲートから公道の出這入りをする牽引車や大型自動車等を扱うコンテナ・コアと連携
し、これらの輸送車両への積卸し等を効率的に行う。 
 コンテナ・コアが活動するには、コンテナを運搬するクレーンやストラドルキャリアが稼働できる
ようにヤードの被害が少ないことや、ガントリー・クレーンが正常に動作する等、地震災害の影響が
限定されていたり、被害が少なかったりといった状況に左右される。また、30～40ton のコンテナ牽
 94 
引車両が公道を走行するためには、地震の影響で道路が陥没や崩壊の危険がないことが前提になり、
また、荷捌き施設や倉庫など、コンテナ車を受け入れる環境が保たれている必要がある。図 7-1 は、
こられのコア技能者の分担範囲を図示したものである。 
 
エプロン
コンテナ・ヤード
船舶
船内コア
沿岸コア
上屋・倉庫
・船内作業主任者
・揚荷装置
・ガントリークレーン
・はい作業主任者
・沿岸荷役作業主任者
・大型フォークリフト
コンテナ・コア
公道
ゲート
・クレーン
・ストラドルキャリア
・牽引
・大型自動車
・玉掛け ・フォークリフト ・大型特殊自動車
マーシャリング・
ヤード
－耐震岸壁－
 
図 7-1 緊急災害輸送におけるコア技能者の配置例 
 
 なお、緊急災害輸送に必要とされる技能についての資格・免許の概要を表 7－1 に示す。 
 
表 7－1 港湾荷役資格・免許の概要 
資格・免許 内容 
揚荷装置 クレーン付き在来船でクレーンを操作するのに必要 
船内荷役作業主任者 揚荷装置免許取得後４年以上で受験資格を得る。船内荷役の陣頭指揮を行う。 
ガントリー・ 
クレーン 
岸壁に設置されたコンテナ用のクレーンを操作するのに必要であり、クレーン取
得後講習や実地訓練で取得 
玉掛 安全にスリング(荷揚ひも)を貨物にかけるのに必要 
クレーン 貨物の荷役に必要な荷役機器でコンテナ・クレーンやトランスファークレーン
等、全てのクレーンを運転するのに必要 
ストラドル・ 
キャリア 
ヤードでコンテナを運搬、積上げるのに使用。1990 年代初めまでは主流だったが、
現在は一部の大規模、又は多くの中小のコンテナターミナルで利用(9) 
フォークリフト 港湾のみならず、広く荷役で利用されている 
大型フォークリフト ヤードでコンテナを積み上げるのに必要 
牽引自動車 コンテナを公道で牽引するのに必要 
大型自動車 ４トン以上の大型自動車を運転するのに必要 
はい作業主任者 一定の高さ(2m)以上に貨物を積付ける場合に必要 
沿岸荷役主任者 沿岸作業を行う上で、立ち合いが必要となる資格 
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7－1－2 緊急物資輸送の 3 つの荷役方式 
 図 7-2 に示すように、コンテナ・クレーン、在来船クレーン、人力の３つの荷役方式について在来
船の作業工程分析(10)等を参考に荷役プロセスを策定し、緊急災害輸送に必要なコア技能者について
考察する。 
Start
人力
End
道路車両通行可？
集積地へ
Yes
No(人力)
災害援助物資集積地
仕分・配送業務
コンテナ(岸壁)・クレーン
荷役方式で分岐
アンラッシング
船内荷役作業者合図
ガントリー操作
貨物をエプロンへ下す
在来船 クレーン
ハッチ開け
デッキマン合図
ウィンチ操作
貨物をエプロンへ下す
スリング(モッコ)掛け
自動車へ荷積み
上屋・倉庫で荷下し
倉庫に保管
自動車へ積込み
CFS(倉庫)へ移動
デバンニング
ヤード内車両走行可？
Yes
ヤード内車両走行可？
人手で貨物を上屋・
倉庫へ移動し荷下し
Yes
No(人力)No
人手で貨物を
エプロンへ下す
荷捌き必要？
人手で貨物を集積
地まで運ぶ
No
・フォークリフト
・沿岸作業主任者
・はい作業
Yes
シャーシにて移動
B
B
A
A
・ストラドルキャリア
(又はクレーン)
・大型フォーク
・牽引
・船内作業主任者
・ガントリークレーン
・玉掛
・揚荷装置
・船内作業主任者
コンテナ牽引
牽引車にコンテナ積込み
ヤード内に野積み
・牽引
コンテナ積込み
- 船内 -
- 沿岸 -
 
図 7-2 緊急物資輸送における荷役プロセス 
 
コンテナ・クレーンは、ガントリー・クレーンとも呼ばれ、コンテナで大量の貨物を輸送するのに
用いられるが、岸壁に設置されているため稼働していること、ヤード内の走行可能であることや、デ
バンニングを埠頭以外の内陸で行うためには、道路がコンテナ車を牽引可能であることが条件になる。
在来船クレーンは、いわゆるクレーン付きの貨物船であり、岸壁に置かれたクレーンと違い被災の恐
れはないため、岸壁の形状を選ばず使用可能となる利点がある。また、人力による船内作業について
は、コンテナ・クレーンは元よりクレーン付きの在来船の手配ができずに、クレーンのない貨物船や
客船等で緊急物資を輸送する場合にも対応可能であることから、他に対応策のない場合の最後の荷役
手段ともいえる。また、人力による沿岸作業は、たとえ岸壁に亀裂が入りヤード内が液状化しても、
応急処置により足場が確保されれば、荷役が可能になると考えられるので、同様に窮余の荷役手段と
いえる。 
３つの荷役方式共に、技能者が主に船上で作業を行う船内荷役と岸壁から上屋・倉庫等で作業する
沿岸荷役の 2 つの部分に分けられる。これら 3 つの荷役方式は、独立したものではなく、ヤードや道
路の状況により、コンテナ・クレーンや在来船クレーンで荷揚げされた貨物が、人手により上屋・倉
庫等に運ばれる可能性もあることを示している。 
 96 
① 必要な緊急物資量
（総量）
ガントリー 船内荷役
沿岸荷役
はい作業
フォーク
④ 荷役可能な物資量
沿岸荷役
はい作業
フォ クー
人手
人手
ガントリー 船内荷役
沿岸荷役
はい作業
フォーク
② 必要な人数
沿岸荷役
はい作業
フォーク
人手
人手 ガントリー 船内荷役
沿岸荷役
はい作業
フォーク
③ 確保可能な人数
沿岸荷役
はい作業
フォ クー
人手
人手
居住地の被災
状況等による
埠頭到着の困難さ
Required Available
港湾の被災状況等による荷役の困難さ
‐ 船内 ‐
‐ 沿岸 ‐
‐ 船内 ‐
‐ 船内 ‐
‐ 沿岸 ‐
‐ 沿岸 ‐
海上輸送による分担率
技能者の充足率
第 2 節 緊急災害輸送における 3 つの荷役方式 
 
 レベル 3 の緊急輸送に必要な技能者の人数を算出するために、船内荷役及び沿岸荷役について、平
常時の一人当たりの作業能率を荷役方式毎に求める。船内荷役については、1960 年代のコンテナ船
の登場以来、ガントリー・クレーン(コンテナ・クレーン)を用いたコンテナ専用埠頭での荷役が主流
となったものの、クレーンを装備した在来船による接岸荷役も、現在、バラもの貨物といわれる鉄鉱
石や石炭、セメント等の原料を初め、コンテナに収容しにくい雑貨類においても使用されている。阪
神・淡路大震災においては、岸壁に設置したコンテナ・クレーンがほとんど使用できなくなったこと
から、クレーン付きの船舶を積極的に配船した船社があり(7)、地震災害時には平常時以上にクレー
ン付きの在来船の活用が期待できる。さらに、地震災害時には、被災状況により、コンテナ・クレー
ンやフォークリフトさえ使用できなくなることも考えられることから、人力のみで荷役を行うことも
想定した。 
 また、図 7-3 は、①必要な緊急物資量から②荷役に必要な人数を割り出し、居住地の被災状況によ
り③確保可能な人数を算出し、さらに、その人数から④荷役可能な物資の量をもとめるといった、必
要量(数)と確保量(数)との関係を示す。さらに、荷役方式毎の技能者について、緊急災害輸送に必要
な人数(②)と、被災や埠頭への参集の困難さを意識した確保可能な人数(③)との割合を充足率と表わ
した。さらに、確保可能な人数で、被災に使用できる埠頭が限られる等困難な状況の中で、船舶で運
ばれ荷役可能な物資の量を荷役方式毎に求めた。この荷役可能な物資の量(④)を、必要な緊急物資量
(①)に対する分担率と定義した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-3  技能者の充足率と海上輸送の分担率 
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ハッチ開け
スタンバイ
横持ち
同一動作繰返し
ハッチ閉じ
スリング(モッコ)掛け
船艙内集荷揚j準備
デッキマン合図
ウィンチ始動開始
岸壁艙内作業
① ギャング全員でデリックを操作し作業の都合の良い位置に固定。② ウィンチマンはウィンチのス
イッチを入れ、スリングの状態を見る。③ デリックを岸壁側に出し、作業のやりよい位置に固定する。
① ギャング全員でハッチカバーを取り除きハッチ蓋を開ける。② ビームをとり作業の邪魔にならぬ
方の甲板上に整理。③ デッキマンの足場を作る。
① 船艙内の貨物により必要な荷役要具を艙内へ下す。 ② 船内の貨物の種別により岸壁側の
フォークリフト、トラックを準備させる。③ 貨物にスリングを掛ける。
① デッキマンはスリング(モッコ)掛けの終了したのをみてウィンチマンに合図する。
① デッキマンの合図により貨物を捲き上げる。
① デッキマンは貨物のモッコ入れ又はスリング掛けが終了したのを見てウィンチマンに合図
し、フックを下げる。艙内に下りてきたフックにスリングを掛ける。
① 岸壁作業員は、降ろされた貨物をパラボートへはいつける。または、貨物自動車へ積みつける。
① 積みつけられたパラボートをフォークにより倉庫へ横持ち。
① 4から8の作業を繰り返す。
① ギャング全員でビームをはめ、ハッチ蓋を閉じ、ハッチカバーを掛ける。
② ウィンチマンはウィンチのスイッチを切る。
 ここで、緊急災害輸送に必要な人数を Pn、確保可能な人数を Ps をとすると、技能者の充足率 S は
下記の式で表わされる。 
S＝Ps／Pn 
 また、ある地域に必要な緊急物資量を Gn、港湾において荷役可能な物資量を Gs とすると、海上
輸送による分担率 L は下記の式で表わされる。 
L=Gs／Gn 
 
7－2－1 船内荷役 
 在来船の船内荷役については、コンテナ船出現当時と荷役方法が大きく異ならないことが知られて
いること、また、地震災害時における処理能力が当時の荷役量を上回る可能性は低いことから、図
7-4 の荷役手順を参考に(11)荷役量の算出を行った。ここで、デッキマン及びウィンチマン共に揚荷
装置の免許を取得してから経験を積んだ、船内荷役作業者を想定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       
 
喜多村昌次郎：港湾労働の構造と変動、海文堂、1964.11 
 
図 7-4 船内荷役の手順 
 
船内荷役については、図 7-5 に示すように、コンテナ及び在来船について、貨物が船上から岸壁エ
プロンに卸されるまでの 1 人当り・時間当り荷役量を基に算出する。クレーンのコンテナについては、
現在の本牧 B・C 埠頭での荷役作業量を参考に(12)、また在来船の荷役については 5 章で示したもの
と同様に、雑貨の揚荷を想定し 1 人当り 1.7ton とする(13)。人力については、１人で運搬可能な重量
を 25Kg とし、船倉から岸壁エプロンまでの距離を船内階段の利用等を考慮し 100ｍとして計算した。 
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岸壁
エプロン
95.5キロ・トン／H
1.7キロ・トン／H
0.25キロ・トン／H 
ストラドルキャリア
(トランスファー
クレーン等)
ガントリークレーン ＋
揚荷装置 ＋ フォークリフト
人手
船内作業主任者
船内作業主任者
玉掛け
コンテナ・
クレーン
在来船
クレーン
人力
船内荷役方式
①
②
③
 
図 7-5 船内荷役の 1 人当りの作業効率 
 
7－2－2 沿岸荷役 
沿岸作業については、かつては艀(はしけ)による海上での荷役作業も含めていたが、近年はコンテ
ナ化に伴う岸壁の整備が行われたために、本船を岸壁に横付けする接岸荷役がほとんどである。そこ
で、図 7-6 に示すように、沿岸荷役プロセスを単純化し、過去の文献を参考に(14)、コンテナではデ
バンニングから保管、自動車積み(自積み)までを、在来船クレーンについては、自動車卸し(自卸し)
から自積みまでの 1 人当り・時間当り荷役量を基とすることとした。人力については横浜本牧埠頭の
B・C 埠頭エプロンから最も近い上屋まで 500ｍ、最も近い災害援助物資の集積場所である中区の大
鳥小学校まで歩行距離で約 4.8Km 離れていることを基に荷役量をそれぞれ 1 人当り 0.1ton(1 時間に 4
往復した場合の運搬量)、0.025ton(1 時間の運搬量)とした。 
コンテナ・
クレーン デバンニング
自動車から
の卸し
自動車への
積み
人手による
卸し
人手による
積み
1.28 4.51 
4.98 4.51
0.1 0.0 0.025
フォークリフト
フォークリフト フォークリフト
保管
在来船
クレーン
人力
CFS・上屋・倉庫
自動車への
積み
④
⑤
⑥
フォークリフト
単位：キロトン/H
 
図 7-6 沿岸荷役の 1 人当たりの作業効率  
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第 3 節 緊急災害輸送における必要な技能者数 
 
7－3－1 緊急災害輸送で必要な物資の量 
 地震災害時に必要な緊急物資の量について、5 章においては南関東地震の一日の 1 人当り必要量を
3.5Kg と 5.4Kg の 2 通りについて考えた。一方、1 人当り 7.6Kg を用いる研究もあること(6)から、本
論文では、3.5Kg、5.4Kg、及び 7.6Kg の 3 つのタイプについて考える。また、地震災害後という非常
事態であること、2 次災害の防止を避ける意味から、船内及び沿岸荷役においては、資格のある責任
者が立会うべきという指摘があったこと(14)を踏まえ必要な技能者数の算定を行った。 
海上輸送による緊急物資の量は、陸上輸送等との分担で変わってくるが、本研究では、海上輸送で
どこまで分担可能かを、港湾物流技能者の確保可能数という点から示すことにする。まず 1 日 5.4Kg
を横浜市内の被災者に提供する場合(2,700ton)について、1 日の荷役に必要な技能者数を求めると下記
のとおりとなる。 
 
7－3－2 船内荷役に必要な技能者数 
 緊急災害物資を輸送する船舶が着岸するのは、本牧、大黒、南本牧、山下の 4 埠頭で唯一耐震強化
岸壁を有する本牧埠頭の B・C 埠頭耐震強化岸壁(長さ 390ｍ)を想定して下記の 3 つの場合について
考える。 
① コンテナ(ガントリー・クレーン)・・・本牧埠頭に接岸するフルコンテナ船のうち 2,700ton 程度
の貨物の運搬に最も容量の近い 5,000 総トンのコンテナ船が接岸した場合：3 基のガントリー・
クレーンが使用可能とし、1 基に 1 ギャング体制で荷役を行う。1 ギャング 11 名中、必要となる
クレーンの操作者は、1 隻当り 2 名、船内荷役主任者は 1 ギャング 2 名。 
② 在来船(クレーン付)・・・内航船で最も一般的な 499 型(500 総トン数未満)の貨物船(全長 70m) が
3 隻接岸した場合：1 隻にクレーン 1 基、1 ギャング 15 名で荷役を行う。ギャング毎に船内作業
主任者 2 名。 
③ 人力・・・コンテナ及び船舶クレーン共に使用不能で、人手により荷役を行う場合：緊急物資必
要量を W（ton）、人力による 1 人当り・時間当りの荷役量を 0.25ton とすると 1 日に必要となる
人数(Nh)は次式のとおりとなる。 
Nh=W/(0.25×8)     
 
7－3－3 沿岸荷役に必要な技能者数 
 沿岸荷役の場合についても、下記の 3 つについて必要な技能者の数を求める。 
④ フォークリフトによりデバンニング後、保管、自動車積み。 
⑤ フォークリフトにより自動車から荷卸し後、保管、自動車積み。 
⑥ 人力で荷卸し後、保管、人力で集積場所まで移動。 
尚、フォークリフトについては、2 名組で担当、1 台に 1 人の沿岸荷役主任者又は、はい作業主任
者（一定の高さ以上に貨物を積付ける場合に必要な者）がつくと仮定する。 
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ガント
リー・ク
レーン
船内荷役
作業主任
者
沿岸荷役
主任者
はい作業
主任者
フォークリ
フト
埠頭勤務
者
中 4.3 68 116 61 67 420 654
西 7.1 68 121 66 76 458 723
南 7.7 93 157 89 91 636 1027
磯子 8.1 110 195 108 109 788 1267
神奈川 8.6 117 210 116 116 871 1441
保土ヶ谷 9.6 127 228 123 125 953 1567
港南 11.3 136 246 132 136 1062 1756
鶴見 12.6 138 250 138 150 1127 1871
港北 14.5 145 253 147 159 1179 1874
旭 15.2 157 263 153 170 1250 2110
川崎(川) 15.8 157 278 159 173 1284 2171
栄 16.5 158 280 161 180 1321 2240
金沢 16.6 170 295 168 189 1406 2392
幸(川) 17.1 170 296 170 190 1417 2416
緑 18.5 172 296 172 191 1433 2453
都筑 19.4 172 298 172 191 1445 2476
瀬谷 20.5 174 303 174 193 1477 2533
戸塚 20.7 180 313 186 203 1542 2663
中原(川) 21.1 180 315 186 203 1544 2669
青葉 21.4 180 317 187 205 1548 2677
泉 24.6 186 321 192 209 1583 2739
その他 30 213 372 229 245 1874 3468
埠頭からの距離
(区・Km)
第 4 節 緊急災害輸送時の確保可能な技能者数 
 
7－4－1 居住地からの歩行距離からみた確保可能な技能者数 
まず確保可能な技能者の人数については、本牧埠頭から居住地までの歩行距離により資格毎の技能
者数を集計した(表 7-2)。そして、レベル 1 と同様に技能者の確保確率については、埠頭への参集可
能な確率(Pv)と埠頭への歩行到着確率(Pr)から求めた。また、人力については、埠頭で勤務する技能
者全てを含むこととした。 
  
表 7-2 本牧埠頭を拠点とした資格毎居住者数 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記から得られた必要技能者数と、確保可能数とから得られた地震災害時の港湾物流技能者の充足
率を求めることにする。 
 
7－4－2 地震災害時の海上輸送による分担量～港湾物流の視点から 
南関東地震を想定し、1 人当りの物資必要量を 3.5Kg、5.4Kg、7.6Kg の 3 通りについて、船内と沿
岸という異なる荷役について充足率を計算した(表 7-3、表 7-4、表 7-5)。船内については、①コンテ
ナ・クレーン、②在来船(クレーン付き)、③人力の 3 つの荷役タイプについて、1 人当りの荷役量を
基に、船内荷役に必要な人数を算定した。沿岸荷役についても、④バン出し＋自動車積み、⑤自動車
卸し＋自動車積み、⑥人力の 3 つの荷役方式について、1 人当りの荷役量を基に、沿岸荷役に必要な
人数を算定した。 
ここで、必要とされる技能者数に対する確保可能な技能者数の割合を示す充足率は、表中◎は必要
数の 10 倍以上、○は、ほぼ 100%足りていることを示している。 
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表 7-3 1 人当り物資必要量：3.5Kg の場合 
1,750 (トン：1日当り必用量。1人当り3.5Kg） ◎：10倍以上、○：1倍以上
荷役方式 一人当り荷役量/Ｈ 船舶数
ギャング
人数
ギャング
数
必要人数
/日
労働
時間 主要資格・技能 必要数/日
確保可能数/
日
充足状況
（最大荷役トン数）
①コンテナ 95.5 1 11 3 33 0.6 ガントリー 6 63 ◎(最大75,636ton)
②在来船(クレーン付) 1.7 3 15 3 135 7.6 船内主任 6 110 ◎（最大5,510ton：3交代で24H)
③人力 0.25 3 - - 875 8 埠頭勤務者 875 909 ○(1,818ton)
荷役パターン 一人当り卸作業
一人当
り積作
業
必要卸人
数　 (M・H)
必要積人
数 (M・H)
必要人数
/日
一日労
働時間 主要資格・技能 必要数/日
確保可能数/
日
充足状況
（最大荷役トン数）
④バン出＋自積み 1.28 4.51 1,367 388 219 8 沿岸主任,はい主任(フォーク)
109
（フォーク：110）
100
（フォーク：503）
91.7%(約1,597ton）
(フォーク：○最大7,989ton)
⑤自卸し＋自積み 4.98 4.51 351 388 92 8 沿岸主任,はい主任(フォーク)
46
（フォーク：46）
100
（フォーク：503）
○(最大3,802ton)
(フォーク：◎最大
18 862 ）
⑥人力 0.1 0.025 17,500 70,000 10,938 8 埠頭勤務者 10,938 909 8.3%(145ton)
注）船内主任：船内荷役作業主任者、沿岸荷役：沿岸荷役主任者、はい作業：はい作業主任者
●南関東地震
（被災者のみに物資を提供）
船内
沿岸
 
 
表 7-4 1 人当り物資必要量：5.4Kg の場合 
2,700 （トン：１日当り必用量。1人当り5.4Kg）
荷役方式 一人当り荷役量/Ｈ 船舶数
ギャング
人数
ギャング
数
必要人数
/日
労働
時間 主要資格・技能 必要数/日
確保可能数/
日
充足状況
（最大荷役トン数）
①コンテナ 95.5 1 11 3 33 0.9 ガントリー 6 63 ◎(最大75,636ton)
②在来船(クレーン付) 1.7 3 15 3 135 12 船内主任 6 110 ◎（最大5,510ton：3交代で24H)
③人力 0.25 3 - - 1,350 8 埠頭勤務者 1350 909 67.3%(1,818ton)
荷役パターン 一人当り卸作業
一人当
り積作
業
必要卸人
数　 (M・H)
必要積人
数 (M・H)
必要人数
/日
一日労
働時間 主要資格・技能 必要数/日
確保可能数/
日
充足状況
（最大荷役ton数）
④バン出＋自積み 1.28 4.51 2,109 599 339 8 沿岸主任,はい主任(フォーク)
169
（フォーク：170）
100
（フォーク：503）
59.1%(1,597ton)
（フォーク：○最大
7 989 ）
⑤自卸し＋自積み 4.98 4.51 542 599 143 8 沿岸主任,はい主任(フォーク)
71
（フォーク：72）
100
（フォーク：503）
○(最大3,802ton)
（フォーク：○最大
18 862 ）
⑥人力 0.1 0.025 27,000 108,000 16,875 8 埠頭勤務者 16,875 909 5.3%（145ton）
注）船内主任：船内荷役作業主任者、沿岸荷役：沿岸荷役主任者、はい作業：はい作業主任者
●南関東地震
（被災者のみに物資を提供）
船内
沿岸
 
 
表 7-5 1 人当り物資必要量：7.6Kg の場合 
3,800 （トン：１日当り必用量。1人当り7.6Kg）
荷役方式 一人当り荷役量/Ｈ 船舶数
ギャング
人数
ギャング
数
必要人数
/日
労働
時間 主要資格・技能 必要数/日
確保可能数/
日
充足状況
（最大荷役トン数）
①コンテナ 95.5 1 11 3 33 1.2 ガントリー 6 63 ◎(最大75,636ton)
②在来船(クレーン付) 1.7 3 15 3 135 17 船内主任 6 110 ◎（最大5,510ton：3交代で24H)
③人力 0.25 3 - - 1,900 8 埠頭勤務者 1900 909 47.8%(1,818ton)
荷役パターン 一人当り卸作業
一人当
り積作
必要卸人
数　 (M・H)
必要積人
数 (M・H)
必要人数
/日
一日労
働時間 主要資格・技能 必要数/日
確保可能数/
日
充足状況
（最大荷役ton数）
④バン出＋自積み 1.28 4.51 2,969 599 446 8 沿岸主任,はい主任(フォーク)
223
（フォーク：170）
100
（フォーク：503）
44.8%(1,597ton)
（フォーク：○最大
⑤自卸し＋自積み 4.98 4.51 763 599 170 8 沿岸主任,はい主任(フォーク)
85
（フォーク：85）
100
（フォーク：503）
○(最大3,802ton)
（フォーク：○最大
⑥人力 0.1 0.025 38,000 108,000 18,250 8 埠頭勤務者 18,250 909 5.0%（145ton）
注）船内主任：船内荷役作業主任者、沿岸荷役：沿岸荷役主任者、はい作業：はい作業主任者
●南関東地震
（被災者のみに物資を提供）
船内
沿岸
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 上記の 3 つの表（表 7-3、表 7-4、表 7-5）から、緊急災害物資の荷役をおこなう上では、クレーン
船を用い、荷役は自動車積みができる状況であれば、最も効率が良いことがわかる。また、船内及び
沿岸荷役を比べた場合、総じて沿岸荷役で人手が足りなくなること、人力でしか荷役手段が残されて
いない場合、船内よりも沿岸で著しく人手不足が生じることが数量的に明らかになった。さらに、こ
れらの表から、技能者確保の可能性を高める為の下記の方策が得られる。 
・ 在来船による船内荷役は、ヤード内の自動車走行が可能であれば、最も技能者確保上の支障なく
最大 5,510ton、約 102 万人分の物資まで荷役が可能である。しかし、被災者数がさらに増大する場合
や横浜市の被災者以外にも物資を供給する場合には、技能者数は足りても船の接岸できる耐震強化岸
壁が足らず荷役に 24 時間以上かかる可能性があるため、他埠頭の使用又は耐震強化岸壁の増設が必
要になる。 
・ コンテナ荷役では、船内荷役で必要とされる技能者の数が最も少なくて済む一方、デバンニング
では在来船の約 2.4 倍のフォークリフト運転者(及び沿岸荷役主任者又ははい作業主任者)を必要とし、
最大 1,597ton、約 28 万人分までの荷役が可能である。コンテナ・クレーンが利用可能であり、コン
テナを牽引する交通路が確保され、内陸部に荷捌き用の倉庫等と荷役要員が確保できる場合には、船
内荷役を行う港湾物流技能者数は神奈川県全域に港湾から物資を供給する場合であっても必要人数
の確保が可能である。 
・ 荷役機械が使用できずに人力のみで荷役を行う場合、船内荷役及び沿岸荷役において、港湾物流
技能者の確保可能数は 909 人となる。たとえば、1 人当り物資必要量が 5.4Kg の場合、船内荷役につ
いては 8 時間で必要量の 67.3％の 1,818ton の荷役が可能である。ところが、4.8km 離れている災害援
助物資の集積場所まで沿岸荷役を行うとすると、港湾物流技能者の確保可能数の約 18.6 倍の 108,000
人もの人力を必要とし、これは横浜市中区の 15～64 歳の人口約 96,000 人を上回り非現実的である。
したがって、この場合歩行運搬距離を短くするため、耐震岸壁から近い場所に集積場所を設置するこ
とが重要となる。 
上記技能者の確保を高めるための方策に加えて、図 7-2 の緊急物資輸送における荷役プロセスと表
7-3、表 7-4、表 7-5 から、地震災害復旧を迅速に行うため、下記の前提条件と対策が考えられる。 
Ⅰ コンテナ（岸壁）・クレーンによる船内荷役について 
ここでは、コンテナ(ガントリー)・クレーンが使用可能であるを前提としており、コンテナを
置くエプロンや道路についてもコンテナ牽引車両が走行可能であることを前提としている。した
がって、ガントリー・クレーン自体及び設置岸壁の耐震化が行われていない場合は、耐震化を行
う必要がある。また、エプロンや道路が液状化あるいは陥没や亀裂が発生する可能性がある場合
については、液状化対策又は耐震強化を行う必要がある。 
Ⅱ 在来船・クレーンによる船内荷役について 
 埠頭の耐震化岸壁の長さにより同時に着岸できる船舶の数が制約されるため、できるだけ長く
耐震強化岸壁が確保できることが望ましい。貨物のスリング(モッコ)掛けやウィンチの操作を行
う上で、貨物の小口ユニット化が成されていると効率よく荷役が行われる。 
Ⅲ 人力による船内荷役について 
本研究においては、人手で貨物を運搬するのに、1 人で運搬可能な重量を 25Kg とし、船内か
らエプロンまでの距離を 100ｍとしている。前提として、貨物が 25Kg の小口に包装されている
ことが前提となっている。そのためには、緊急災害物資を送る側が、人手による荷役が行われる
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ことを前提に物資の発送を行う必要がある。 
Ⅳ コンテナを CFS でデバンニングする沿岸荷役について 
ここでは、ユニット化されていないパレットなし貨物がコンテナ内に積み込まれており、デバ
ンニングにはフォークリフトを使用することを前提にしている。そこで、デバンニングを容易に
するために、物資を送る側で貨物を卸す場合を考慮して、パレット化やユニット化して発送する
必要がある。また、フォークリフトの使用については、電動式の場合には電源が確保されるか予
備のバッテリーが必要となる。また、ディーゼル式の場合にも、緊急災害輸送で使用する分につ
いて、埠頭近辺で調達可能である必要がある。 
Ⅴ 物資を自積み・自卸しを行う場合の沿岸荷役について 
   クレーン付の船舶から下ろされた緊急災害物資を、上屋又は倉庫で自動車積み、自動車卸しを
行うには、岸壁エプロンでフォークリフトが使用可能であることと、貨物がユニット化していな
いことが前提となっている。そこで、Ⅱと同様に貨物が発送元より小口ユニット化して届くこと
が望ましい。 
Ⅵ 人力による沿岸荷役について 
   ここでは、埠頭と災害援助物資の集積場所が歩行距離で 4.8Km 離れていること、また 1 人当
り運搬重量は 25Kg を前提としている。その結果、人力のみで沿岸荷役を行うには、埠頭勤務者
では賄えない数の人数が必要である。なるべく人数を少なくする方法として埠頭の近くに集積場
所を設ける必要がある。その場合、集積場所が港頭地区にある場合には平常時、港湾倉庫として
港湾運送事業者以外の荷役が行えない。地震災害時に、港頭地区での人力による荷役が必要な場
合には特例措置がとられるか、平常時に地域住民のボランティアを使った訓練等を行い、人力に
よる荷役作業に備える必要がある。また、運搬重量についても、ボランティアの場合はもちろん
日常、力仕事とは無縁な港湾物流技能者にとって、1 人当り 25Kg が重過ぎる可能性があること
も考慮する必要がある。 
Ⅶ ヤード内の車両走行について 
 上記 3 つの場合とも、沿岸荷役を行うのにエプロンが自動車走行可能である場合についても想
定している。たとえば、Ⅲについても、コンテナ船やクレーン付き船舶が利用可能でなかった場
合には、船内荷役を人力で行い自動車に積み込むこともあるからである。したがって、ヤード内
の耐震化及び液状化対策がなされている必要がある。 
Ⅷ 埠頭から災害援助物資の集積地への運搬について 
埠頭から災害援助物資の集積地までの道路は、耐震化が施されていることを前提としている。
また、災害援助物資を積んだコンテナのデバンニングを CFS で行わずに、内陸の集積場所まで
牽引しそこでデバンニングする方法もあるが、その場合、コンテナが走行できる道路が確保され
るのが前提となる。通常、コンテナの走行できる路線については道路交通法上の制約があり、集
積場所がコンテナ走行ルートに指定されている必要がある。また、たとえ特例措置により平常時
コンテナ走行の許されない道路に面した集積場所への走行が許可されても、30～40ton のコンテ
ナが地震後の亀裂や段差のある道路を走行するのは危険である。通常、災害援助物資の集積場所
は、市役所や学校が指定されるが、デバンニングを行うには、フォークリフトがコンテナに直接
入れるような設備も必要となる。場合によっては、集積場所が、そうした設備を備えた物流業者
や工場等が相応しいばあいもあり、集積場所の見直しが必要となる。 
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第 5 節 7 章の結論 
 
本章では、レベル 3 の緊急災害輸送においては、コンテナ・クレーン、在来船クレーン、人力とい
う３つの荷役方式について船内と沿岸という異なる荷役形態における技能者の必要数と確保可能数
を求めることで、港湾物流技能者の充足率を明らかすると共に、確保の可能性を高める方策と海上か
らの緊急物資の分担可能な量を提示し、緊急物資総量に対する海上輸送の分担率を提示した。 
具体的には、横浜本牧 B・C 埠頭の耐震強化岸壁で荷役を行うことを想定し、①3 基あるガントリ
ー・クレーンを使用した場合、②クレーン付きの在来船の場合、③人力の場合について、船内荷役に
必要な技能者の数と荷役される緊急物資の量を算出した。これにより、船内荷役については、人力以
外では確保可能人数に特に問題がないことがわかった。人力による船内荷役については、1 人当り必
要量を 5.4Kg とした場合に、緊急物資総量の約 2/3 を海上輸送により陸揚げすることが可能となる。 
また、沿岸荷役については、在来船で届いた緊急物資を自動車で運べる場合については、緊急物資
の総量を海上から輸送可能となることがわかった。④コンテナ貨物を埠頭にてデバンニングし、自動
車に乗せ換える場合には⑤在来船で届いた物資を自動車に積み替える以上の沿岸荷役主任者又はは
い作業者が必要となり、6 割弱の貨物を海上輸送で分担することになる。⑥人力で沿岸荷役を埠頭勤
務者が行うには、総量の約 5％まで可能であるが、それ以上については、ボランティア等の手が必要
となることがわかった。 
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第 8 章 本研究の適用と発展性 
 
第1節 本研究に基づく地震災害復旧時の港湾物流技能者確保についての提言 
 
 本研究においては、横浜港の事例を基に、地震災害復旧のための港湾物流技能者の確保数について
検討を行った。本節では、港湾一般においても地震災害復旧時の組織作りに役立つように、PDCA に
沿って考える。PDCA は、生産現場の業務改善等に用いられ、Plan(計画)、Do(実行)、Check(評価)、
Action(改善)の順で４つのプロセスを繰り返すことで、計画の制度を高め実行時に役立てようという
ものである。一般的な PDCA では、図 8-1 で示すように、その 4 つのプロセス間を矢印で結び、プロ
セス間の流れと限りなく継続することを示した図が用いられている。たとえば、平成 20 年 8 月に行
われた国土交通省関東地方整備局主催の東扇島基幹的広域防災拠点における訓練において、「訓練を
繰り返してスパイラルアップ」のキャッチコピーと共に PDCA の図が用いられ、海上自衛隊、海上
保安庁等を交えた緊急物資輸送に関する訓練が行われてた例がある(1)。 
 PDCA により、訓練を繰り返し、実際の災害に備えるのに越したことはないが、阪神・淡路大震災
クラスの何十年、何百年に一度の長いスパンで起こる震災についても念頭において PDCA を行う必
要がある。そこで、本論文においては、図 8-2 に示すように、大地震による PDCA の大きなループ(①)
の計画（P）から移行する小さな PDCA のループ(②)という 2 重の輪による PDCA を想定した。そし
て、①をカタストロフ型 PDCA、②をルーチン型 PDCA と名付けた。過去の大地震の教訓を生かし
カタストロフ型 PDCA を意識した計画(P)を策定すると共に、平常時のルーチン型 PDCA に基づく計
画(P)や防災訓練を実行(D)することで、新たな計画の更新に役立てることを考えたためである。 
Plan(P)
計画
Do(D)
実行
Check
(C)評価
Act(A)
更新
Do(D)
実行
Check
(C)評価
Act(A)
更新
②内側のループ：
ルーチン型
PDCA
①外側のループ：
カタストロフ型PDCA
Plan(P)
計画
Do(D)
実行
Check
(C)評価
Act(A)
更新
 
図 8-1 一般的な PDCA の概念   図 8-2 本研究の PDCA の概念 P(計画) 
 
 このカタストロフ型 PDCA とルーチン型 PDCA は共に重要なことは言うまでもない。たとえば、
①のカタストロフ方 PDCA では、阪神・大震災や関東大震災の教訓から学んだことを生かし防災計
画を立てること、また、②のルーチン型 PDCA では、例年行われている防災の日の訓練や、地震災
害を意識した訓練等を評価し、そこで得た教訓や知識を生かし計画を更新することが含まれる。 
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8－1－1 横浜港における地震災害復旧のための防災組織計画 
 レベル 1 の初動においては、参集したコア技能者、多能技能者、及び一般リーダーにより必要とさ
れる VMC が確保できること(6 章)、レベル 3 の緊急災害輸送については、船内及び沿岸という２つ
の荷役形態についてクレーン付き在来船による自積み、自卸しが最も人材の充足状況が良いこと(7
章)を示した。ここで、レベル 1 の初動については、6 章の図 6-9 に示すように、VMC が本牧、大黒、
南本牧、山下の各埠頭でそれぞれ 31、10、3、7 の合計 51 となっている。この 51VMC を形成するの
に、実際には合計 478 人の埠頭へ到着可能な(コア技能者+多能技能者+一般リーダー)が必要となる。
それらは、アンケート調査の回答者 3,468 人のうちの 13.8％になる(図 8-3)。換言すると、横浜港の場
合には 1VMC 確保するのに、約 10 人の(コア技能者+多能技能者+一般リーダー)が必要になる。また、
これらレベル 1：初動に召集された要員は、埠頭近辺で勤務できる環境が用意されれば（例、宿舎、
食事等）レベル 2、レベル 3、レベル 4 と復旧作業が進んでも、活躍が期待される人材となる。 
100%
52.6%
31.2%
13.8%
3.9% 1.5%
全体数 20Km以内 SP+サブ・コア 確保可能 全体VMC        確保可能
居住 +多能技能者 SP+サブ・コア 数 VMC数
技能者数 +一般リーダー +多能技能者
+一般リーダー
実人数
Virtual Mighty Core数
3,468人
134
VMC
51
VMC
1,824人
980人
478人
 
図 8-3 横浜港におけるコア技能者、多能技能者、一般リーダーと VMC 
 
ここで、7 章の表 7-4 で示したように、一人当り物資必要量が 5.4Kg の場合、阪神・淡路大震災の
際に最も活躍した在来船クレーンを用いた場合のギャング要員数 135 人、船内荷役作業主任者 6 人は
支障なく確保可能である（但し、労働時間は 12 時間）。また、沿岸荷役の場合も、沿岸荷役主任者又
ははい作業主任者合わせて必要数 71 に対して確保可能数 100 となっている。フォークリフトを入れ
てもレベル 3：緊急輸送を行うのに必要な人数は、278 人であり、これは、レベル 1 で参集可能なコ
ア技能者、多能技能者、一般リーダーの合計 478 人よりも少ない。即ち、図 8-4 に示すように、レベ
ル 1 で活躍した人材が全て、耐震強化岸壁のある本牧ふ頭へ移動すれば、在来船クレーンを用いたレ
ベル 3：緊急災害輸送については十分賄える可能性がある。
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レベル1：初動 スーパー・コア
沿岸コア
船内コア
コンテナ・コア
コア（全）
多能技能者
一般リーダー
レベル2：
応急処置
大型フォークリフト
沿岸荷役主任者
はい作業主任者
レベル3：緊急
災害輸送
船内荷役作業主任者
揚荷装置
ガントリー・クレーン
レベル4：通常
業務再開
クレーン
ストラドルキャリア
大型自動車
フォークリフト
玉掛
大型特殊
自動車
牽引自動車
管理職又は
現場責任者
小型移動式
クレーン
①確保可能VMC=51
⇒必要数：7VMC
②最低51人～102
人の沿岸荷役主
任又ははい作業
主任が確保可能
⇒必要数：46人～
85人（自卸自積）
③最低51人の船内
荷役作業者を確保
可能⇒必要数：6 人
 
注）鎖線以下には、資格取得率の上位 3 位を占め、基本系の 
資格であるフォークリフト、玉掛、大型特殊自動車を示す。 
図 8-4 港湾物流復旧のための防災組織図例 
 
 
8－1－2 地震災害復旧のための防災組織計画 
 前項では、横浜港のアンケート調査の結果を踏まえ、レベル 1：初動からレベル 4：通常業務再開
に至る技能者の確保について、初動で確保した人材(コア技能者＋一般リーダー＋多能技能者)が埠頭
に留まることが可能であれば、レベル 3 のクレーン付船舶による緊急災害輸送についても必要な人
材が確保可能であることを示した。 
ここで、レベル 1 からレベル 4 に至る復旧活動を一連の流れで考えた場合の、コア技能者、多能
技能者、一般リーダー、基本技能者の役割を、横浜港での人材構成(図 8-5)を参考に下記に示す。 
● コア技能者・・・コア技能者は、埠頭勤務者の約 9.5%を占め、勤務時間外に地震が発生した際
に、家族の負傷や、交通の不通による歩行困難などの事情を除いて地震災害復旧時に埠頭に率先して
参集することが期待されている。また、防災訓練など、コア技能者を対象に行うことで、地震災害時
に必要なコア技能者であることの意識を高める。また、スーパー・コア以下、各コア技能者の活躍が
期待される範囲について、予め本人に知らせておく。尚、沿岸→船内→コンテナの順でコア技能者の
活躍が期待されることから、2 つのコアにまたがるサブコアについてもその順に活動を行う。また、
コアを対象とした防災訓練や防災知識の習得などを行う。 
－ スーパー・コア(SP)・・・レベル 1：初動での活躍が期待される。但し、全体の 0.7%
と絶対数が少ないので、他のコアや多能技能者、一般リーダー等の協力を取付けながら、初
動業務を行う。 
－ 沿岸コア(LC)・・・レベル 2：応急処置以降の活躍が期待される。その後、緊急災害輸
送においても、ヤードや港湾倉庫・上屋で荷役の責任者としての活躍が期待される。 
－ 船内コア(SC)・・・レベル 3：緊急災害輸送以降での活躍が期待される。また、コンテ
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ナ荷役が再開した場合には、船内荷役やコンテナ輸送を中心に活躍が期待される。 
－ コンテナ・コア(CC)・・・最も活躍が期待されるのは、レベル 4：通常業務再開以降で
あるが、緊急災害輸送に置いても、コンテナ輸送が可能な場合には活躍の機会がある場合が
ある。 
－ サブ・コア(LSC, CLC, SCC)・・・2 つのコアにまたがった資格を資格を保有するため、
沿岸、船内、コンテナのコアの活躍する順に活躍が期待される。 
● 多能技能者及び一般リーダー・・・埠頭勤務者の約半数(50.9%)を占める。コア技能者が予め本
人にコアであることを通知しておくが、多能技能者や一般リーダーは、埠頭への参集について本人の
意思に任せることを前提としている。コア技能者ではないので、平常時のコア技能者対象の訓練等の
必要はないが、コアを中心に相互の連携が求められる。 
 
● 基本技能者・・・埠頭への直接参集ではなく、自宅待機が求められる。会社からの指示を待ち、
人力が必要な場合など、行動を開始する。平常時に置いても一般人の立入りが制限されている中で、
港湾を良く知る基本技能者は貴重な緊急災害輸送の担い手となる。 
コア技能者
(C)
9.5%
多能性
高い
低い
基本技能者
(B)
19.1%
小 復旧活動への責任 大
多能技能者
（M）
37.1%
一般リーダー
(L)
13.8%
沿岸コア
(LC)
1.7%
コンテナ・
コア
(CC)
2.1%
船内コア
(SC)
1.1%
スーパー・コア(SP)
0.7%
LSC
0.3%
CLC
1.2%
SCC
2.4%
サブコア：
沿岸船内サブ・コア(LSC)
コンテナ沿岸サブ・コア(CLC)
船内コンテナ・サブ・コア(SCC)  
注）コア技能者、多能技能者、一般リーダー、基本技能者にも該当しない埠頭勤務者は 20.5％ 
 
図 8-5 横浜港における地震災害復旧のための人材構成 
 
横浜港の場合、1859 年開港を機に港湾を中心に町が形成された外国貿易港であり、コンテナ、在
来船、さらに客船が発着する総合的な機能を持つ港湾であることから、日本の港の機能を併せ持つ総
合的な港湾ともいえる。海との接点に位置する埠頭の特色から、歩行ルートや居住範囲が限られるこ
と、埠頭倉庫や上屋等、埠頭周辺には一般人の制限されており、セキュリティ上の問題から地震災害
時にも一般の人の侵入は必ずしも適切でない環境にあるという、港湾共通の特色を持っている。そこ
で、横浜港における防災組織を参考に、一般的な港湾おける地震災害復旧のための防災体制作りをカ
タストロフ型とルーチン型の PDCA を参考に下記に示す。 
 
地震災害復旧のための人員配備計画～PLAN 
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 横浜港における防災組織計画案を基に、港湾における地震災害復旧のための人員配備計画を表した
ものが、図 8-6 である。ここでは、レベル 1：初動におけるコア技能者、多能技能者、そしてリーダ
ーの 3 つのグループ(=一般技能者以外全て)は、それぞれの勤務する埠頭に参集することになる。埠
頭から徒歩可能であることや物理的、あるいは精神的に参集できる状態であることが前提となる。本
章 1 節の冒頭で示したように防災訓練等によるルーチン型 PDCA を実行してゆく中で評価 (C)、修
正(A)を重ねてゆき、最終的にはカタストロフ型 PDCA へ備えることになる。 
（＋土木事業者＋サルベージ会社（港湾運送事業者以外））
＋一般技能者＋20Km以遠の居住者全て
耐震強化
岸壁
船内コア＋
船内多能＋
船内荷役作業主任＋
揚荷装置運転者＋
沿岸チーム
沿岸コア＋
沿岸多能＋
沿岸荷役主任者＋
はい作業主任者
船内チーム
フォークリフト運転者
大型自動車運転者
コア技能者＋多能技能者＋リーダー
（20Km以内の居住者で埠頭に参集可能者のみ）
コア技能者＋多能技能者＋リーダー
（20Km以内の居住者で埠頭に参集可能者のみ）
レベル1： 初動
レベル2： 応急処置
レベル3： 緊急災害輸送
レベル4： 通常業務再開
埠頭A 埠頭B 埠頭C 埠頭Z
埠頭A 埠頭B 埠頭C 埠頭Z
 
図 8-6 地震災害復旧のための防災組織 
 
本研究で検討を行った地震災害時の港湾物流のコア技能者の概念は、企業横断的な防災訓練に活用
可能であると考えられる。地震災害については、災害時に備えた計画を策定するだけではなく、経営
的な立場から陣頭指揮をとるための判断力を訓練により身につける必要性や、シナリオやケーススタ
ディを中心とした机上訓練の有効性が指摘されている（2）。そこで、たとえば、図 8-6 に示すような
レベル毎の防災組織を企業横断的に予め設計しておくことで、防災の日に実際に埠頭に参集してみる、
といった地震災害に備えた訓練が可能になる。その上で、現在、国主導(3)、又は地方公共団体単独
で行われている防災訓練を両者の連携で行うことが重要である。たとえばハリケーン・カトリーナ発
生時、連邦政府と州政府との連携が機能し、州知事と危機管理局長の強力なリーダーシップが発揮 
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されたミシシッピ州と、機能不全に陥ったニューオリンズ州の事例でも明らかなように(4)、国（国
土交通省）と港湾管理者である地方公共団体（県又は市）の連携と訓練体制の確立を働きかける必要
がある。 
 
計画に基づくコア技能者の確認と防災訓練～DO 
 本研究は、カタストロフ型 PDCA の D(実行)について備えることを目的としていることは言うま
でもないが、防災の日の 9 月 1 日(関東大震災が発生した日)に定期的に行われている防災訓練でのル
ーチン型 PCDA での活用も前提としている。現在埠頭における防災訓練については、下記のものが
挙げられる。 
I. 国土交通省を中心とする港湾 BCP による川崎の東扇島基幹的広域防災拠点を中心とう
した緊急物資輸送訓練（海上及び、陸上自衛隊、海上保安庁、国土交通省関東地方整備
局、川崎市、日本埋立浚渫協会や川崎港運協会等を巻き込んだ全 4 回にわたる大規模な
訓練(1)  
II. 横浜市港湾局の管理センターなどによる、市の港湾担当局の職員による自主的な訓練で、
月 1 回等の頻度で行われてはいるものの、担当者のみに留まるもの 
III.  地震に対応した防災訓練は行っていないが、9 月 1 日の防災の日に地元の港湾協会の
主催する行事には出席市、は各自防災について考えるようにしている 
 本来的にはⅠ． 国主導の訓練とⅡ．地方公共団体主導の訓練、そしてⅢ．民間企業訓練、の 3
者が連携するような防災訓練がありそうであるが、総合的な合同訓練まで至っていないのが現状であ
る。時間や予算的に制約がある中で、民間企業まで巻き込んだ訓練は容易でない。そうしたなかで、
防災訓練に当たっては、①スーパー・コア、②コア技能者、③一般リーダー＋多能技能者、の順で活
躍する場を想定することで、企業横断的、かつ人数を絞り込んだ訓練が可能になると考えられる。 
また、技能者のキャリアを考える上でも、防災組織におけるコア技能者の概念は役立つと思われる。
通常、学校を卒業したての技能者は、ほとんどが基本技能者である。その中で、技能を身につけ多能
技能者となる者が出てくる。そして、それら多能技能者の中で、現場責任者あるいは管理職へと昇進
してゆくものが現れる。一方、基本技能を持ちながら、現場を離れ、事務系の管理職になる者がいる。
通常、多能技能者を経ずに管理職である一般リーダーになった者が技能を身につけコア技能者になる、
といったことはほとんどない。しかし、地震災害復旧のために、たとえば多能技能者が地震災害復旧
に必要なリーダーシップを発揮するための訓練を受け、また、一般リーダーが防災のために新たに技
能を身につけることもありうる。地震災害復旧のためのコア技能者が固定したものではなく、図 8-7
に示すように、コア技能者へと多能、一般技能者を初め一般リーダーもがダイナミックに変化するこ
とは、コア技能者確保の点からも、防災意識の醸成や、参加意識の向上にも効果があると考えられる。 
コア技能者の要件に埠頭から居住地までの距離を含めていないのは、地震がいつ起こるかわからな
い中で、居住地は資格や管理職・現場責任者といった職位と異なり、変わる可能性が高いからである。
また、本研究においては、20Km 以内は徒歩で埠頭到着が困難であるとしているが、10Km 以内に
ついては、自分や家族の無事、埠頭へ行く距離自体が埠頭に到着することの妨げにならないとしてい
る。港湾付近は埋め立て地が多いものの、横浜のように周辺は丘が多く土砂崩れ等の起こりやすい地
域を通る可能性もある。地方公共団体が作成した防災マップ等を参考に、コア技能者が実際に歩き埠
頭までのルートを確認することは重要である。 
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多能性
高い
低い
多能リーダー
（＝コア技能者）
一般技能者
小 復旧活動への責任 大
多能技能者
一般リーダー
 
図 8-7 技能者グループ間の遷移 
 
防災訓練等による体制の評価～CHECK 
図 8-4 は、横浜港のアンケート調査得られたモデルであり、防災訓練を通して参集する技能者の距
離的な範囲等、埠頭毎に見直し評価する(C)ことも必要になる。たとえば、都心の被災地を抜けて歩
く 10Km と、地方の郊外にある道路の 10Km では埠頭への参集の可能性が異なるはずである。逆に、
単身者の多い都心と、家族や親類縁者の多い地方では、家族無事の確率が都心よりも下がる、といっ
たこともあり得る。また、一般技能者で何とか埠頭へ駆けつけたい場合や、埠頭のすぐ近くに住んで
いても参集できない場合もあるはずである。そうした、地方毎、あるいは港毎の特性を反映させた災
害復旧計画が、本研究における横浜港の事例を参考に行うことが可能になると考えられる。 
実際の地震後の評価と異なり、ルーチン PDCA 時の評価は、実行(D)とともに参加者の意識を高め
る意味でも重要である。寺田寅彦の警句としても伝えられる「天災は忘れた頃にやってくる」（5）と
いわれる様に、地震を含めた天災への畏敬を忘れないためにもカタストロフ型 PDCA に備えるため
にも、ルーチン型 PDCA の体制の評価と立て直し、そして実行といった繰り返しが重要である。 
また、本研究で行ったアンケート調査を始め、過去の文献等の分析は、カタストロフ型 PDCA の
評価(C)の一部とも考えられる。大震災の場合の復旧記録や文献等を調査分析し、評価を行うことは
必ずしも地震の直後とは限らない。地震災害復旧という実行（D）の後に、様々な角度から評価(C)
が行われてきたが、将来の防災計画に役立つ研究もその一環として位置付けることができる。 
 
復旧計画の更新と復旧人材の育成～ACT 
 長期的な地震災害復旧の組織づくりに必要な更新（A）は、防災訓練の結果得られた修正を地震災
害復旧計画の更新に役立てる共に、必要な計画に係る必要な措置を取ることと考えられる。ルーチン
型の PDCA においては、組織や体制の見直しが含まれるし、防災訓練の評価の結果、防災計画に修
正が加えられる場合も、この更新（A）に含まれる。  
 ここでは、本研究で得られた地震災害復旧活動の中でも緊急災害輸送の定量的な評価から得られた
荷役についての更新 (A)案について考える。 
 レベル 3 の緊急輸送においては、7 章で述べたように、沿岸荷役よりも船内荷役の人材確保の方が
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容易である。そこで、沿岸荷役の中心となって働く沿岸荷役主任者あるいは、はい作業主任者の資格
についてみてゆくと、沿岸荷役主任者については、主に労働災害防止の観点から、災害防止を扱って
いることがわかった。実際、沿岸荷役作業による死亡災害は港湾運送事業全体の約 40％と、船内荷
役作業の 45％に次いで多く、労働災害の防止が重大な課題となっている(6)。地震災害と労働災害で
は、発生の偶発性に差があるものの、起こった後の対応では共通する部分もある。沿岸荷役主任者の
資格を得るための要件には、表 8-1 に示すように、作業の指揮に必要な知識や荷役機械の構造と取扱
い方法等、地震災害時の対応と部分も少なくない。 
  
表 8-1 沿岸荷役主任者に対する安全教育(現状) 
17合計
3労働安全衛生法関係法令
3(1) はいに関する知識
(2) 屋内はい、屋外はい
(3) 人力によるはい付け・はいくずし作業
(4) 機械によるはい付け・はいくずし作業
(5) はい作業時の安全心得
5．はい付け・はいくずし
作業に関する知識
2(1) 船内及びはしけの荷役
(2) 横持ち作業
(3) 危険又は有害な貨物の取扱い作業
(4) 貨物取扱作業の心得
(5) コンテナ荷役作業
4．荷役の方法に関する
知識
4(1) 玉掛け作業の基本
(2) 玉掛け作業に必要な力学に関する知識
(3) 重量目測
(4) 玉掛け作業の応用動作
3．玉がけ作業及び合図
の方法に関する知識
2(1) 荷役機械の種類と構造
(2) 各種機械の取扱い上の留意点
(3) 荷役用具の構造と特性
(4) 荷役用具取扱上の留意点
(5) 点検・検査
(6) 力学に関する知識
2．荷役機械等の構造及
び取扱いの方法に関す
る知識
3(1) 港湾運送業における災害発生状況
(2) 沿岸に約主任者の責務
(3) 災害の発生原因と要員
(4) 不安全な状態と行動
(5) 災害防止方法
(6) 作業計画と作業者の配置
(7) 教育訓練方法
(8) 監督・指導上の注意点
(9) 災害発生時の措置
1．作業の指揮に必要な
知識
時間範囲科目
 
 
 そこで、地震災害復旧での活躍を促すためには、沿岸荷役主任者の必修項目に、新たに地震災害時
の復旧リーダーとして活躍できるような、地震災害復旧の動機付けを加えることが考えられる。「沿
岸荷役主任者」の制度は、労働災害のみでなく、地震災害復旧という昭和 54 年 5 月 2 日付け基発第
212 号「安全衛生教育の推進について」という、安全衛生教育の基本通達に基づいており、カリキュ
ラムの内容も同通達によりに定められている。カリキュラム自体は、過去 30 年間に 5 回改定されて
いるので、新たに地震対策を盛り込むことは不可能ではない。いずれにしても、教育訓練機関である
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港湾貨物運送事業労働災害防止協会（通称、港湾災防）や管轄する厚生労働省への働きかけにより、
沿岸荷役主任者向けの安全教育に地震災害対策を一定数入れる必要があると思われる。 
 また、別の方策として、新たに地震災害復旧担当者の資格制度を創設することも考えられる。現在、
改正 SOLAS 条約に対応したテロ対策について、調査研究を行うと共にセミナーや訓練を行う民間企
業があることが知られているが(7)、地震災害についても同様に業界を挙げて取り組むために、業界
内あるいは行政により資格制度を創設する、といったこともありうる。しかしながら、沿岸荷役主任
者に地震復旧対策を含めるのと異なり、地震という発生頻度の低いが破壊性のある災害に対して、常
に備えるだけの強力な動機付けが必要となり、沿岸荷役主任者資格者への訓練の追加に比べて、その
効果は未知数であり、ルーチン PDCA により計画、実行、評価を行う必要がある。 
 
8－1－3 本研究による提言  
 本研究で行った地震災害復旧のための港湾物流技能者の確保について、実施した方法と手順の概要
を図 8-8 に示す。地震災害復旧に必要な技能者の確保を検討するために、左側に Required(必要数)
として初動や緊急災害輸送で必要となる数(VMC、人数、及び物資必要量)を示す。右側に Available(確
保可能数)として初動や緊急災害輸送で確保可能な数(VMC、人数、及び荷役可能な物資量)を示す。
第６章及び第７章で述べた、必要数に対して、どれだけ確保可能かを、その根拠となる変数について
まとめたものであり、前提として、第 4 章で定義したコア技能者という概念がある。 
④ レベル3：緊急災害
輸送に必要な緊急物資量
－ １人当り物資必要量
－ 被災者数
⑦ レベル3：緊急災害輸送で
荷役可能な物資量
－ １人当り作業効率
－ 船内及び沿岸での荷役方式毎
⑤ レベル3：緊急災害
輸送に必要な人数
－ 耐震強化岸壁の長さ
－ 荷役方式
⑥ レベル3：緊急災害輸送
に確保可能な人数
－ 埠頭へ参集可能な確率
－ 距離による埠頭到着確率
Required（必要数） Available（確保可能数）
① レベル1：初動時に
必要なVMC数（埠頭毎）
－ 岸壁長
－ 岸壁数
② レベル1：初動時の確保
可能なVMC数（埠頭毎）
－ 埠頭参集可能な確率
－ 距離による埠頭到着確率
③確保可能な実技能者の数
VMC確保率地震災害発生
・居住地の被災による
埠頭到着の困難さ
・港湾の被災状況に
よる荷役の困難さ
・被災状況による
必要物資の増加
VMCの必要数と確保数の対比
技能者の充足率
海上輸送による分担率
注) ③は⑥より多い
 
図 8-8 地震災害復旧の港湾物流技能者の確保で行った数量化の方法と手順 
 
 具体的には、①レベル 1：初動で必要な VMC に対して、岸壁長や岸壁数から確保可能な VMC を
求めた。それを、埠頭に参集可能な確率や距離による埠頭到着確率から、②レベル 1:初動で確保可
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能な VMC を求めた。確保可能な VMC については、コア技能者のみで足らない場合は、多能技能者
と一般リーダーを組合せることとした。初動に参集した技能者は、埠頭に留まると仮定し、VMC よ
り③確保可能な実技能者の数に変換した。 
 一方、④レベル 3：緊急災害輸送に必要な緊急物資量については、1 人当り物資必要量と被災者数
から求め、耐震強化岸壁の長さや荷役方式から⑤レベル 3：緊急災害輸送に必要な人数を算出した。
これに対して、緊急災害輸送は耐震強化岸壁で行われると仮定し、埠頭参集可能な確率 と距離によ
る埠頭到着確率から⑥レベル 3：緊急災害輸送に確保可能な人数を求めた。これは、レベル 1：初動
で埠頭毎に参集した③確保可能な実技能者の数より少ないことから、初動で集まった技能者が耐震強
化岸壁に移動することで⑤の必要な人数を満たせることもわかった。最後に、⑥で求めた確保可能な
人数から、⑦レベル 3：緊急災害輸送で荷役可能な物資量を求め、海上輸送により分担可能な物資の
割合を明らかにした。 
 本研究により導かれる地方自治体・国といった公的な機関、港運事業者、そして港湾物流事業への
提言の概要を示したものを図 8-9 に示す。ここで、それぞれ 3 者が短期的、そして中・長期的に必要
な実行計画を示したものである。短期的実行計画は、今すぐに取り掛かれる計画であり、中・長期的
計画については、達成に時間を要するものの、地震災害復旧時の港湾物流技能者の確保及び港湾物流
の迅速な復旧に必要な計画である。 
・港湾毎の技能者の資格・免許等
の調査の実施と初動体制の確立
・港湾被災状況の地方自治体・国
への迅速な報告
・地域住民のボランティアを使った
人力荷役の訓練
地方自治体・国
港湾運送事業者
港湾物流技能者
・コア技能者の自覚と、地震災害復
旧時の初動に備え、訓練に参加
・初動で参集したコア技能者等に、
宿泊等のサポートを提供
・ユニット化及び人力での荷役を前
提とした援助物資の発送
・地域住民のボランティアを使った
人力荷役の訓練
・フォークリフトの電源確保
・「沿岸荷役主任者」資格への地震
災害復旧訓練の追加等
・人力での沿岸荷役を考慮した集
積場所の選定
・岸壁と走行道路の耐震化の推進
・岸壁エプロンの液状化対策
短期的実行計画 中・長期的実行計画
・Mighty Coreを目指した資格の取得
と地震災害復旧訓練への参加
・初動のコアのみによる実施と、緊
急災害輸送時の技能者参集体制
の確立
・地方自治体・国や船社等との連
携の強化
・フォークリフトの代替電源の確保
 
図 8-9 地震災害復旧時の港湾物流技能者確保のための提言 
 
以下に、地上自治体・国、港湾運送事業者、及び港湾物流技能者のそれぞれについて、短期的及び
中・長期的に必要な実行計画の詳細について述べる。 
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● 地上自治体・国に対して 
 港湾を管理する地方自治体や国土交通省等の国に対しては、短期的には、初動で参集したコア技
能者、多能技能者、そして一般リーダーに宿泊所や食料等のサポートをすることが期待される。地方
自治体では、福利厚生の一環として港湾勤務者の住宅の整備等を支援してきたところもあるが、日常
居住するためのものであり、地震災害時の一時的な宿泊施設として部外者の受入れを意識したもので
はない。そこで、地震災害時に宿泊可能な耐震化された学校や、あるいは阪神・淡路大震災で見直さ
れることになった宿泊施設としての船舶の利用等を予め検討しておく必要がある。また、7 章で得ら
れた地震災害復旧を迅速に行うための対策として、物資のユニット化や人力での荷役を前提とした援
助物資の発送などが、援助を行う地方自治体・国に求められる。また、地域住民のボランティアを使
った人力荷役の訓練など、平常時から港湾運送事業者と地域住民の協力の橋渡しとなることが期待さ
れる。また、港湾管理者としての地方自治体においては、電動フォークリフトリフトの電源供給の確
保は重要であり、電力会社からの電源が断たれた場合には、代替電源(自家発電装置等)からの電力の
速やかな提供が必要となる。ディーゼル式のフォークリフトを使用する場合においても、ディーゼル
の備蓄が必要なことは言うまでもない。 
また、長期的には、現在、港湾貨物運送事業労働災害協会(港湾災防)により実施されている沿岸荷
役主任者資格に、地震災害復旧時に必要な業務について追加するなどのカリキュラムの改正や、更に
地震災害を意識した資格の設定等も有効であると思われる。と同時に、人力による沿岸荷役を考慮し
た緊急災害物資の選定が必要になる。現状では、学校や市役所などの公的機関が集積場所に選ばれて
いるが、埠頭の近辺にあるとは限らない。人力による負担を少なし、荷役効率を上げるためにも集積
場所を埠頭の近辺に設ける必要がある。また、地震災害時に、港頭地区での人力による荷役が必要な
場合には特例として地域住民の人力による荷役作業が行える等の措置も必要になる。 
 
● 港湾運送事業者に対して 
港運事業者については、本研究で行った技能者の資格・免許による技能者の類型化を参考に、アン
ケート調査を行い、コア技能者、多能技能者、一般リーダー、そして基本技能者のように分類、レベ
ル 1：初動態勢を確立する必要がある。特に、コア技能者には、本人にコアであること、勤務時間外
であっても徒歩可能な範囲で埠頭へ参集することが期待されることを知らせるのが重要である。コア
技能者を集めた企業横断的な地震災害に備えた訓練も有効である。また、短期的には集まったコアは、
引き続きレベル 3 の緊急災害輸送においても活躍が期待されることについても言及する。平常時か
ら、地震に備えた防災訓練もコア技能者を対象に主催するのも有効である。また、埠頭の状況に応じ
て発送される物資の形態が制約を受けるため（例：人力の場合は 20～30Kg 程度の運搬しやすい計に
包装の必要あり）、緊急援助物資を取りまとめる地方自治体や国への迅速な報告も必要である。また、
地方自治体・国と協力し、人力での荷役に備えた地域住民のボランティアを使った人力荷役の訓練を
行うことも重要である。 
さらに、中・長期的には、初動をコアのみで行うことを目指しているため、レベル毎の人材確保が
一層必要になる。即ち、少ない人数でレベル 1：初動に対応するために、レベル 2 やレベル 3 での技
能者の参集については、それぞれ沿岸コア、船内コアを中心に独立して行う必要がある。また、中・
長期的にも地方自治体や国への情報提供や協力を通して、連携を一層強化することが求められる。そ
の反面、たとえば倉庫内の電動フォークリフトの電源等については、代替電源(バッテリー等)を確保
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し自衛する等、独自の対策も必要となる。 
 
● 港湾物流技能者に対して 
 港湾物流技能者については、コア技能者に地震災害復旧活動のコアとして活躍が期待されているこ
とを伝え自覚を促すことが重要である。地震災害復旧時に、地震や家族の負傷や徒歩による参集の困
難等を除いて、勤務する埠頭に参集することが求められている。また、コア技能者を対象にした地震
災害復旧のための防災訓練への参加を求められる。中長期的には、コア技能者は自ら Mighty Core
となることを目指して、地震災害時に役立つ資格・免許を取得するための自己啓発を行うことも重要
である。 
 
8－1－4 コア技能者導入の地理的発展性 
本研究において示した、地震災害時の復旧に必要なコア技能者を設定、確保する方法については、
横浜港以外の多くの港に適用可能であると考えられる。とりわけ、横浜港と同様にスーパー中枢港湾
(指定特定重要港湾)に指定された東京、神戸、大阪、名古屋、四日市の各港はもちろんのこと、コン
テナ埠頭と在来船埠頭を併せ持つ多くの重要港湾が該当するはずである。日本が地震国である以上、
地震災害後の迅速な復旧は、港湾の規模にかかわらず共通の課題である。コンテナ埠頭や在来船埠頭
の有無や耐震強化岸壁の有無といった差異はあっても、陸上や航空輸送と共に、物流全体の迅速な復
旧を目指し、緊急災害輸送にも用いる場合等、コア技能者の活躍が期待されるからである。横浜港と
同様の調査が日本の他の港でも行われ、港湾全体で貨物の減少を抑えることができ、雇用の確保が行
われ、ひいては「災害に強い港」として日本の港がブランド価値を高めること、それは阪神・淡路大
震災に学んだ日本の港湾に必要なことであり、本研究の目指すところでもある。 
また、地震災害復旧時におけるコア技能者の考え方は、地震災害に見舞われやすい日本以外の港湾
においても適用可能であると考えられる。グローバル化による海外での生産や調達活動の進展ととも
に、先進国、途上国を問わず海外の多くの港ではコンテナ港を備えており、地震災害のリスクを潜在
的に抱える国は少なくない。特に途上国の場合、耐震強化岸壁などハードウェアの部分では予算をか
けられないが、人的資源の豊富な国も多い。そうした中で、日本のように有資格者をコア技能者とす
るのではなく、資格取得のための選抜方式としてコア技能者という目標を使うといったように、コア
技能者を人材育成の一助として用いることも可能であると思われる。
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第 2 節 地震あるいは港湾物流技能者以外の研究への発展性 
 
 本研究は、地震災害復旧に必要な港湾物流技能者の確保を対象としているが、図 8-10 に示すよう
に、地震以外の災害や港湾物流以外の技能者についての研究へと発展が可能であると考えられる。こ
こで、横軸には研究の範囲を、地震から災害以外にも広げたものであり、縦軸には同様に研究の範囲
を港湾物流技能者から人材全般へと広げたことを示している。 
地震以外の災害へのコア技能者の適用については、津波や台風といった自然災害に関するものから、
現在ではテロや犯罪等、セキュリティ関連の安全に関するものが考えられるが、それらの災害を想定
した復旧作業を扱ったものは、非常に限定的である。また、平常時の港湾物流技能者についての研究
は、貨物量が増大し船混みが問題になり、厳しい労働条件が問題になった 1960 年代から 70 年代位ま
では港湾労働の研究が行われていた。現在では、海上コンテナの安全性の確保についての研究等 (8)、
機械と人間を一体化したもの等が行われている。いずれにしても、港湾物流に関連した人材について
の研究は、製造業に比べると少なく、男性に比べて極端に少ない女性の進出等も検討する必要が指摘
されている(9)。 
 
地震
港湾物流
技能者
技能者
地震以外の災害
人材
災害時以外（平常時）
・本研究の範囲
研究の範囲：広 研究の範囲：狭
研究の範囲：広
研究の範囲：狭
・本研究の範囲
・港湾経済の視点か
ら技能者を扱った研
究は60年～70年代
を中心にあり。
・津波も含め、安全や
セキュリティ確保の視
点から港湾物流技能
者を扱ったものは限
定的。
・製造業に従事する
技能者の研究多数
・インフラ系、ユーティ
リティ系は限定的
・ユーティリティ系技能
者等あり
・インフラ系及び製造
業については限定的
・ユーティリティ系技能
者等あり
・インフラ系及び製造
業については限定的
・戦略的人的資源管
理を初め多数の研究
あり。
・但し、定量的な研究
は限定的。
・被災者を扱ったもの
は多数あり。
・帰宅困難者を扱った
ものや被災者に関す
るものは多数あり。
 
図 8-10 本研究の発展性～地震と港湾物流技能者を軸として 
 
 さらに、技能者一般に目を向けると、地震災害時の車両運転者の操作(10)や、地震災害を含めた災
害時の技能者の研究は、電気、水道、ガスといったユーティリティ関係で行われている。平常時の技
能者の研究では、技能の継承問題を抱える製造業が多く、土木や建設業といったインフラ系に従事す
る技能者の確保について、技能の継承の面から警鐘をならす記事(11)等があるものの技能者自体につ
いて扱ったものは限定的である。また、同様に平常時の電気・水道・ガス・電話といったユーティリ
ティ系技能者について議論されることは少ない。 
地震災害時の技能者以外の人材一般の研究では、地震災害時の帰宅困難者数の推定等、多くの研究
が行われ、過去の地震災害復旧に携わったボランティア等の報告も多く出されている。地震以外の災
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発生年月 日 Ｍ 地震 名 死者・行方不 明者 津波 最大震 度 最大 震度を観測した観測 点 (地方)
明 治5(1872)年3月14日 7.1 浜田地震 死 者 約 550 ○ 不明 -
明 治24(1891)年10月28日 8.0 濃尾地震 死者 7,273 (6) 岐阜、愛知、滋賀、三重県 の一部
明 治27(1894)年10月22日 7.0 庄内地震 死者 726 (5) 山形県の西部
明治29(1896)年6月 15日 8.5 明 治三陸地 震 死者 21,959 ○ (2～3) 岩 手県を中心に北 海道、東北地方
明治29(1896)年8月 31日 7.2 陸羽地震 死者 209 (5) 秋田、岩手、山形県の一部
大 正12(1923)年9月1日 7.9
関東地震
（関東大 震災）
死 ・不明 10万5千余 ○ (6) 東 京都 東 京 など６点
大正14(1925)年5月 23日 6.8 北但馬 地震 死者 428 (6) 兵庫県 豊岡
昭和2(1927)年3月 7日 7.3 北丹後 地震 死者 2,925 ○ 6 京 都府 宮津測候 所 など２点
昭和5(1930)年 11月 26日 7.3 北伊豆 地震 死者 272 6 静岡 県 三島 市東本 町
昭和8(1933)年3月 3日 8.1 昭 和三陸地 震 死・不明 3,064 ○ 5 岩手 県 宮 古市鍬ヶ崎 など６点
昭和18(1943)年9月 10日 7.2 鳥取地震 死者 1,083 6 鳥取県 鳥取市 吉方
昭和19(1944)年12月 7日 7.9 東南海 地震 死・不明 1,223 ○ 6 三 重県 津市島崎 町 など２点
昭和20(1945)年1月 13日 6.8 三河地震 死者 2,306 ○ 5 三重県 津市島 崎町
昭 和21(1946)年12月21日 8.0 南海地震 死者 1,330 ○ 5 和 歌山県 串本町潮 岬 など17点
昭和23(1948)年6月 28日 7.1 福井地震 死者 3,769 6 福井県 福井市 豊島
昭和35(1960)年5月 23日 9.5* チリ地震津 波 死・不明 142 ○ - 震 度１以上を観測した地点 なし
昭和58(1983)年5月 26日 7.7 日本海中 部地震 死者 104 ○ 5 秋 田県 秋田市山 王 など３点
平 成5(1993)年7月12日 7.8 北海 道南西沖 地震
死者 202
不明 28
○ 5 北 海道 寿都町新 栄 など４点
平 成7(1995)年1月17日 7.3
兵庫県南 部地震
（阪 神・淡 路大震 災）
死者 6,434
不明 3
○ 7 神戸 市等阪 神淡路地 域
害では、尼崎の鉄道脱線事故や東海村の JCO 臨界事故、ハリケーン・カテリーナのように被災者や
加害者あるいは行政担当者等を扱ったものも数多い。また、平常時の人材一般についての研究では、
日本企業の海外進出に伴い、現地従業員の管理等、人材マネジメントを扱ったもの等がある。以下に、
本研究の発展性について、具体的な事例をあげながら述べる。 
 
8－2－1 地震以外の災害への発展性 
本研究のコア技能者の概念については、地震以外の災害、たとえば津波や台風といった自然災害に
おいても適用可能であると考えられる。日本は、世界の 0.25％の国土面積にもかかわらず、M6 以上
の地震回数は世界の 20.7％、活火山数は 7.0% 、災害被害額では 13.4% と非常に高い(12)。特に地震
によって引き起こされる津波は、TSUNAMI として外国でも知られるように、大地震とともに発生し
日本の海岸沿いの地域に大きな被害を与えてきた(表 8-2)。津波の場合、特に電気系統についての影
響を確認する必要がある等、港湾施設に与える影響も異なるため初動の内容等も地震災害時と異なる。
阪神・淡路大震災において、津波の影響は軽微だったことや東京湾が比較的津波の影響を受けにくい
ため(13)、今回の研究から津波についてはふれていないが、津波についても本研究で得られた港湾物
流におけるコア技能者の概念は、十分活用可能であると考える。 
 
表 8-2 明治以降に日本で起こった大地震と津波 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：気象庁ホームページ(14) 
  
また、日本は、地震災害以外にも、毎年台風の通過点となっており、表 8-3 に示すように、巨大台
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風が大きな被害をもたらしてきたことでも知られている。また、表に記された以外にも、横浜で最大
風速 44.3m/秒を記録した 1949 年(昭和 24 年)のキティ台風では、横浜港に停泊していた約 90 隻の船
舶のうち 40 隻以上が沈没・座礁あるいは衝突という惨状(うち 26 隻は沈没)を呈したことが記録され
ている(15)。台風の場合、被災前の時間が地震より長く、技能者確保の意味では地震よりも容易であ
る。しかしながら、自然の力を抑えられない点、海上輸送施設に多大な被害をもたらす点では同様で、
特に、移動施設である船舶に多大な被害をもたらす可能性がある。たとえば、強風により切断された
ガントリークレーンのように、台風が港湾施設に多大な被害をもたらすことが知られている(16)。た
だし、津波や巨大台風の場合、初動時の点検作業項目等、具体的な作業や地震の場合と異なるために
別途検討が必要になる。 
 
表 8-3 昭和以降に大きな災害をもたらした台風 
台風名又は台風番号 
人的 住家 耕地 船舶 
上陸・最接近年月日 
死者 
（人） 
行方 
不明者 
（人） 
負傷者 
（人） 
全壊・
流失
（棟）
半壊 
（棟） 
一部損
壊 
（棟） 
床上浸
水 
（棟） 
床下浸
水 
（棟） 
流失・ 
埋没・冠
水 
（ha） 
沈没・ 
流失・破
損 
（隻） 
室戸台風*1 2,702 334 14,994 92,740 401,157 不詳 27,594 昭和９年(1934 年)９月 21 日
枕崎台風*1 2,473 1,283 2,452 89,839 273,888 128,403 不詳 昭和 20 年(1945 年)９月 17 日
カスリーン台風*1 
（昭和 22 年台風第９
号） 
1,077 853 1,547 9,298 384,743 12,927 不詳 昭和 22 年(1947 年)９月 15 日
洞爺丸台風*2 
（昭和 29 年台風第 15 号） 1,361 400 1,601 8,396 21,771 177,375 17,569 85,964 82,963 5,581 
昭和 29 年(1954 年)９月 26 日
狩野川台風*2 
（昭和 33 年台風第 22 号） 888 381 1,138 2,118 2,175 12,450 132,227 389,488 89,236 260 
昭和 33 年(1958 年)９月 26 日
伊勢湾台風*2 
（昭和 34 年台風第 15 号） 4,697 401 38,921 40,838 113,052 680,075 157,858 205,753 210,859 7,576 
昭和 34 年(1959 年)９月 26 日
平成２年台風第 19 号
*1 
40 131 16,541 18,183 41,954 413 平成２年(1990 年)９月 19 日
平成３年台風第 19 号
*1 
62 1,499 170,447 22,965 362 930 平成３年(1991 年)９月 27 日
平成５年台風第 13 号
*2 
48 396 336 1,448 不詳 3,770 不詳 7,905 不詳 平成５年(1993 年)９月３日 
平成 16 年台風第 18 号*2 43 3 1,399 144 1,506 63,343 1,328 19,758 104 1,592 平成 16 年(2004 年)９月７日
平成 16 年台風第 23 号*2 95 3 721 907 7,929 12,514 13,341 41,006 12,329 494 平成 16 年(2004 年)10 月 20日 
  
＊1：理科年表による、＊2：消防白書による    
出所：気象庁ホームページ(17) 
 
8－2－2 製造業の技能者への応用 
本研究で行った地震災害時における港湾物流技能者確保の方策については、若者のものづくり離れ
や後継者の確保に呻吟する製造業においても適用可能と考える。1980 年のプラザ合意後、急速に進
んだ円高による製造業の海外移転への反省から、90 年代になると日本の製造業の空洞化や若年者の
技能離れへの危機感が高まり、若年技能者の確保が課題となってきた。 
たとえば今野は、図 8-11 に示すように、自ら行った熟練技能者についての調査結果を踏まえ技能
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平均的中核的技能者
－ ７６％は役職者、内部養成型
（例）
・ 高卒後新卒で入社
・ 勤続２５年
・ ４４歳
平均的後継者
－ 内部養成型
（例）
・ 高卒後新卒で入社
・ 勤続１４年
・ ３４歳
出典：「技能継承と労務管理の課題」今野浩一郎著、日本労働研究雑誌、１９９９年７月
者を開発・試作、保全、生産といった所属部門と若手、中堅、監督という 3 つのキャリア発達段階と
いう 2 つの軸で技能者を分類している(18)。特に、開発・試作に携わる熟練技能者の重要性が増して
いること、セル生産システムによる多様な工程に対応できる多能工化へのニーズの高まり、マネジャ
ー型技能者への根強い需要等を挙げている。また、企業の競争上の優位性を支えるコア技能とそれを
持つコア技能者について、従来型のコア技能者の育成が OJT に依存しすぎたことを指摘している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-11 製造業技能者の類型化例～今野による 
 
 今野の分類において、生産、保全、開発・施策という所属部署による分類を、技能の多様性、キ
ャリア段階による分類を復旧活動への責任と読み替えると、図 8-12 に示すように、一般技能者はそ
のままで、熟練技能者は多能技能者、マネジャー型技能者は一般リーダー、高度専門職型技能者は多
能リーダーと対応が可能である。ここで、たとえば、高度専門職型技能者が逼迫した場合など、不足
する高度専門分野について、マネジャー型技能者と熟練技能者が協力することで、バーチャルな高度
専門職型技能者を形成する、といったことも考えられる。 
 また、これは、今後必要とされる下記の高度技能者確保のための方策を考える上でも有益である
と考える。 
① 多様な機械を使いこなし、保守改善までも行える多能的な技能者 
② 機械と ME の技能を複合的に持ち設備の保全・改善にあたるメカトロ型マルチ技能者 
③ 現場の監督業務をこなせるマネジメント型技能者 
④ 技術者とともに製品と生産設備の開発にあたる技術開発型技能者 
 とりわけ、③は地震災害復旧時のコア技能者との比較等により、技能者確保の可能を広げる意味か
らも検討の余地があると考える。 
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多能性
（熟練性）
高い
低い
多能リーダー
（＝コア技能者）
（高度専門職型技能者）
一般技能者
小 復旧活動への責任 大
（業務への責任）
多能技能者
（熟練技能者）
一般リーダー
（マネジャー型技能者)（一般技能者）
多能性
（熟練性）
高い
低い
多能リーダー
（＝コア技能者）
（マルチリンガル・リーダ ）ー
一般技能者
小 復旧活動への責任 大
（業務への責任）
多能技能者
（マルチリンガル・スタッフ）
一般リーダー
（モノリンガル・リーダ )ー（モノリンガル・スタッフ）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-12 地震災害復旧時の港湾物流技能者と製造業の技能者との対応 
 
 
8－2－3 技能者以外での応用 
技能者以外でも応用の可能性がある。たとえば、図 8-13 に示すように、海外工場におけるマルチ
リンガル(多言語)・マネジャー、モノリンガル(単言語)・マネジャー、マルチリンガル・スタッフ、
モノリンガル・スタッフの中で、マルチリンガル・スタッフとモノリンガル・マネジャーの協働など
が、言語をコミュニケーションとしてのツールと捉えた場合にありうる。優れた技能者を抱えた企業
を買収し、一刻も早く立ち上げる必要がある場合、買収する国と現地の少なくともバイリンガルのリ
ーダーがいることが望ましい。しかし、そうしたリーダーの確保が難しく、リーダーに買収先の企業
で使われている言語を学ぶ時間がある場合などである。通常は、通訳を雇うということが考えられる
が、たとえば優れた技能を持った買収される可能性のある企業が社員に他言語を学ぶことを奨励する、
といったことが、マルチリンガル・スタッフの出現を促し、言語に不得手なモノリンガル・リーダー
と組むことで買収の条件を良くする、といったことも考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-13  多言語環境における多言語リーダーとそれ以外 
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第 3 節 8 章の結論 
 
本章では、横浜港の事例が、一般の港湾においても地震災害復旧時の組織づくりに役立つように、
港湾の地震災害復旧を PDCA の視点から整理すると共に、本研究で実施した方法や手順を総括し、
関連する団体や個人への具体的な提言を行った。PDCA は、地震が発生した場合と訓練を行う場合の
2 重のループとして、防災組織計画でのコア技能者初め、多能技能者、一般リーダー、そして基本技
能者の役割について述べた。 
また、レベル 1：初動時に埠頭に参集するコア技能者、多能技能者、一般リーダーが、レベル 3：
緊急災害輸送においても活躍可能であることを示し、防災組織の設計や計画作りに役立つことを示し
た。 
本研究で得られた地方自治体・国、港湾運送事業者、港湾物流技能者への短期的及び中・長期的な
提言を下記に挙げる。 
 ●短期的提言： 
－地方自治体・国…初動で参集したコア技能者等に、宿泊等のサポートを提供すること。災害援
助物資の発送側への貨物のユニット化の要望やボランティアを交えた訓練の必要性等。  
  －港湾運送事業者…港湾毎の技能者の資格・免許等の調査の実施と初動体制を確立すること。港
湾を管理する地方自治体や国などへの迅速な報告、地域住民との連携等。  
  －港湾物流技能者…コア技能者の自覚と、地震災害復旧時の初動に備え、訓練に参加す  
  ることが必要であること。  
 ●中・長期的提言 
  －地方自治体・国…「沿岸荷役主任者」資格への地震災害復旧訓練の追加等、資格の見直しを行 
   う。援助物資集積場所の見直しや岸壁や道路の耐震化の推進。岸壁エプロンの液状化対策等。 
  －港湾運送事業者… 初動のコア技能者のみによる実施と、緊急災害輸送時の技能者参集体制を
確立すること。地上自治体や国との連携の強化。 
  －港湾物流技能者… Mighty Core を目指した資格の取得と地震災害復旧訓練に参加すること。  
 最後に、本研究により、発展性が期待できる分野として下記について事例を挙げ述べた。 
  Ⅰ．地震災害以外の災害（例：津波や台風）における復旧に関わる港湾物流技能者の確保 
  Ⅱ．港湾物流以外の業界におけるコア技能者の適用の可能性(例：製造業等) 
  Ⅲ．技能者以外での応用の可能性（例：海外事務所等）  
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第 9 章 結論 
 
 本研究では、地震災害後の迅速な復旧に必要なスキルと確保可能性について数量的に明らかにする
ことで、災害復旧組織の設計等、防災体制づくりに役立つ提言を行った。 
 具体的な提言を行うために、下記の 4 つの点について検討を行った。 
① 地震災害復旧に必要な技能(スキル)とは何か 
② 復旧作業を行うのに必要な技能者が、どの程度いるのか 
③ 地震災害後、復旧作業を行う技能者をどの程度確保できるのか 
④ 確保した技能者が必要な緊急物資をどの程度運べるのか  
 実際に横浜港でアンケート調査を行い、地震災害復旧に必要な港湾物流技能者のスキルや確保の可
能性を数量化することで、下記の 4 つの点を明らかにした。 
 Ⅰ. 地震災害時の早期復旧を行うのに必要な港湾物流技能者を定義するため、統計的な手法を用   
   いて技能者の類型化を行い、復旧作業に活躍が期待される技能者を４つのコアに分類した。こ  
   れらのコア技能者を、沿岸コア、船内コア、コンテナ・コア、スーパー・コアと名付けた。 
 Ⅱ. 地震災害復旧のためのコア人材の概念を導入することで、復旧初期段階で技能者が主に活躍 
   する４つのレベルとそれに対応するコア技能者の役割分担・特色が明確になることを示した。 
 Ⅲ. 地震災害復旧の初動において、確保可能な技能者数を VMC という必要な免許・資格をすべて 
   持つコアを設定することで数量化し、不足する数を、一般リーダーと多能技能者を組合せるこ  
   とにより確保の可能性が高まることを定量的に示した。 
 Ⅳ. 緊急災害輸送において、コンテナ・クレーン、在来船クレーン、人力という３つの荷役方式 
   について船内と沿岸という異なる荷役形態における技能者の必要数と確保可能数を求めるこ  
   とで、港湾物流技能者の充足率を明らかにすると共に、海上からの緊急物資の分担可能な量を 
   提示した。 
上記に基づき、地震災害の迅速な復旧に必要な港湾物流技能者について、災害復旧組織の設計等、
防災体制づくりに役立つ提言を行った。実行計画における必要事項の概要を下記に示す。 
●短期的実行計画： 
－地方自治体・国…初動で参集したコア技能者等を緊急災害輸送要員として確保するため、宿泊
等のサポートの提供計画(例：宿泊施設としての船舶の利用等)や、災害援助物資の発送側への貨
物のユニット化の要望やボランティアを交えた訓練等。  
  －港湾運送事業者…港湾毎の技能者の資格・免許等の調査の実施と初動体制の確立、港湾を管理
する地方自治体や国などへの迅速な報告、地域住民との連携の強化等。  
  －港湾物流技能者…コア技能者の自覚と、地震災害復旧時の初動に備えた訓練への参加。  
●中・長期的実行計画： 
  －地方自治体・国…「沿岸荷役主任者」資格への地震災害復旧訓練の追加を初め、資格制度や援    
  助物資集積場所の見直しや岸壁や道路の耐震化の推進。岸壁エプロンの液状化対策等。 
  －港湾運送事業者… 初動のコア技能者のみによる実施と、緊急災害輸送時の技能者参集体制を  
  確立すること。地上自治体や国との連携の強化。 
 －港湾物流技能者… Mighty Core を目指した資格の取得と緊急災害輸送訓練への参加。   
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さらに、本研究により、地震災害復旧時の港湾物流におけるコア技能者の導入ばかりでなく、将来
下記の分野での研究への発展性が期待できることを示した。 
 ⅰ．地震災害以外の災害（例：津波や台風）における復旧に関わる港湾物流技能者の確保 
 ⅱ．港湾物流以外の業界におけるコア技能者の適用の可能性(例：製造業等) 
 ⅲ．技能者以外での応用の可能性（例：海外事務所等）  
 
ここで、各章における概要を次に示す。 
1 章では、本研究の背景となる地震災害時における復旧要員確保の重要性について述べると共に、
研究の範囲と目的、論文の全体的な構成を示した。 
 
2 章では、本研究で用いる用語の定義や解説を行うと共に、地震災害復旧の研究について、ハード
ウェア、ソフトウェア、人材の 3 つの視点から関連する過去の研究を総括し、地震災害を想定した港
湾物流技能者の確保について研究を行う必要があることを指摘した。ハードウェアについては、建築
物や耐震強化岸壁、免震クレーン等についての研究が行われており、ソフトウェアについては、国や
地方公共団体による防災計画が定期的に発行され、関連する研究が行われている。しかしながら、地
震災害復旧時に必要な人員や人材についての研究については、阪神・淡路大震災以来、その重要性が
指摘されているものの、ハードウェア、ソフトウェアほど研究が進んでいない。わけても、地震災害
復旧時に活躍が期待される技能者についての研究が、統計的な手法を用いて行われたことはなかった。 
 20 世紀の日本でマグニチュード 7 以上の大震災が、日本を代表する 2 つの港湾を直撃し、港湾物
流機能は元より人々の生活や地域経済に甚大な被害を与えている。1995 年の阪神・淡路大震災を経
験した神戸港の場合、震災後の内国貨物の落ち込みが激しく、震災前年の 4 割程度に留まっている。
1923 年の関東大震災では、荷役に著しい困難が伴ったこと等から救援物資を積んだ救援船の陸揚げ
がされず地域住民が困窮したことが伝えられている。 
 災害初期において人手が足りないのは、救援活動における警察官や消防士、医療活動に従事する医
師や看護師に共通することである。交通基盤の遮断や要員の被災を初め、必要とされる要員が被害者
にもなりやすいという点でも共通している。しかし、港湾物流技能者の場合、緊急事態が仕事に組み
込まれた公的な職業である警察官や消防士等に比べると、民間勤務の従業員であることや、過去に遭
遇したことのない事態への対応が迫られる点から、召集体制の整備やロジスティクス体制の整備等、
前者に比べ尚一層、事前に考えておく必要があることが示された。 
 
3 章では、地震災害の復旧に、港湾物流技能者が重要な役割を果たすことを、港湾物流業者(港湾
運送業者)と港湾運営者や船社との関係、公的な機関との契約、命令系統、具体的な港湾運送業の仕
事の内容や復旧作業を示すことで明らかにした。港湾運送業者は、緊急災害時に地方公共団体の長を
通して担当大臣より従事命令を受けるとともに、主要港湾を擁する地方自治体では、海上輸送につい
て関連した協定を持つこともあり、災害復旧時の活躍が期待されている。しかしながら、復旧に係る
作業やその詳細については協定では明らかでなく、勤務時間外のことが想定されていないこと等、検
討の余地がある。 
 そこで、港湾物流事業者の有する機能を船社、ターミナル・オペレーター、元請、荷役作業会社と
の関連で説明し、港湾における仕事の内容が、1980 年代から現在まで、大きく変化していないこと、
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またコンテナ化以降進んだ、技能者に要求される技能についての知識、実技の内容を示し港湾におけ
る仕事が、製造業のような他の産業と異なることを示した。また、危険が伴い安全性に配慮する必要
があるために、荷役に関連した資格には、技能者に資格・免許の取得が必要とされることについても
触れた。 
また、本研究では、地震災害復旧について４つのレベルに分け、それぞれを、レベル 1：初動、レ
ベル 2：応急処置、レベル 3：緊急災害輸送、レベル４：通常業務再開に分け、一連の流れを示すと
共に、各レベルに対応する具体的な復旧作業と、作業を行うのに必要な資格・免許について一覧表で
示し説明した。 
 
4 章では、地震災害時の早期復旧を行うのに必要な港湾物流技能者を定義するため、統計的な手法
を用いて技能者の類型化をおこなった。類型化には、港湾物流の荷役に必要な資格・免許を調査の対
象とし、下記の①から⑥の手順で行った。 
 ① 地震災害後の港湾物流機能の復旧に必要な資格・技能を持った人材が、現実にどれぐらいいる
のか、また復旧作業に携わることができるかを具体的に検討するため、横浜港の港湾物流事業者にア
ンケート調査を行うことで、231 社中 174 社(回答率：75.3％)、3,468 名の回答を得た。特に荷役に関
連する事業者からは、100％の回答を得ることができた。 
 ② 荷役に関連する 21 資格について取得率の高い資格・免許としてはフォークリフトを筆頭に、
玉掛、大型特殊自動車等があり、港湾物流に携わる従業員が複数の資格を有すること、一方、ガント
リー・クレーンやストラドルキャリアは、保有資格者の数は少ないものの、それらの保有者を見てみ
ると、1 人当りの平均保有資格数が 6 以上と大きいこと等、何らかの傾向があることがわかった。 
 ③ そこで、港湾物流業務に携わる技能者が保持する 21 の荷役関連資格間の相対的関係をみるた
めに、資格の保有・非保有という質的データについて、数量化Ⅲ類を用いて多変量解析を行った。最
も相関の高いカテゴリーを 1 軸、次に相関の高いカテゴリーを 2 軸としてグラフを描くことで、資格
相互の関係の強さと傾向が明らかになった。 
 ④ 資格同士のグループ化を行うために、クラスター分析を行った。変数間の距離の近さから 4
つのグループに分け、数量化Ⅲ類の結果得たグラフに重ね合わせた。4 つのグループは、それぞれの
特色から、基本系、沿岸系、船内系、コンテナ系と名付けた。 
 ⑤ 地震災害復旧作業のレベル 1 から 4 について、沿岸系、船内系、コンテナ系の資格・免許で、
3 章で得た地震災害復旧の 4 つのレベルに必要なスキルを整理すると、沿岸系、船内系、コンテナ系
がそれぞれレベル 2、レベル 3、レベル 4 の 3 つのレベルに対応していることがわかった。 
 ⑥ 地震災害の復旧の初期には、技能の多能性と復旧活動への責任が必要であることから、この 2
つでコア技能者を定義した。その結果、沿岸系、船内系、コンテナ系に対応した多能技能者でかつリ
ーダー(管理職又は現場責任者)を沿岸コア、船内コア、コンテナ・コアと名付けた。さらにこれら 3
つのコア技能者としての資格・免許を併せ持ち、レベル 1(初動)に対応するコア技能者をスーパー・
コアと名付けた。  
 
5 章では、地震災害復旧のためのコア人材の概念を導入することで、復旧初期段階で技能者が主に
活躍する４つのレベルとそれに対応するコア技能者の役割分担・特色が明確になることを示した。 
地震災害直後は居住地～埠頭への交通機関が普通である可能性が高いため、技能者の徒歩での埠頭
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への到達可能性をディジージョン・ツリーにより求めることにした。①自分無事、②家族無事、③徒
歩可能、④埠頭まで歩く、⑤埠頭へ到着、といったディジージョン・ツリーの事象と行動を確率によ
り求め、「コア技能者」という概念を導入した場合には、コア技能者全体で 52.6％の確率で埠頭に到
着するのに対して、コア技能者を導入しなかった場合の 31％にとどまることがわかった。 
さらに、レベル 1 の初動において、コア技能者を設定した場合とそうでない場合に確保可能なスー
パー・コア技能者の数にどの程度の差が生じるかを考えるため、横浜港の B・C 埠頭の罹災状況を点
検することを想定した。その結果、スーパー・コア技能者を導入することにより、確保可能技能者が
増加し、その結果災害直後の現場点検を迅速に行うための必要人員数に近づくことがわかった。 
レベル 3 の緊急災害輸送については、必要な物資の量と必要なコア技能者の関係を求め、検討を行
った。物資の量については、東海地震時の静岡県の物資必要量から、1 人当り 3.5Kg と 5.4Kg の 2 つ
の場合を想定した。これにより、横浜市直下型地震及び南関東地震に見舞われた際の確保可能な船内
コアの人数をディジージョン・ツリーにより求めると、横浜市内の避難者へ物資輸送の全量を扱うだ
けの人員を確保することは可能であることがわかった。 
レベル 2 の応急処置については、被災したコンクリートの補修や鉄板の敷設、溶接等、港湾物流技
能者よりも土木担当者が行う作業が中心となること、レベル 4 の通常業務再開についても、船社ある
いは船舶代理店である港湾運送事業者間の再開順に等の調整が必要になるために検討の対象からは
ずすことにした。レベル 2 の応急処置では沿岸コアが、レベル 4 の通常業務再開においてはコンテナ・
コアの活躍が期待される。これら 2 つのコアについては、埠頭の被災状況等によっては災害緊急輸送
でも活躍が期待される場合もあるため、7 章の異なる荷役方式の中に含めることにした。 
以上から、本章では、コア技能者の復旧レベル毎の確保可能性について、資格、埠頭への到達可能
性等を考慮し現実的具体的に検討する枠組みを示すことができた。 
 
6 章では、地震災害復旧時のレベル 1：初動において確保可能な技能者を埠頭毎、歩行距離毎に横
浜港の事例から求め、コア技能者数に対して不足する数を、一般リーダーと多能技能者を組合せるこ
とにより活躍が期待される港湾物流技能者確保の可能性が高まることを定量的に示した。 
具体的には、コア技能者については、沿岸、船内、コンテナ 3 つのコア技能者のうち、2 つのコア
技能者に属するものをサブ・コアとし、スーパー・コアや単独のコアと区別した。また、レベル 1：
初動に必要な全ての資格・免許を単独で有する技能者は有用であるが数が極めて少ないため、Virtual 
Might Core(VMC)と定義した。ある集団において VMC を有する比率を VMC 確保率と定義した。少
ない技能者で多くの VMC を形成できるほど効率よく復旧作業がおこなれれることから VMC 確保率
は大きいほど望ましいことになる。横浜港にある 4 つの埠頭において、確保可能な VMC 数の累積を
歩行距離別に求め考察を行った。 
一般に徒歩可能とされる 10Km 以内に最も効率よく VMC を形成できるスーパー・コアとサブ・コ
アで VMC の確保ができない埠頭があるため、合計 7 つのコア技能者、多能技能者、一般リーダー、
基本技能者の 10 種類で、VMC 数と VMC 確保率が共に高い組合せを求めたところ、コア技能者に一
般リーダーと多能技能者を組合せた場合であることがわかった。そこで、スーパー・コアとサブ・コ
ア、さらに一般リーダーと多能技能者を加えて確保可能な VMC 数を求めることにした。 
 
7 章では、レベル 3 の緊急災害輸送においては、コンテナ・クレーン、在来船クレーン、人力とい
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う３つの荷役方式について船内と沿岸という異なる荷役形態における技能者の必要数と確保可能数
を求めることで、港湾物流技能者の充足率を明らかすると共に、確保の可能性を高める方策と海上か
らの緊急物資の分担可能な量を提示し、緊急物資総量に対する海上輸送の分担率を提示した。 
具体的には、横浜本牧 B・C 埠頭の耐震強化岸壁で荷役を行うことを想定し、①3 基あるガントリ
ー・クレーンを使用した場合、②クレーン付きの在来船の場合、③人力の場合について、船内荷役に
必要な技能者の数と荷役される緊急物資の量を算出した。これにより、船内荷役については、人力以
外では確保可能人数に特に問題がないことがわかった。人力による船内荷役については、緊急物資総
量の約 2/3 を海上輸送により陸揚げすることが可能となる。また、沿岸荷役については、在来船で届
いた緊急物資を自動車で運べる場合については、緊急物資の総量を海上から輸送可能となることがわ
かった。④コンテナ貨物を埠頭にてデバンニングし、自動車に乗せ換える場合には⑤在来船で届いた
物資を自動車に積み替える以上の沿岸荷役主任者又ははい作業者が必要となり、6 割弱の貨物を海上
輸送で分担することになる。⑥人力で沿岸荷役を埠頭勤務者が行うには、総量の約 5％まで可能であ
るが、それ以上については、ボランティア等の手が必要となることがわかった。 
 
 8 章では、横浜港の事例が、一般の港湾においても地震災害復旧時の組織づくりに役立つように、
港湾の地震災害復旧を PDCA の視点から整理し、関連する団体等に具体的な提言を行った。PDCA
は、地震が発生した場合と訓練を行う場合の 2 重のループとして、防災組織計画でのコア技能者初め、
多能技能者、一般リーダー、そして基本技能者の役割について述べた。また、レベル 1：初動時に埠
頭に参集するコア技能者、多能技能者、一般リーダーが、レベル 3：緊急災害輸送においても活躍可
能であることを示し、防災組織の設計や計画作りに役立つことを示した。 
さらに、本研究で実施した方法や手順について総括すると共に、本研究から得られる短期的及び
中・長期的な提言を地方自治体・国、港湾運送事業者、そして港湾物流技能者に対して行った。最後
に、本研究で示した技能者の類型化を初め、人材確保に数量的、統計的な手法を用いることは、他の
人材確保の研究においても広く適用可能であることを示した。 
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御礼申し上げます。また、港湾について、管理者の立場からコメントを頂いた横浜市港湾局の皆様に
御礼申し上げます。 
 本研究を行うにあたり、博士後期課程の入学を奨めて頂いた独立行政法人雇用・能力開発機構港湾
職業能力開発短期大学校の前校長の高山正利先生、研究へのご理解を頂いた同校長の吉留和男先生に
感謝の意を表します。同時に本研究を直接あるいは間接的に支持して頂いた港湾職業能力開発短期大
学校の教員諸氏、そして事務方の皆様に感謝致します。同機構の生涯職業能力開発促進センターの前
館長、江頭年男様には東京海洋大学での研究を心より喜び励まして頂いたこと、港湾短大に事務局を
置く日本港湾経済学会の皆様からは折にふれ温かい言葉をかけて頂いたことに感謝致します。 
 社会人学生への理解と温かいご支援を頂いた東京海洋大学 風間富一助手、博士後期課程の
Marilyn Obogne 嬢、張畢氏を初め、研究室の皆様に感謝致します。 
 最後に、本研究を完成させるにあたり、多忙な中で日常生活を支えてくれた夫の西口修に感謝の言
葉を贈りたいと思います。 
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